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第 1 章 問題設定と本論文の構成 
 
1. 問題意識と本論文の目的 

本論文の目的は，組織内の組織メンバー間の意識の問題について多様な観点からの検討

を行なうことにある．より具体的には，BU（ビジネス・ユニット）を分析単位として，組

織メンバーの意識の分化が企業の成果に与える影響と，その先行要因についての検討を行

なっていく．  
組織は多様な人々の協働から成り立つ分業と協業の体系である．それぞれの組織メンバ

ーに対して異なる職務を割り当て，こうした諸活動を統合することで，組織は一個人の活

動とは規模も効率性も比較にならないほど大きな活動を遂行することができるのである．

しかし，組織が多様な人々の集合であることは，当然ながら多様なバックグラウンドを持

ちあわせた個々人の活動をまとめる必要があることを意味している．彼らは異なる経験や

専門性を有し，また異なる目的や関心を持って職務を行なっていることもある．このよう

な結果として，しばしば組織メンバーの認識や意識の問題が生じる．それぞれの組織メン

バーの認識や意識が異なることが組織的な活動の遂行の障害となるのである． 
実際に組織的な活動を行なう際に，組織メンバー間の意識の差異がもたらす問題に直面

することは多々ある．たとえば，戦略や環境について異なる認識を持っているために部門

間での議論がすれ違いがちになる，調整が困難であるといった場合が考えられる．また，

戦略を適切に実現させるためにトップが経営理念や戦略を組織メンバーに浸透させる施策

を行なう場合もあるだろう．多くの人々が，組織内での意識の相違に対処する必要性を感

じる経験を少なからずしているように思われる． 
アカデミックな領域においても，これまで組織論や戦略論など企業組織を対象とした

様々な研究において，こうした組織メンバー間の意識や志向性の問題が扱われてきた．い

ずれの研究も，組織メンバー間の意識の相違が企業活動に対して問題を生み出すことを指

摘している．しかし，それぞれの研究の知見や理論的な示唆はやや異なるものである．こ

のような相違を端的に示す例として，組織内に見られる意識の相違を部門間の「分化」の

問題として捉える研究と，意識の相違を「コンセンサスの欠如」とする研究を指摘するこ

とができる． 
組織内の分化の問題については，組織のコンティンジェンシー理論において検討がおこ

なわれてきた（Lawrence and Lorsch，1967; 1969 )．コンティンジェンシー理論では，組

織メンバー間の意識の相違は，組織が構造的に分化することに起因すると考えられてきた．

すなわち，技術環境や市場環境の不確実性へ適応手段として，様々な職能部門に構造的に

分化し，それぞれの職務の専門性を高めることが組織にとって最適な施策である．しかし，

このような分業構造の発達は，組織メンバーの直面する下位環境を異なるものにするため

に，部門間に特有の異なる志向性が発達するのである．こうした志向性の部門間の相違が，

分業した活動を統合する際に障害となるために，組織と組織メンバー間の意識の相違に対
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処する必要があるのである．コンティンジェンシー理論において，組織メンバーの志向性

の分化は，各メンバーの専門性を高めた結果として自然発生するものであり，組織にとっ

て所与のものである．それゆえ，その対処手段についても，分化そのものを解消するので

はなく，分化した組織において部門間の情報の共有・伝達活動を確保するための組織的施

策が検討されている．このような組織的施策が，部門間での会議の開設や統合担当者（リ

エゾン・オフィサー）の設置といった水平的な調整メカニズムである．すなわち，彼らの

想定では，部門間の分化は維持しつつ，情報を仲介するための様々な水平的な調整メカニ

ズムによって対処することが組織にとっての効率的な対応なのである． 
 これに対して，「戦略的コンセンサス（Strategic Consensus）」研究では，直面する外部

環境や組織の追求する戦略についての組織メンバーの意識を一致させることが，企業成果

を高めるという指摘がなされてきた（bourgeois, 1980 Dess, 1987）．組織メンバーが一致し

た認識や意識を持つことで，戦略の立案や実行が容易になり，企業の収益性を高めること

につながるのである．これらの研究の立場からすれば，組織内で組織メンバーの意識が異

なることは，コンセンサスが欠如している状態であり，組織にとって改善すべき望ましく

ない状況なのである． 
 このように，組織内の意識の問題について先行研究では異なる示唆が得られている．こ

のことは，理論的に整合性を欠いているばかりでなく，実務的にも問題を生じさせる原因

となるものであると思われる．組織メンバー間の意識の相違に対して，どのような場合に

どのように対処したら良いのかが十分に明確でないからである．たとえば，ある時には分

化理論的な観点から部門間の異なる志向性や意識を許容し，別の場合には一致した意識を

要求するというように，対応に一貫性がなくなる可能性が考えられるだろう．こうした結

果，現場には不満や混乱を生み出すことになるかもしれない．したがって，組織内の分化

あるいはコンセンサスの問題について改めて体系的な検討を行なう必要があるように思わ

れる． 
 組織内の分化とコンセンサスの問題について体系的に検討する必要があるもう一つの理

由として，先行研究において行なわれた実証分析が異なるコンテクストに基づいていると

いう点も挙げられる．まず第 1 に，それぞれの研究は時代背景が大きく異なっている．

Lawrence and Lorsch(1967)が 1960 年代後半に実証分析を行なっているのに対して，戦略

的コンセンサス研究では，主に 1980 年代から 1990 年代に多くの実証研究が行なわれてい

る．このような時間的相違によって，分析対象とした企業が直面する外部環境や企業が遂

行している戦略，あるいは採用している組織の構造は大きく異なり，その結果として，組

織メンバーの意識の相違が企業活動に与える影響の大きさや重要性が変化している可能性

がある．たとえば経済成長期には単一品種の大量生産が主たる企業戦略だったため，組織

内で部門間が分化したままでも効率的な事業活動が可能であったのに対して，成熟期に入

り製品差別化が重要になったために，組織内で意識の相違に直接対処する必要が増大した

可能性が考えられるだろう． 
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 第 2 に，分析対象とする組織単位が異なるという点が挙げられる．Lawrence and Lorsch
の行なった実証研究では，組織全体の構造が分析対象となっていた．組織全体が複数の職

能部門に分化した職能制組織に注目して，発達した職能制組織の各部門間の組織メンバー

の意識の分化についての検討が行なわれていたのである．これに対して，戦略的コンセン

サス研究の主たる分析単位は企業のトップ・マネジメント・チームであり，この集団内で

の戦略や環境に関する認識の一致の有無が企業成果に与える影響が検証されている．いず

れの研究も「組織」を対象とした理論的示唆を行なっているけれども，それぞれの実証研

究が対象とした組織単位は大きく異なるのである． 
こうした分析単位の相違は，意識の相違に影響を与える組織的なプロセスについても研

究間での差異を生み出している．すなわち，コンティンジェンシー理論においては，組織

の調整メカニズムが主たる対処手段として検討され，部門間での情報の伝達・共有を促す

水平的な調整メカニズムの重要性が強調されていた．これに対して，特定の集団内での組

織メンバーの意識の差異を分析対象とした戦略的コンセンサス研究では，先行要因として

検討されてきた組織的なプロセスは，主に集団内のコンフリクトの有無や合意形成のプロ

セスである．研究対象とする組織単位が異なることで，その改善策として検討される組織

的な施策も異なるのである． 
このように，組織内の組織メンバーの意識の問題を扱った先行研究の諸理論では，同じ

問題を検討課題としていながらも，理論によって異なるコンテクストと異なる示唆が行な

われているのである．こうした相違は，諸研究の知見を比較検討することを困難にするも

のであり，また実務的な示唆についても異なる知見を提供しているために判断が難しいと

考えられる． 
また，近年では市場環境への対応の必要性から，多くの組織が BU（ビジネス・ユニット）

を一つの事業単位として，事業戦略の立案や構築を行なっている．この点から考えても，

職能制組織のような全社的な組織構造を対象としたコンティンジェンシー理論やトップ・

マネジメント・チームを対象としている戦略的コンセンサス研究とは，検討対象とするべ

き組織単位が異なるものになっている．それゆえ，これらの理論の知見が妥当であるのか，

再度体系的な検討を行なう必要がある．BU という組織単位での組織メンバー間の意識の問

題をどう捉えるべきかに関して実証的な分析を行なうことには，理論的にも実務的にも意

義があると考えられるだろう． 
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2. 問題設定 

組織内の分化やコンセンサスの問題に関する諸研究の知見を実証的に検討するために，

本論文では，日本企業を対象とした質問票調査から得られたデータに基づいた定量的な実

証分析を行なっていく．分析対象となるデータは，一橋大学において，21 世紀 COE プロ

グラム（「知識・企業・イノベーションのダイナミクス」）及びグローバル COE プログラム

（「日本企業のイノベーション：実証的経営学の教育研究拠点」）の一環として行なわれた

組織の〈重さ〉プロジェクトの質問票調査によって得られたものである． 
先行研究の知見に基づきながら，組織内での組織メンバーの意識の相違がもたらす影響

について比較的幅広くかつ理論的にも実務的にも意義のある実証研究を行なうために，具

体的に本論文では以下のような問題設定を行なった． 
 
①分析単位：BU（ビジネス・ユニット） 
 本論文の分析対象とする組織単位は BU（ビジネス・ユニット）である．BU を基本単位

として設定したのは，BU が，特定の市場に適応するための，人々の一連の事業活動を統合

する最小単位であると考えたからである．より具体的には，研究開発，製造，マーケティ

ングおよび販売といった，特定の市場において企業活動をおこなうのに必要となる基本的

機能をすべて備え，利益責任を負った最小の事業単位のことを BU だと考えている． 
 BU を分析単位とすることは，現在の多くの企業が直面している事業環境にも適合してい

ると考えられる．すなわち，近年では，市場のニーズに適応するために，職能部門間の専

門性を追求する巨大な職能制組織よりも，適切に市場からニーズを吸い上げ，素早く新製

品を開発できるような小さなユニットでの事業活動が求められているからである．この点

で，Lawrence and Lorsch（1967）が実証分析の対象としていたような企業とは，直面す

る事業環境も，組織構造も大きく異なっていると考えられるのである． 
 
②職能間・階層間の分化 
 組織の分化と統合の問題について，先行研究では，主に職能部門間の分化について検討

が行なわれてきた．これに対して，階層部門間の分化との関係を検討したものはほとんど

存在しない．しかしながら，部門間の分化と同様に，上下関係においても，役割の相違に

基づく意識の分化は生じうるものであり，職能部門間の分化と同様に階層間の分化の影響

も検討する必要があるだろう．とりわけ，BU を基本的な組織単位として事業活動を行なっ

ている状況では，ミドル・マネジメントの戦略に対する認識や役割についての注目が集め

られており，階層間の問題を扱うことの重要性が示唆されているように思われる

（Wooldridge and Floyd，1992）． 
 したがって，本論文では，先行研究においてこれまで検討課題とされてきた職能部門間

の分化の影響について検討を行なうと同時に，階層部門間の分化の影響についても検討を

行なっていくことにする．BU という市場適応活動を行なう上で自己充足的な組織単位にお
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いて，階層間の意識が異なることがどのような影響を持つかに関しての議論を行なうこと

ができるだろう． 
 
③多様な分化の影響についての検討 
 先行研究では，組織内での組織メンバー間の意識の相違という同一の問題設定を行なっ

てきた．しかしながら，実証分析において測定されてきた意識の相違は，必ずしも一様で

はない．たとえば，コンティンジェンシー理論では，部門間の時間志向性や目標志向性と

いった尺度が分化を示す尺度とされてきたのに対して，戦略的コンセンサス研究では，環

境認識や戦略についての意識の一致の程度を組織あるいは集団内のコンセンサスを測る尺

度としてその影響が検証されている． 
 組織内の意識の相違についてこうした多様な分化尺度が用いられてきたことに対応して，

本論文でもそれぞれの分析において異なる分化の影響について検討を行なうことにする． 
 
④組織的な調整手段の検討 
 組織的な調整手段については，リーダーシップや水平的な調整メカニズム，規則やルー

ルなどの影響について検討する．これらの組織的施策は，いずれも組織メンバーの活動を

統合するための基本的な組織的メカニズムである． 
戦略的コンセンサス研究では，主に集団内のコンフリクトの有無や合意形成のプロセス

など集団プロセスが組織メンバーの意識の相違に与える影響について検討されてきた．し

かし，本論文の分析単位は BU である．トップ・マネジメント・チームのように多くても

20 人前後の人間からなる組織と比べ，数百人単位あるいはそれ以上の人間からなる BU と

いう組織単位での施策を検討する場合には，特定集団内のプロセスよりも，組織的なプロ

セスの影響を検討することの方が妥当な扱いであると考えられる．  
  
以上のように，本論文では特定の概念について詳細に分析を行なうというよりも，BU と

いう組織単位を分析の対象として，先行研究において指摘されてきた論点について，広く

実証的な検討を行なうことを目的としているのである．この結果，それぞれの実証分析間

の関連性はやや薄まるものの，近年の組織において組織内の分化やコンセンサスがどのよ

うな影響を持つのかについてのより体系的な検討が可能となると考えられる．また，近年

の日本企業において組織メンバー間の意識の相違が企業活動にどのような影響を与えてい

るのかについても具体的な示唆を提示することができるだろう． 
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3. 本論文の構成 

 最後に，本論文の構成を示しておく．第 2 章では，先行研究の整理を行ない，本論文で

検討すべき論点を提示していく．より具体的には，組織内の組織メンバー間の意識の相違

を扱った研究として，4 つの研究群についてその概要とこれまでの研究の流れについての整

理を行なった．4 つの研究群とは，冒頭でも例示したコンティンジェンシー理論と戦略的コ

ンセンサス研究，マーケティング部門と R&D 部門の間の部門間統合の問題を扱ったマーケ

ティング－R&D インターフェース研究と，企業の市場適応活動に必要な組織の志向性につ

いての検討を行なった市場志向性研究である．それぞれの研究は，組織内の組織メンバー

の意識の問題について扱っているけれども，研究が行なわれた時期や分析対象となった組

織単位，理論的示唆において相違が確認される．こうした諸研究の相違点について整理を

行ない，本論文の課題を提示する． 
第 3 章では，続く第 4 章からの実証分析において使用するデータの概要についての説明

を行なう．本論文では，日本企業を対象とした質問票調査から得られたデータに基づいた

定量的な実証分析を行なっており，分析対象となるデータは，一橋大学において，21 世紀

COE プログラム（「知識・企業・イノベーションのダイナミクス」）及びグローバル COE
プログラム（「日本企業のイノベーション：実証的経営学の教育研究拠点」）の一環として

行なわれた組織の〈重さ〉プロジェクトの質問票調査である．この質問票調査の概要につ

いて説明した後に，組織メンバー間の意識の相違を測定するための基本的なデータ処理方

法やサンプルの概要についての記述をしていき，このデータセットを扱って実証分析を行

なうことの利点と限界について議論する． 
第 4 章では，時間志向性の分化と水平的調整メカニズムの機能についての実証分析を行

なっていく．時間志向性は，それぞれの組織メンバーが認識する職務の遂行に対する時間

感覚の長さの程度であり，コンティンジェンシー理論において職能部門間の分化が指摘さ

れてきた代表的な尺度である．コンティンジェンシー理論では，分化した組織が水平的な

調整メカニズムを設け，水平的なコミュニケーション・チャネルを活用することで，効率

的な事業活動の遂行が可能になるという想定がなされてきた．こうした関係が近年の日本

企業の BU（ビジネス・ユニット）を対象とした調査においても観察されるのかについて検

討を行なっていく．  
第 5 章では，戦略志向性の分化と組織成果との関係についての実証分析を行なっていく．

企業が追求する戦略についての組織メンバー間の認識は，戦略的コンセンサス研究におい

て中心的に検討されてきた変数であり，戦略について組織メンバー間で一致した認識を有

することが望ましいと指摘されてきた．トップ・マネジメント・チームを対象とした戦略

的コンセンサス研究のこうした示唆が，BU という比較的規模の大きな組織単位においても

同じように観察されるのかを検討していく． 
実証結果からは，BU 内の戦略志向性の分化も，組織成果に対して影響を示していた．た

だし，こうした影響は，差別化戦略とコスト・リーダーシップという組織が追求する戦略
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によって大きく異なる可能性が示唆されている． 
第 6 章では，環境認識の分化と戦略志向性の分化，コミットメントの分化という組織内

での 3 つの分化の関係と，それぞれが企業の成果に与える影響について実証分析を行なっ

ていく．組織においてこのように多様な分化が生じ，それぞれが組織活動に影響を与える

ことは，様々な先行研究において指摘されてきた．しかしながら，先行研究では，必ずし

もこれらの相互関係や企業成果への影響について同時に比較分析を行なってきたわけでは

ない．分析結果では，3 つの分化はそれぞれに異なる影響関係を示していた．こうした相違

から，コンティンジェンシー理論と戦略的コンセンサス研究を体系的に理解する上での示

唆が提示される． 
第７章では，戦略志向性の分化を対象として組織プロセスとの関係について実証分析を

行なっていく．具体的には，リーダーシップ，公式的なルールや規則，水平的関係の 3 つ

の組織的な施策やプロセスに焦点を当てて，組織の分化に対する影響を検討した．これま

での戦略的コンセンサス研究では，組織的要因との関係については主に集団内のプロセス

に焦点を当てて検討が行なわれてきたけれども，BU という組織単位での組織内の分化につ

いては，他の先行研究において検討されてきたこれらの組織的な施策が 戦略志向性の分化

に対して与える影響が示される． 
第 8 章は，本論文の結論について述べている．まずこれまでの要約をした後に，第 4 章

から第 7 章までの実証研究の知見に基づいて，組織内の分化とコンセンサスの問題につい

ての整理と議論を行なっていく．最後に，本論文の知見の持つ含意と課題について述べて

いる． 
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第 2 章：先行研究－組織内の意識の相違に関する先行研究の検討－ 
 
1．はじめに 

本章の目的は，組織における組織メンバー間の意識の相違が組織成果に対して与える影

響について，先行研究の知見を再検討し，本論文の検討課題を提示することである． 
組織は分業と協業の体系である．トップ・マネジメントからミドルやロワーに至るまで，

組織内に複数の階層を設けることや，あるいはマーケティング部門や研究開発部門，生産

部門など職務の特性に応じて多様な職能部門を設けることは，大規模な組織を効率的に運

営するにあたり組織設計上必要不可欠な措置である(Mintzberg, 1983)．  
しかしながら，このように組織を複数の階層・職能に分割することは，しばしば組織メ

ンバーの間に異なる視野や志向性，意識をもたらす場合がある(Lawrence & Lorsch, 1967, 
1969)．なぜなら，分業によってそれぞれの個人は異なる環境に直面することになるため，

組織のおかれている環境や戦略について，同一の認識を持って職務を遂行することが困難

になるからである．したがって，分業した活動を統合する際に，単に活動を統合するだけ

でなく，組織メンバー間の意識の相違に対しても対処する必要が生じるのである． 
以下では，組織メンバー間の意識の分化と組織成果に関する先行研究の知見を紹介する．

これまで，多くの研究において，組織内の意識の相違について対処する必要性が言及され

てきた．組織内の意識の相違について扱った主な研究として，以下の 4 つを指摘すること

ができる． 
 

(1) コンティンジェンシー理論： 
組織メンバー間の意識の相違を分業の結果発生する自然発生的なものと捉え，意識の

異なる人々を組織的なメカニズムで協業させる必要性について示唆する研究． 
(2) マーケティング－R&D インターフェース研究： 

マーケティング部門と R&D 部門の協業が非常に困難であるという実態に注目し，そ

の原因と対処方法について検討した研究 
(3) 戦略的コンセンサス研究： 

戦略の実行など，組織の目的合理的な行動の遂行において，組織メンバー間での意識

の一致（コンセンサス）の重要性を示唆する研究． 
(4) 市場志向性研究： 

企業が市場環境に適合し，高い成果を上げるために，組織全体の意識を市場に向ける

必要性を示唆する研究 
 
いずれの研究も組織における組織メンバーの意識の相違が，企業活動に対して何らかの問

題を生み出すことを示唆している．しかし，この 4 つの諸研究間において，意識の相違が

もたらす具体的な影響や，その対処手段として指摘されている組織的施策には，やや異な
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る点が見られる．それぞれの研究の知見を順に見ていき，最後に論点の整理と本論文の検

討課題についての指摘を行なうことにしよう． 
 
2．先行研究の検討 

2-1．コンティンジェンシー理論(Contingency Theory) 
Lawrence and Lorsch（1967）は，組織内での組織メンバー間の意識の相違が組織成果

に与える影響について，組織の「分化（differentiation）」と「統合(integration)」という

観点から実証的に考察した先駆的な研究である．彼らの指摘を端的にまとめるならば，下

記の 3 点である． 
 
・組織は，外部環境の不確実性の増大に対応して，組織内部に分業構造を発達させる( 
構造的分化）．すなわち，組織が高いパフォーマンスを達成するためには，外部環境の

不確実性にフィットした分業を行なうことが求められる． 
・しかし，分業したそれぞれの下位システムにおいて，組織メンバーはそれぞれのタス

クに応じた独自の志向性や意識を発達させる（志向性の分化）．こうした従業員の志向

性の分化は，潜在的にコンフリクトを生み出しうるものであり，組織に必要な統合に

対して負の影響を与えうる． 
・それゆえ，組織は分化すると共に，なんらかの調整手段をもって，組織的な統合を達

成する必要がある．発達させた分化の程度と，組織が実施した統合メカニズムの程度

が適合する場合，組織的な統合が実現し，最適なパフォーマンスを得ることができる． 
 
つまり，組織が不確実な環境に対して適応することによって，構造的な分業の体系が発

達すると同時に，組織メンバー間に意識の相違が生み出されるのである．たとえば，それ

まではマーケティング活動と研究開発活動を一つの部門で同時に行なっていた企業が，技

術変化の速度や顧客の嗜好変化の速度高まるにつれて，それぞれの活動を部門として独立

させ，専門性を高めることで対処するといったケースが考えられる． 
こうした分業構造の発達は，それぞれの環境の変化に対処し，活動をより効率的に遂行

する体制を整えるという点において適切な対応ではあるものの，マーケティング部門や

R&D 部門が異なる環境で職務を遂行することになるため，部門ごとに独自の分化や認識が

生じるのである． 
Lawrence and Lorsch の分化と統合に関する議論において指摘されてきた変数間の関係

を Donaldoson（2001）は，理論的なモデルとして図 2-1 のようにまとめている． 
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図 2-1 Lawrence and Lorsch モデル 
 

 

 
[出所] Donaldoson（2001，p.45）．  

 
これまで指摘してきたように，環境の不確実性の増加は，組織の分化を生み出し，部門間

の活動を統合する必要性を高める．同時に，組織的な統合を達成するための統合メカニズ

ムの必要性も喚起する．必要に応じた統合メカニズムを設置することで，組織と環境との

フィットが高まり，組織成果に正の影響を与えるのである．また，Donaldson(2001)は，

Lawrence and Lorsch（1967）において，イノベーションに対する組織の重要性の認識が

もう 1 つの先行要因として想定されていると指摘している．すなわち，組織がイノベーシ

ョンを生み出すためには，部門間でのより緊密な協業が必要となるため，部門間の活動を

統合する必要性が増加するのである． 
具体的に，Lawrence and Lorsch（1969）では，プラスチック産業と食品産業，容器産

業を対象に質問票調査に基づく実証研究が行なわれており，①部門の公式化の程度，②対

人志向性，③時間志向性，④目標志向性の 4 つの志向性に関して，販売部門及び製造部門，

応用研究部門，基礎研究部門の 4 つの職能部門の分化の程度が測定されている．それぞれ

の志向性について説明したものが以下である． 
 
・ 公式化の程度とは，部門内の行動に対するプログラム化の程度である．下位環境の確実

性が高まると，事前にプログラムによって決めることが容易になるため，公式化の程度

も高まるという関係が想定されている． 
・ 対人志向性とは，組織メンバーが人間関係を重視する程度である．下位環境の確実性が

高まると，対人志向性も高まるという関係が想定されている． 
・ 時間志向性とは，職務の遂行に対する時間感覚の長さの程度である．下位環境からのフ

ィードバックの速度が速まると，時間志向性が短期化するという関係が想定されている． 
・ 目標志向性とは，職務を遂行する上での主要な関心の方向である．下位環境の特徴に応

じて，対応する目標は異なると想定されている．より具体的には，マーケティング部門

は，顧客や競合企業の活動に対して関心があるのに対して，生産部門では，設備の稼働

組織成果

統合メカニズムの

必要性
組織の分化環境の不確実性

統合の必要性

統合の実現フィット
実現した統合メカ

ニズム

相互依存性
イノベーションにつ

いての意識
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や供給業者の活動に関心があると考えられている． 
 
実際に，技術環境の変化の激しいプラスチック産業と，比較的安定度の高い食品産業，

容器産業におけるそれぞれの企業の分化の程度を調査したところ，①公式化の程度は製造

部門や販売部門で高く，応用研究部門や基礎研究部門で低い，②対人志向は販売部門が最

も人間関係志向が強く，応用研究，基礎研究，製造部門の順に，タスク志向が高まる，③

時間志向は，販売部門と製造部門は短期志向が強く，応用研究部門は中程度，基礎研究部

門は長期志向が強い，④目標志向は販売部門が市場要因に強い関心を示し，製造部門はコ

ストダウンや品質管理に強い関心を示し，応用研究・既存研究部門は品質管理あるいは科

学的志向性が高い，という職能部門間の分化の状態が明らかとなっている．また，産業別

に比較すると，プラスチック産業の組織が基も分化の程度が高く，環境の不確実性に応じ

て，分化の程度が異なるという関係も確認されている． 
組織の分化は，組織が外部環境に適応する過程で自然発生的に生み出されるものではあ

るけれども，部門間の活動を調整する際にコンフリクトが生じる可能性を高めるものでも

ある．それゆえ，部門間の活動を統合する際には，潜在的な部門間コンフリクトに対処す

る組織的な統合メカニズムの設置が必要になる．こうした統合メカニズムとして，

Lawrence and Lorsch（1969）は，「ヒエラルキー」，「ルール」，「統合担当者」，「統合部門」

の 5 つを挙げている．このうち，統合担当者や統合部門などの水平的な調整機構の設置は，

組織的な統合を達成する上で重要な施策として強調されている．分化の程度が低い組織で

は，ヒエラルキーやルールのみでの組織的統合が可能であるけれども，分化の程度が高ま

るにつれて潜在的なコンフリクトの可能性が高まるために，統合担当者や統合部門など水

平的な調整機構を設けて，直接的に職能間の調整を図る必要が生じてくるのである． 
事実，プラスチック産業の企業を比較すると，好業績企業の場合には水平的な調整機構

が設けられていたのに対して，低業績企業では，そうした組織的施策の実施は行なわれて

はいなかった．また，プラスチック産業と食品産業，容器産業の産業間比較を行なった結

果，環境の安定度が高い容器産業の好業績企業では，統合メカニズムとしてヒエラルキー

やルールによる管理が行なわれていたに対して，環境の不確実性が相対的に高い食品産業

やプラスチック産業では，統合担当者や統合担当部門が置かれていた．環境の不確実性が

高まるにつれて，水平的な調整機構による職能部門間の統合を行なう必要性が高まるので

ある． 
コンティンジェンシー理論に対する Lawrence and Lorsch の重要な貢献の１つは，最適

な組織構造，すなわち組織の分化の構造は環境の不確実性に応じて異なる，という点であ

る．しかし，組織は分化しつつ調整メカニズムによって活動を統合するという分化と統合

の同時極大化も Lawrence and Lorsch の研究が生み出した重要な知見である．すなわち，

環境の不確実性が高い場合，職能部門間の分化を生み出しつつ，水平的に活動をうまく調

整するメカニズムを設けることで，組織はもっとも効率的に機能するのである． 
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しかしながら，このような分化と統合の議論は，その後のコンティンジェンシー理論で

は必ずしも十分に行なわれてきたわけではない．また，実証研究においても，組織の分化

と統合メカニズムの同時極大化が支持されない結果が示されていく．たとえば，Lorsch and 
Allen(1973)では，組織の分化と統合メカニズムの有無との間に統計的に有意な関係は見ら

れなかった． 
こうした変化が生じた理由は，彼らの分析単位と当時の社会背景にあると考えられる．

すなわち，彼らの研究の主眼は，あくまで組織全体の設計にあり，組織全体の分業構造を

規定する要因として環境要因がどのように作用しているかを考察することである．しかし，

この当時のアメリカでは，企業の多角化が進行しており，多くの企業において事業部制構

造が採用されていた (Donaldson, 2001)．職能部門制組織に比べ，事業部制組織においては，

部門間のタスクの相互依存性は当然ながら低く，事業部に分化した組織では，水平的な統

合メカニズムを必要としていなかったと考えられる．社会の変化によって，Lawrence and 
Lorsch（1967）が想定したモデルと現実との適合性が低下していたのである． 
 
2-2．マーケティング－R&D インターフェース(Marketing/R&D Interface)研究 

Lawrence and Lorsch（1967）の研究以後，組織論の領域においては組織の分化と統合

の問題は必ずしも中心的には扱われてこなかった．しかしながら，マーケティング部門と

R&D 部門の組織的な統合の問題に関しては，1970 年代後半以降マーケティング論や新製

品開発論の領域において数多くの研究が行なわれている(Gupta, Raj, & Wilemon, 1986a; 
Souder, 1988)．この理由は，新製品開発の正否に対して，両部門間の統合が決定的に重要

であるという認識が高まったからである(Montoya-Weiss & Calantone, 1994)．多角化企業

の増加によって，組織全体の構造としては事業部門間の統合の必要性は下がったけれども，

新製品を作り出すためには複数の職能部門が協働する必要があり，部門間の意識の相違に

対処し，活動を統合させる重要性は依然として存在していたのである(Butler, 1976)． 
マーケティング部門と R&D 部門との協業の程度が新製品開発の成果へ与える正の影響

については，数多くの経験的証拠が蓄積されてきている(Li & Calantone, 1998; Moenaert, 
Souder, De Meyer, & Deschoolmeester, 1994; Souder, 1988)．Souder（1988）は，消費財

及び産業財企業合計 56 社の延べ 289 プロジェクトを対象とした 10 年間に渡る調査を行な

い，R&D 部門とマーケティング部門間の部門間の協業活動の状態とプロジェクトの業績と

の関係についての経験的な証拠を提示している．Souder（1998）は，部門間の協業活動の

状態をシビアな非調和状態，マイルドな非調和状態，調和状態の３つに分類し，それぞれ

の状態と業績との関係を調査した．この結果，調和状態においてはその 87%が少なくとも

部分的には成功し，失敗は 13%に過ぎないのに対して，シビアな非調和状態においては，

68％ものプロジェクトが失敗に終わっていることが示されている．これはマーケティング

部門とＲ＆Ｄ部門との統合が製品開発プロジェクトの成否に大きな影響を及ぼすことを明

確に確認させる調査結果である．また，調査プロジェクト全体のうち，約 6 割が非調和状
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態にあるということも，この調査から明らかとなっている．すなわち，調査対象となった

企業の半数以上においてマーケティング部門と R&D 部門の間で何からのコンフリクトが

発生しており，統合の達成は難しい課題なのである． 
R&D 部門とマーケティング部門との間で非調和状態が生じている組織においては，双方

の役割や必要な情報・知識に対する認識に関して部門間での著しい差異が生じている1．

Gupta et al.（1985）が技術集約的な 107 企業のマーケティング部門及び R&D 部門のマネ

ジャーを対象として，マーケティング部門と R&D 部門の活動の統合に関する質問票調査を

行なったところ，製品開発プロセスにおいて部門間の協業が特に重要であると考えられる

13 活動のうち 9 活動において部門間の協業に対する意識に統計的に有意な差異が観察され，

そのいずれにおいてもR&D部門の意識が低いという結果が示されている．また，Gupta and 
Wilemon（1988）は，80 企業の R&D マネジャーを対象に，マーケティング・マネジャー

やマーケティング情報についての認識に関するインタビュー調査を行なった．彼らの調査

結果では，R&D マネジャーがマーケティング情報を利用しない主な理由として，①情報が

不完全である，②情報が不正確である，③マーケティング・マネジャーは技術的な知識が

欠如している，といった要因が挙げられている． 
また，Lawrence and Lorsch（1967）が指摘していたように，それぞれの部門における

マネジャーのトレーニング過程やバックグラウンドの相違は，マーケティング部門と R&D
部門との間に様々な意識の相違を生み出している．Guriffin and Hauser（1996）は，両部

門の文化と志向性の相違に関して，時間志向性，選好するプロジェクト，曖昧さの許容度，

部門の構造，官僚的志向性，他者への志向性，専門化の方向，専門化の志向性という具体

的な９つの項目を提示している．この 9 項目に関するそれぞれの部門の特徴をまとめたも

のが，表 2-1 である． 
  
                                                  
1 マーケティング部門と R&D 部門では構成員の性格的な面においても差が観察される．

Lucas and Bush（1988）は，アメリカの企業の R&D 部門及びマーケティング部門のマネ

ジャー234 人を対象として，R&D 部門とマーケティング部門のマネジャーのパーソナリテ

ィの相違，及びパーソナリティ要因と新製品の開発数や成功率との関係ついて質問票調査

を行なった．調査の結果， 16 のパーソナリティ変数のうち，「積極性」，「楽観さ（Happy-go 
Lucky）」，「冒険性」，「強情さ」，「集団志向性」の 5 変数に関して，マーケティング部門の

マネジャーと R&D 部門のマネジャーとの間に統計的に有意な差異が観察され，いずれもマ

ーケティング部門のマネジャーの方が高いスコアを付けている．このうち， 「積極性」と

「楽観さ」は，新製品開発数や新製品成功率との相関も見られている． 
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表 2-1 文化及び志向性の相違  
 

 
 

〔出所〕Grrifin and Hauser(1996, p. 196）． 
 

 
部門間の統合活動の非調和状態を生み出す要因を実証的に検討するために，Gupta et al.

（1986b）は，マーケティング部門と R&D 部門のインターフェースの統合問題についての

理論モデルの構築を行なっている．彼らのモデルを図示したのが図 2-2 である．彼らの構築

したモデルに基づいて多くの実証研究が行なわれている(Gupta, Raj, & Wilemon, 1986b; 
Parry & Song, 1993)． 

 
  

マーケティング R&D

時間志向性 短期 長期

選好するプロジェクトのタイプ 漸進的 先進的

曖昧さの許容度 高 低

部門の構造化 中程度 低

官僚的志向性 大 小

他者への志向性 寛大 寛大

専門化の方向 市場 科学

専門化の志向性 小 大

職能部門
分化の次元
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図 2-2 Gupta et al.（1986）モデル 

 

〔出所〕Gupta et al.( 1986b, p. 8）． 
 
 
一見して分かるとおり，Gupta らの提示した理論モデル（以降 Gupta モデル）が想定し

ている変数間関係は，前述した Lawrence and Lorsch モデルに依拠したものである． 
Gupta モデルにおいても，組織的成果，すなわちイノベーションの成否は統合の必要性と

実際に達成された統合の程度のギャップによって規定されるとされている．部門間の協業

活動の程度が組織的成果に与える影響は一定ではなく，必要性によって規定されるという

コンティンジェンシー理論の基本的な想定に基づいているのである． 
この Gupta モデルにおいて，R&D 部門とマーケティング部門の意識や志向性の分化は，

実現した統合度に影響を与える要因として扱われている．表 2-3 は，Gupta et al.（1986b）
が指摘した具体的な諸仮説を示したものである2．組織内での意識の相違に関する仮説とし

て，先ほど示した文化及び構成員の志向性のうち，官僚/専門志向性，曖昧さの許容度，時

間志向性，選好するするプロジェクトの 4 つが Gupta et al.（1986b）では具体的な仮説と

して提示されている3． 
 

  
                                                  
2 Gupta et al.（1986b）のモデルのについては川上（1998）が詳しい． 
3 Gupta et al.（1986a）では，時間志向性と選好するプロジェクト，曖昧さの許容度の類

似性とインターフェースの統合度との関係を調査しており，時間志向性については R&D 部

門の時間志向性とマーケティング部門の時間志向性との間に有意な差異が観察されていた．

しかし，いずれの志向性の類似性も実現した統合度との間には統計的に有意な関係は見ら

れなかった． 
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表 2-2 Gupta モデルの諸仮説 
 

 

 
〔出所〕Gupta et al.( 1986)に基づいて，筆者作成． 

 
Lawrence and Lorsh モデルと比較して，異なる点は 2 点ある．第 1 に，環境の不確実性と

組織の分化，すなわち組織内での意識の相違との間に直接的な因果関係を想定していない

点である．第 2 に，部門間に志向性に関しての類似性が高いほど，実現する統合度は高ま

ると考えられている．つまり，Lawrence and Lorsch（1967）では，組織における部門間

の意識の相違は組織の環境適応活動の結果として発生する自然発生的なものとして捉えら

れていたのに対して，マーケティング－R&D インターフェース研究では，部門間の意識の

相違は低減可能なものとして想定されているのである．こうした部門間での志向性や意識

の類似性と企業成果との正の関係については，幾つかの研究において実証的にも支持され

ている(川上，2005；Parry & Song, 1993; Xie, Song, & Stringfellow, 2003)． 
  
2-3．戦略的コンセンサス(Strategic Consensus)研究 

戦略論と組織論の中間領域においては，より直接的に組織メンバーの認識や意見の一致

の重要性を指摘する研究が数多く行なわれている．これらの研究の基本的な主張は，有効

な戦略の策定や戦略の適切な遂行において，組織メンバーの環境に対する認識や組織の目

標・戦略についての合意を得ることが重要であるというものである．企業が直面している

環境に対して組織メンバーが持つ認識の一致や，企業の追求している目標・戦略について

要求される統合度 仮説１：要求される統合度は探索型，分析型，防御型，受身型の順に高い

仮説２：環境の不確実性の増大と共に高まる

実現した統合度 仮説３：組織の公式化の程度が高いほど，実現した統合度は高まる

仮説４：組織の集権化の程度が低いほど，実現した統合度は高まる

仮説５：従業員の意思決定への参加の程度が高まるほど，実現した統合の程度は高まる

仮説６：マネジメント層がR&D及びマーケティングのマネジャーのリスクを受容する態度を示すほど，

　　　　　実現した統合度は高まる

仮説７：R&D及びマーケティング・マネジャーが共同報酬システムを認識する程度が高いほど，

　　　　　実現した統合度は高まる

仮説８：マネジメント層の統合の必要性に対する認識が高いほど，実現した統合度は高まる

仮説９：R&Dとマーケティングのオペレーションが調和的であるほど，実現した統合度は高まる

仮説１０：R&Dとマーケティングの官僚／専門志向性が高いほど，実現した統合度は高まる

仮説１１：R&Dとマーケティング・マネジャーの曖昧さの許容度に類似性があるほど，

　　　　　実現した統合度は高まる

仮説１２：R&Dとマーケティング・マネジャーの時間志向性に類似性があるほど，

　　　　　実現した統合度は高まる

仮説１３：R&Dとマーケティング・マネジャーの選好するプロジェクトに類似性があるほど

　　　　　実現した統合度は高まる

成果 仮説１４：要求される統合度と実現した統合度の乖離が少ないほど，成果が高まる
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の合意は，「戦略的コンセンサス（Strategic Consensus）」と呼ばれている． 
初期の戦略的コンセンサス研究の多くは，主に意思決定集団としてのトップ・マネジメ

ント・チームを対象にして，コンセンサスとパフォーマンスとの関係を検討している

(Bourgeois III, 1980; Bourgeois, Singh, & Studies, 1983; Dess, 1987; Dess & Keats, 
1987)．Dess and Keats（1987）は，トップ・マネジメント・チームの環境認識に対する正

確性（accuracy）とコンセンサス（consensus）が，企業のパフォーマンスに与える影響を

実証的に考察した．より具体的には，22 社のトップ・マネジメント・チームを対象にした

質問票調査を行ない，「トップ・マネジメント・チームの環境認識の正確性」と，「環境認

識に対するコンセンサス」が， 6 項目の成果変数（売上高成長率及び，ROA，主観的売上

成長率，主観的 ROA，主観的企業全体の収益性，CEO が評価した主観的収益性）に対して

与える影響を検討した．実証結果では，環境認識の正確性については，1 項目の成果変数に

対してのみ有意な影響が示されたのに対し，環境認識に対するコンセンサスは，4 項目に対

して統計的に有意な結果が観察された．すなわち，意思決定集団内での環境認識に対する

合意の程度は，環境を正確に認識しているかどうか以上に，戦略の策定や実行における有

効性を左右する主要な要因なのである． 
企業の目標に対する認識の一致と，目標を実現するための手段としての戦略に対する認

識の一致は，環境認識についての一致と並び，組織成果に影響を与える重要な要因として

指摘されている．目標や戦略に対するコンセンサスは，多くの研究において企業成果に対

する影響が検討されてきた(Bourgeois III, 1980; Bourgeois et al., 1983)．Bourgeois（1980）
は，公共財企業 12 社のトップ・マネジメント・チームを対象とした質問票調査を行ない，

企業の目標（goal）についてのコンセンサスと目標達成手段(means)である戦略についての

コンセンサスがパフォーマンスに与える影響を検証した．実証結果では，目標に対するコ

ンセンサスと戦略に対するコンセンサスはいずれも成果変数に対して統計的に有意な正の

影響を示しており，戦略に対するコンセンサスの影響の方がより大きなことが示されてい

る． 
 こうした研究は，主にトップ・マネジメント・チームを対象として行なわれてきたもの

であるけれども，企業において戦略的コンセンサスが必要なのは，トップ・マネジメント・

チームに限定されたものではない．近年では，トップ・マネジメント・チームだけでなく，

組織全体で戦略的コンセンサスを高める必要があるという議論が展開されてきているので

ある (Floyd & Wooldridge, 1992; Kellermanns, Walter, Lechner, & Floyd, 2005; 
Wooldridge & Floyd, 1989)．こうした変化の背景には，組織の戦略実行段階において，ミ

ドルの関与が非常に重要であるという指摘が注目されてきたことがある(Wooldridge & 
Floyd, 1990)．すなわち，戦略の実行においてミドルが重要な役割を果たすため，トップ・

マネジメントだけではなく，ミドルも含めて戦略に対する認識の一致が存在しないと戦略

の適切な遂行が困難となるのである（Wooldridge and Floyd, 1990)．実際，職能部門のシ

ニア・マネジャー間での戦略的コンセンサスに関しては，企業成果に対して正の影響があ
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ることが観察されている(Homburg, Krohmer, & Workman Jr, 1999)． 
 戦略的コンセンサスと企業成果との関係を考察する研究が行なわれる一方で，戦略的コ

ンセンサスを生み出す要因についての研究も行なわれている(Ensley & Pearce, 2001; 
Knight et al., 1999)．これらの研究では，コンセンサスが形成される過程における戦略的な

議論やコンフリクトの発生(Priem & Price, 1991)に注目し，そのようなグループ・プロセ

ス（Group Process）と戦略的コンセンサスとの関係を検討している．たとえば，Knight et 
al.（1999）は，トップ・マネジメント・チームにおけるデモグラフィックの多様性とグル

ープ・プロセス，戦略的コンセンサスとの関係について実証的に分析を行なっている．図

2-3 は，彼らの行なったモデル比較のうち，もっとも適合度の高かった因果モデルを示した

ものである4． 
 

図 2-3  Knight et al（1999）の因果モデル 

 
 

 *：p≦.05 **：p≦.01 
 

［出所］Knight et al（1999）に基づいて，筆者作成 
 
戦略的コンセンサスに影響を与えるグループ・プロセスとして，Knight et al.（1999）

では，集団で合意を形成しようとする「合意探索活動（Agreement Seeking）」と感情的・

対人志向的なコンフリクトである「人間関係的コンフリクト（Interpersonal Conflict）」の

２つを挙げている．合意探索活動は，戦略的コンセンサスに正の影響を与え，人間関係的

                                                  
4 実証分析では，トップ・マネジメント・チームのデモグラフィックの多様性として，職

能の多様性と年齢の多様性の他に，地理的多様性と学歴の多様性，勤続年数の多様性につ

いても検証が行なわれており，いずれも戦略的コンセンサスに対して直接的に有意な影響

があることが観察されている． 

グループ・プロセストップマネジメントチームの

多様性

職能の多様性

年齢の多様性

人間関係的コンフリクト

合意探索活動 戦略的コンセンサス

＋

（*）

－（**）

－

（*）

＋

（*）

－

（*）



 19

コンフリクトは合意探索活動に負の影響を与えることで，間接的に戦略的コンセンサスを

低下させる要因として想定されている． 
このようなグループ・プロセスに影響を与える要因として，トップ・マネジメント・チ

ームのデモグラフィックの多様性がある．Knight et al.（1999）では，職能の多様性は，

人間関係のコンフリクトに負の影響を与え，戦略的コンセンサスにも直接的に負の影響を

与えていた．また，年齢的な多様性は，合意探索活動に負の影響を与えていた．つまり，

専門性や年齢などの多様性は，集団内でのコンセンサス形成時における集団内でのグルー

プ・プロセスに対して負の影響を与え，組織内での戦略的コンセンサスの形成を困難にさ

せるのである． 
このように数多くの研究によって，組織メンバー間での戦略的コンセンサスに関する研

究が行なわれ，幾つかの研究では実証的に企業成果との関係が示されている(Bourgeois III, 
1980; Bourgeois et al., 1983)．しかしながら，こうした実証結果は，常に一貫して正の関

係を示しているわけではない(Kellermanns et al., 2005; West Jr & Schwenk, 1996)．実証

研究間で結果に相違が見られる原因として，kellermans et al.（2005）は，測定尺度の相

違などの方法論的な問題に加え，戦略的コンセンサスとパフォーマンスとの関係が市場環

境の状態や企業の追求する戦略に応じて異なる可能性があることを指摘している．たとえ

ば，Homburg et al（1999）は，コスト・リーダーシップ戦略と差別化戦略という 2 つの戦

略についてのコンセンサスと企業成果との関係を検証し，差別化戦略に関してのみ，戦略

的コンセンサスが正の影響を持つことを示している． 
  
2-4．市場志向（Market Orientation）研究 
 組織内における意識の一致の必要性を示唆するもう 1 つの研究として，企業の市場志向

性（Market Orientation）に関する研究を挙げることができる(Kohli & Jaworski, 1990; 
Narver & Slater, 1990)5．市場志向性研究の基本的な主張は，全社や BU など組織全体の意

識を市場の競合他社や顧客に向け，適切に市場情報の収集及び組織内での普及を行ない，

市場のニーズに自社の活動を適合させることが，企業の成果を高めるというものである．

すなわち，市場に対して適応するためには，マーケティング部門などの特定の部門のみが

市場への意識を高めるだけでなく，他の部門も同様の認識や意識を持つことが必要である

と考えられているのである．これまで挙げた諸研究と比べ，市場志向性研究では，組織メ

ンバーの意識を一致させることだけでは十分ではなく，それぞれの組織メンバーが高い市

場志向性を示し，それが組織内で一致していることが必要であると指摘されている． 
 具体的な測定尺度として，Narver and Slater（1990）は，市場志向性の文化的側面に特

に注目し，市場志向性を伴う行動を可能にさせる組織文化として，市場志向性は顧客志向

                                                  
5 企業が市場志向であるべきだという理念自体は，マーケティングの領域では，古くから指

摘されてきたものである（Kotler, 1994）．近年の市場志向性研究は，こうした理念として

の市場志向を実践できているかどうかに焦点を当てている点が特徴である． 
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（Customer Orientation）と，競合志向（Competitor Orientation），部門間調整

（Interfunctional Coordination）の 3 つの要素によって構成されるという概念モデルを提

示している．他方，Kohli and Jaworski（1990）は，市場志向性の行動的な側面に注目し，

市場志向性を市場知識に関する情報の組織規模での生成（Intelligence Generation）と，部

門間を横断する情報の普及（Intelligence Dissemination），市場情報に基づいた組織規模で

の反応（Responsiveness）の 3 つの要素によって構成されるとする概念モデルを提示して

いる． 
この 2 つのモデルは，文化的側面と行動的側面という視点は異なるものの，マーケティ

ング部門のみが市場や顧客に意識を向けるのではなく，組織全体で市場志向を高める必要

があるという点で一致している（Kohli and Jaworski, 1996）6．また，Deshpande and 
Farley（1998）が比較分析を行なった結果では，両者の間に内的・外的妥当性や信頼性な

どについての類似性が観察されている． 
90 年代以降に市場志向の活動と深く関連する行動や組織文化に関する測定尺度について

Narver and Slater（1990）や Kohli and Jaworski（1990）などの先駆的な研究が行なわ

れた後に，マーケティングや戦略論の領域において企業の市場志向性が企業成果に対して

与える影響を検討する研究が数多く行なわれてきた．市場志向性と企業成果との関係及び

市場志向性の先行要因に関して，Jaworski and Kohli（1993）では，図 2-4 に示したモデ

ルを提示しており，多くの実証研究がこのモデルに依拠している(Kirca, Jayachandran, & 
Bearden, 2005)． 
 
  
                                                  
6 Kohli and Jaworski と Narver and Slater のモデルについては，水越（2006）が詳しい．

また，この他にも市場志向性に関して，Deshpande, Farley and Webster（1993）や Day
（1994）は，同時期に異なるモデルを提示している．こうしたモデル間の比較に関しては，

Kohli and Jaworski（1996）や Deshpande and Farley（1998）が詳細に検討している． 
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図 2-4 市場志向性の因果モデル 

 
 

［出所］Jaworski and Kohli（1993, p55）． 
 
 
企業の市場志向性と企業成果及び従業員満足度との関係に関して，Jaworski and Kohli
（1993）では，正の関係が想定されている．組織全体の市場志向性が高まるほど，従業員

のコミットメントや団結心，あるいは事業成果が高まるのである． 
この市場志向性に影響を与える先行要因として，（1）トップ・マネジメント要因，（2）

部門間ダイナミクス，（3）組織的システムの３つの要因が挙げられている．こうした市場

志向性の先行要因として考えられてきた変数の多くは，マーケティング－R&D インターフ

ェース研究でも扱われてきたものでもある．トップ・マネジメント要因とは，トップ・マ

ネジメント層が組織における市場志向性の向上に対してどの程度積極的かに関するもので

あり，トップ・マネジメントが市場志向性の重要性の強調するほど，市場志向性は高まる

という正の関係が想定されている．部門間ダイナミクスは，部門間での協調関係の程度に

関するものであり，部門間コンフリクトの程度と部門間の連結性（connectedness）の 2 つ

が挙げられている．市場志向性に対する影響については，それぞれ負と正の影響が想定さ

れている．組織システムとしては，組織の公式化や集権の程度と市場志向に連動した報酬

システムの 3 つが挙げられており，公式化と集権化については市場志向性に対して負の影

響が想定され，報酬システムについては正の関係が想定されている7． 
                                                  
7 Jaworski and Kohli（1993）では，この他にトップ・マネジメント要因としてリスクに対

する姿勢，組織システム要因として部門化（Departmentalization）の程度が挙げられてい

る．しかし，実証結果において市場志向性との間に有意な関係は観察されず，その後の実

トップマネジメント要因

－トップによる強調

－リスクに対する姿勢

部門間ダイナミクス

－コンフリクト

－連結性

組織システム

－公式化

－集権化

－部門化

－報酬システム

市場志向性

－情報生成

－情報普及

－反応

従業員満足度

－コミットメント

－団結心

環境要因

－市場環境の変化

－技術環境の変化

－競合度

事業成果
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 以上で指摘した市場志向性と成果変数との関係及び，先行要因と市場志向性との関係に

ついての諸仮説は，Jaworski and Kohli（1993）において統計的に有意な関係が観察され，

その他の研究においても実証的に支持されている．Kirca et al.（2005）が行なった市場志

向性研究のメタ分析によれば，市場志向性に対する先行要因の影響のうち，トップによる

強調と部門間の連結性，報酬システムの影響がとりわけ強いことが示されている． 
また，市場志向性－企業成果関係のモデレーターとして，市場変化の激しさや技術環境

の激しさ，競合度の高さといった環境要因が挙げられている．環境変化や競争が激しくな

るほど，市場志向性が企業成果に与える影響は強まるという関係が想定されている．しか

し，Jaworski and Kohli（1993）では，実証分析において統計的に有意な影響は観察され

なかった．その後の実証研究の結果では，幾つかの研究において環境要因の影響に関する

仮説は支持されているものの，必ずしも一貫性のある結果が示されてきたわけではない

(Kirca et al., 2005)． 
  
 
3．知見の整理と分析課題の提示 

以上見てきたように，コンティンジェンシー理論やマーケティング－R&D インターフェ

ース研究においては，組織内の意識の相違は，志向性の分化という観点で捉えられ，組織

内の構成員の志向性の分化は，職能間の協業活動に対してコンフリクトを生み出す要因と

して，指摘されてきた．戦略的コンセンサス研究や市場志向性研究においては，組織内の

意識の一致という観点で捉えられ，意識の相違は，企業の戦略の策定・実行や顧客適合活

動を困難にする要因として挙げられていた．それぞれの研究における分析単位は異なるも

のの，組織内における意識の相違は，組織的に対処すべき課題として強調されてきたので

ある．また，このような意識の相違が組織成果に与える影響が，市場環境や技術環境など

の環境要因によって異なるというコンティンジェンシー理論的な視点が存在することも，

共通する点である． 
しかしながら，これらの研究を比較すると，幾つかの相違も観察される．これらの相違

をまとめたものが，表 2‐3 である．表に示されているように，本章で検討してきた 4 つの

研究では，まず研究が行なわれた時代や分析単位に違いが見られている．Lawrence and 
Lorsch が行なったコンティンジェンシー理論の研究は，1960 年代後半に行なわれていたも

のであるのに対して，マーケティング－R&D インターフェース研究と戦略的コンセンサス

研究は主に 1980 年代から 1990 年代，市場志向性研究は 1990 年代から 2000 年代を中心に

行なわれてきたものである．こうした時代の相違は，それぞれの研究に異なるコンテクス

トを与えるものであると考えられる． 
 
 
                                                                                                                                                  
証研究においても多くの研究において用いられていないため，本稿では省略した． 
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表 2-3：諸研究の相違点 
 

 
 

意識の相違についての示唆 影響する統合メカニズム 分析単位 主たる研究期間

コンティンジェンシー理論 所与
水平的調整メカニズム
ヒエラルキー
ルール

全社 1960年代後半

マーケティング－R&Dインターフェース研究 低減可能
トップマネジメント要因
組織システム（公式化や集権
化）

新製品開発プロセス 1980年代－1990年代

戦略的コンセンサス研究 一致が望ましい
集団プロセス
（コンフリクトや合意探索活動）

主にトップマネジメントチーム 1980年代－1990年代

市場志向性研究 高いレベルでの一致が望ましい

トップマネジメント要因
組織システム（公式化や集権
化）
部門間ダイナミクス

全社あるいはBU 1990年代－2000年代
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また，分析単位についても，全社的な組織の分化の問題を扱っていたコンティンジェン

シー理論に対して，市場志向性研究では，コンティンジェンシー理論と同様に全社を分析

単位とした研究だけでなく，SBU（ストラテジック・ビジネス・ユニット）を分析単位と

した研究も行なわれている．更に，マーケティング－R&D インターフェース研究は新製品

開発プロセス，戦略的コンセンサス研究の多くはトップ・マネジメント・チームを分析対

象としており，諸研究が分析対象とする組織単位は大きく異なっているのである． 
組織内の意識の相違を所与のものとして捉えるかどうかという点についてもこれらの研

究では相違が見られる．コンティンジェンシー理論においては，部門間の意識の相違は，

分業の結果として自然発生的に生じるものとして捉えられており，職能部門制組織におい

て組織の分化は所与であった．しかし，後続の研究においては，こうした視点は必ずしも

存在しない．マーケティング－R&D インターフェース研究では，意識の相違は低減可能な

ものであり，戦略的コンセンサス研究や市場志向性研究においては，組織内の意識は一致

させる必要があると考えられているのである． 
意識の相違に対するこのような扱いの違いが生まれた原因として，競争環境の変化と組

織構造や戦略の相違が考えられる．すなわち，職能制組織においては，それぞれの職能は，

構造的にも地理的にもしばしば離れているため，職能部門間の意識を一致させることは，

非常に困難なことであった．また，画一的な製品を大規模に生産し，コストを低減させる

ということに戦略の主眼が置かれていることが多かったため，職能部門間の意識を一致さ

せ，緊密に協働する必要は必ずしも無かった可能性もある．しかし，事業部制組織が増加

した結果，構造的に職能部門間の距離は近づき，職能部門制組織に比べ，緊密な協働が容

易になっていった．さらに，企業間競争においても差別化が重視されるようになったため

に，職能部門間の意識を一致させ，高品質の差別化された製品を作る必要は高まっていた

と考えられるのである．  
最後に，組織的な解決手段として提示されている組織的施策にも相違が見られる．コン

ティンジェンシー理論においては，水平的な統合メカニズムとして，統合担当部門や統合

担当者の設置が検討されてきた．戦略的コンセンサス研究では，集団内での議論やコンフ

リクトの解消による意識の統一というよりミクロなレベルでの解決手段が検討されてきた．

それに対して，マーケティング－R&D インターフェース研究や市場志向性研究では，組織

の公式化・集権化やトップ・マネジメント要因など，全社的な組織的施策の影響を中心に

検討されている．  
 こうした理論によるモデルや知見の相違についての理解を深め，組織内の組織メンバー

間の意識の相違の問題について体系的に理解をするために，本論文では，組織内での組織

メンバー間の意識の相違がもたらす影響について実証的に検討を行なっていく．これまで

行なってきた諸研究の整理から，分析における課題について，次の点に注意を払う必要が

あることが示唆される． 
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まず，第 1 に，分析単位についてである．先行研究の知見を統合することが困難である

一つの理由は，分析単位が異なるためであった．それゆえ，一つの分析単位に固定して，

諸研究で行われてきた実証分析について再度検討することで，理論間の比較検討において

有益な示唆を提示することができるだろう．したがって，本論文では，分析単位を BU（ビ

ジネス・ユニット）に固定して，実証分析を行なうことにする．BU を分析単位とすること

は，現在の多くの企業が直面している事業環境や組織構造とも適合的なものであり，理論

的にも実務的にも示唆が多いと考えられる． 
第 2 に，先行研究においては，同じ組織内の組織メンバー間の意識の問題を扱いながら

も，実際に検討されている意識の相違は，時間志向性や戦略認識など，研究によって異な

る場合がある．したがって，分析においてこうした組織内の多様な分化の影響やその相互

関係について検討を行なうことで，諸研究の知見の再検討や統合的な理解が可能となると

考えられる． 
第 3 に，先行研究では，組織内の意識の相違に影響を与える組織的なプロセスについて

検討がなされてきた．ただし，それぞれの研究において対象となっている組織的な施策は

やや異なるものであった．このため，本論文においても，組織の分化が企業成果へ与える

影響についてだけでなく，組織的なプロセスによる対処についても検討を行なう必要があ

ると考えられる．  
 多くの研究が組織における意識の相違に関する問題を明示的あるいは暗黙的に扱ってき

た．組織論や戦略論，マーケティング論など多様な領域の研究において，同様の問題が提

起されてきたのである．これまで見てきたように，意識の相違がもたらす影響は，競争環

境や戦略・組織に応じて異なり，それゆえ，必要な組織的施策も異なる可能性がある．現

在において，組織マネジメント上どのような対処が必要かについて，改めて検討する余地

があるように思われる． 
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第 3 章：方法・調査の概要 
  
１．組織の〈重さ〉プロジェクトの概要とデータ収集 

 本論文は，一橋大学において，21 世紀 COE プログラム（「知識・企業・イノベーション

のダイナミクス」）及びグローバル COE プログラム（「日本企業のイノベーション：実証的

経営学の教育研究拠点」）の一環として行なわれた組織の〈重さ〉プロジェクトの質問票の

データを用いた実証研究である．次章以降の分析に先立ち，本章では，この組織の〈重さ〉

プロジェクトの概要と本論文で行なった実証研究の方法に関する概要を説明していこう． 
 組織の〈重さ〉プロジェクトは，近年の日本企業が抱えている組織問題を実証的に把握

することを目的とした調査プロジェクトである（沼上，2006）．近年では，日本の多くの企

業が組織内の調整に大きな問題を抱えて機能障害に陥っており，経営リテラシーや戦略的

意思決定能力不足（三品，2004），フリーライダー問題（沼上，2003）など数多くの問題が

指摘されてきている．しかしながら，こうした日本企業における組織問題は必ずしも計量

的な実証研究によってその実態が明らかにされてきたわけではない． 
このような日本における計量的な実証研究の不足という問題意識に基づいて，組織の〈重

さ〉プロジェクトでは，個々のビジネス・ユニット（Business Unit, 以下 BU と略す）を

分析単位とした，組織内調整の難しさと組織構造の関係を検討する調査を行なった8．質問

票調査は，2 年に 1 度の間隔で実施されており，これまでに合計で 3 回の質問票調査が行な

われた．具体的には，21 世紀 COE（「知識・企業・イノベーションのダイナミクス」）の一

貫として 2003 年から組織の構造・行動特性と組織劣化現象に関する質問票の設計が開始さ

れ，翌 2004 年に第 1 回目の質問票調査が実施された．その後，調査対象企業と質問項目を

一部変更し，2006 年には第 2 回目の質問票調査，2008 年には第 3 回目の質問票調査を行

なっている．本論文で扱うデータは，この第 2 回目の質問票調査によって得られたデータ

と第 3 回目の質問票調査によって得られたデータである． 
本論文の調査対象は，一橋大学日本企業研究センター研究コンソーシアム（「組織の〈重

さ〉プロジェクト」）への参加と協力を表明した企業によって提供された，それぞれの BU
の組織・戦略データである．具体的には，第 1 回調査に参加したのが 18 社 107BU，第 2
回調査に参加したのが 16 社 128BU，第 3 回調査に参加したのが 20 社 139BU となってい

る．各回の参加企業を示したものが表 3-1 である．この中には，例えば松下電器産業株式会

社（現パナソニック株式会社）のように，過去 3 回の調査に連続して参加している企業も

あれば，第 1 回調査と第 2 回調査に参加している企業，第 3 回調査に初めて参加する企業

などが混在している． 
                                                  
8 組織の〈重さ〉プロジェクトでは BU を，「利益責任を負う人を中心として，特定の製品・

サービス市場への適応のために緊密に相互作用している人々の集合体」として定義してい

る．具体的には，①事業としてのまとまり，②利益責任，③商品企画機能の 3 つが BU の

確定作業を行なった際の基準である．データの収集方法に関するより詳細な概要は沼上他

（2006）を参照のこと． 
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表 3-1 各回の参加企業名一覧 

 

 
質問票は，１BU 当たり，組織構造に関する質問票を７通と戦略に関する質問票を１通，

合計８通を配付するのを基本とし，これに加えて従業員数や売上高など全社で把握可能な

客観データに関する質問票を参加企業につき 1 通配布している．より具体的には，まず１

つの BU を運営する上で必要不可欠な３つの機能のそれぞれについて，ロワーの中核人材

とミドルの中核人材を 1 名ずつ，BU 長の合計７名に組織構造の質問票を配付した．また，

この BU の経営環境や戦略，経営成果に関する客観データを提供してもらうために，BU ご

とに事業部の企画スタッフの方 1 名に戦略に関する別種の質問票を配付した．更に，各 BU
の従業員数や売上高，組織改編の有無等の全社で一括して回答可能な客観データについて

は，本社の人事担当者の方 1 名に，参加 BU に関して一括して記載可能な人事に関する質

問票を配布した． 
 第 1 回の質問票は，2004 年 12 月中旬に調査参加企業宛てに発送され，約 1 カ月の回答

期間を経て，組織構造質問票 768 票（BU 長，ミドル，ロワー合計），戦略質問票 107 票が

回収された．第 2 回の質問票は，2007 年 1 月に調査参加企業宛てに発送され，2007 年 3
月にかけて，組織構造質問票 943 票，戦略質問票 128 票，人事質問票 16 通が回収された．

第 1 回調査に参加した企業のうち，第 2 回調査に参加しなかった企業は 6 社であり，逆に

第1回調査（18社107BU） 第2回調査（16社128BU） 第3回調査（20社139BU）
石川島播磨重工業株式会社 株式会社IHI 株式会社IHI
　（現株式会社IHI）
花王株式会社 花王株式会社
協和発酵工業株式会社 協和発酵工業株式会社
　（現協和発酵キリン株式会社） 　（現協和発酵キリン株式会社）
キリンビール株式会社 キリンビール株式会社 キリンホールディングス株式会社
　（現キリンホールディングス株式会社） 　（現キリンホールディングス株式会社）
コクヨ株式会社
サッポロホールディングス株式会社 サッポロホールディングス株式会社
株式会社商船三井
新日本石油株式会社
住友林業株式会社
セイコーエプソン株式会社 セイコーエプソン株式会社 セイコーエプソン株式会社
日本通運株式会社 日本通運株式会社 日本通運株式会社
株式会社日立製作所 株式会社日立製作所
富士フイルムホールディングス株式会社 富士フイルムホールディングス株式会社 富士フイルムホールディングス株式会社
ブラザー工業株式会社 ブラザー工業株式会社 ブラザー工業株式会社
株式会社ベネッセコーポレーション
松下電器産業株式会社 松下電器産業株式会社
　（現パナソニック株式会社） 　（現パナソニック株式会社） パナソニック株式会社
株式会社ミスミ 株式会社ミスミ 株式会社ミスミグループ本社
　（現株式会社ミスミグループ本社） 　（現株式会社ミスミグループ本社）
三菱レイヨン株式会社 三菱レイヨン株式会社

出光興産株式会社 出光興産株式会社
株式会社トクヤマ
日立電線株式会社 日立電線株式会社
三井化学株式会社 三井化学株式会社

キッコーマン株式会社
京セラミタ株式会社
新日鉱ホールディングス株式会社
新日鉄エンジニアリング株式会社
日東電工株式会社
日本化薬株式会社
株式会社ノリタケカンパニーリミテド
明治ホールディングス株式会社

（注）　参加回ごとに50音順，敬称略
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第 2 回調査から参加した企業は 4 社であった．第 3 回の質問票は，2009 年 2 月に調査参加

企業宛てに発送され，2009 年 3 月にかけて，組織構造質問票 1,021 票，戦略質問票 139 票，

人事質問票 20 通が回収された．第 2 回調査に参加した企業のうち，第 3 回調査に参加しな

かった企業は 4 社であり，逆に第 2 回調査には参加せず，第 3 回調査に参加した企業は 9
社であった． 
 
2．分析の方法 

組織の〈重さ〉プロジェクトでは，図 3-1 に示されているように，１つの BU に関する情

報を３つの階層・３つの職能から収集している．すなわち，その BU を運営する上で最も

重要な３つの職能分野からコアとなるミドルとロワーを少なくとも 2 名ずつ，合計 6 名抽

出し，それに BU 長を加えて，合計 7 名の回答者にほぼ同様の質問票を会社経由で配付し

ている9．このような調査設計であるために，1 つの質問に関して，階層ごとの回答の比較

と職能ごとの回答の比較も，組織全体での回答値の相違の算出も可能であり，多様な観点

から組織内の分化について比較することができる．すなわち，階層（BU 長・ミドル・ロワ

ー）と職能（マーケティング部門・研究開発部門）に分けて平均値を算出し，それぞれの

平均値の比較を行なうことで，BU の階層間及び職能間の志向性の分化の状態を考察するこ

とができ，また 7 人の回答値の比較を比較することで，組織内全体の分化の状態を検討す

ることも可能となるのである． 
 

図 3-1：質問票の配布構造 

 
 
階層間の分化に関しては，基本的に全ての BU において，3 つの階層から回答してもらっ

ているため，一部の例外を除いて 3 階層の分化の状態を見ることは可能である．しかし，

                                                  
9 BU によってはミドルとロワーについて 2 名以上の回答を得ている場合もある．ただし，

この場合でも主要な 3 職能からコアとなるミドルとロワーを抽出しているという条件は同

じであり，またミドル・ロワーとは別に 1 名の BU 長からの回答を得ている． 

X事業部長

事業部スタッフ

販売部門 生産部門研究開発部門

X事業部長

事業部スタッフ

販売部門 生産部門研究開発部門

3階層の比較 3職能の比較
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職能間の分化に関しては，全ての BU が同一の職能を回答しているわけではない．たとえ

ば，マーケティング部門，研究開発部門，製造部門が回答している BU もあれば，マーケ

ティング部門，販売部門，企画部門が回答しているような BU も存在するのである．それ

故，127BU あるいは 139BU 全部を分析対象に含める場合には，サンプルごとに異なる職

能の分化を測定することになり，結果の解釈や，先行研究の知見との比較が困難になる可

能性がある．しかしながら，分析対象となるサンプルを特定職能に限定することは，サン

プル数を大きく減少させることになるため，統計的な推計が不安定になるなど分析上別の

問題を生じさせる可能性がある．特に，7 人全員の平均値をとり，一つの変数とみなす場合

に比べ，1~3 名の回答からなる各職能部門や階層間の分化を変数化する場合には，必然的に

回答者個人の要因による回答のぶれが大きく出やすく，こうした問題はより顕著となる可

能性がある． 
このような問題に対処するために，本論文では，分析ごとに異なるサンプリングを行なっ

ている．すなわち，第 2 回調査のデータを使用した第 4 章と第 5 章の分析については，マ

ーケティング部門とR&D部門の両方の担当者が回答しているBUにサンプルを限定して分

析を行ない，第 3 回調査データを使用した第 6 章と第 7 章の分析については，全ての BU
をサンプルとして分析を行なっている10． 
第 4 章及び第 5 章の分析については，分析対象に含める BU を，マーケティング部門と研

究開発部門が回答している BU に限定し，その他の BU を分析から除外している．回答 BU
をマーケティング部門と研究開発部門に限定したのは，この 2 つの職能が比較的多くの企

業において，事業活動の中心的な職務を担っている BU であり，かつ前章で見てきたよう

に，多くの先行研究においてこの 2 つの BU が分析の対象となっているためである． 
このような作業を行なった結果，分析対象は，73BU まで減少した．尚，それぞれの階層

の階層（BU 長・ミドル・ロワー）の平均値に関しても，マーケティング部門と研究開発部

門の担当者から得られた回答から平均値を算出している．これは，残る 1 つの職能として，

それぞれの BU がどの職能を選んだかに応じて分化の状態が大きく異なる可能性を避ける

ためである． これに対して，第 3 回調査データを利用した第 6 章と第 7 章については，回

答が得られた BU すべてを分析対象にしているため，サンプル数は合計で 139BU である． 
 

3．第 2 回質問票調査データのサンプルの特徴 

 以上のような基準に基づいて選択された分析対象の BU に関して，最後に組織の基本的

な属性の分布を見ることで，サンプル全体の特徴を確認しておこう．まずは第 3 章及び第 4
章の分析において利用する第 2 回質問票調査データから得られたサンプルに関して，BU の

（1）業種及び，（2）規模，（3）組織年齢，（4）顧客に占める消費者の割合，という 4 つの

                                                  
10 第 2 回調査データにおいて対象 BU を限定し，第 3 回調査において全 BU を対象とした

のは，マーケティング部門と R&D 部門の両方を回答している BU は第 2 回調査データの方

が多く，回答 BU 数は第 3 回調査の方が多かったためである． 
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観点から，サンプルの特徴を確認する．  
 
（1） 業種分布 
 分析対象となった 73BU の業種分布を示したのが，表 3-2 及び図 3-2 である．それぞれ

の BU の業種は，戦略質問票の主たる事業についての質問に記載された内容と日本標準産

業分類の業種分類基準に基づいて分類している． 
 分析対象をマーケティング部門及び研究開発部門に所属するミドル及びロワーからの回

答が得られた BU に限定したことから予想されるように，BU の業種分布には大きな偏りが

見られる．表 2-1 に示されているように，73BU の全てが製造業であり，そのうち約 7 割を

機械製造業が占めている．ただし，最も多い業種を見てみると，電気機械に分類される BU
と共に，化学（繊維及び医薬品を含む）に分類される BU も全体の約 2 割を占めているこ

とが分かる．また，電子部品，精密機械，輸送用機械，情報通信機械，一般機械なども含

まれており，特定の製造業に偏っているわけではなく，日本の製造業の中心的な業種が多

く含まれていると言うことができるだろう11． 
 

表 3-2：業種ヒストグラム（第 2 回調査） 

  
 
  
                                                  
11 その他製造業の業種に含まれる企業は，データ秘匿の点から，特定業種に分類される BU
の業種をその他製造業としてまとめたためである． 
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図 3-2：業種ヒストグラム（第 2 回調査） 
 

 
 
（2） BU 規模 
 規模の点から見ると，分析対象となった BU はより多様であることが分かる．表 3-3 に示

されているように，BU の売上高で見ると，最も少ない BU で年間総売上高は 39 億円であ

り，最大の BU では約 3500 億円である．従業員数という観点から BU の規模を見ると，最

小の BU では正規従業員人数が 9 人であるのに対して，最大の BU では 3252 人である．売

上高 39 億円，あるいは従業員人数が 9 人という小さな BU から，売上高 3500 億円，ある

いは従業員数 3252 人という非常に巨大な BU まで，多様な BU が分析対象となっているの

である．しかし，売上高と従業員数の平均から判断すれば，売上高約 700 億円，正規従業

員数 500 人前後というのが対象サンプルの平均的な姿であると考えられる． 
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表 3-3：組織規模（第 2 回調査） 

 
 
 
（3） 組織年齢 
 組織の年齢という観点からも，調査対象の多様性を指摘することができる．戦略質問票

では，「BU が公式に組織ユニットとして認められた年」を尋ねている．この回答に基づい

て，2006 年から回答した西暦を差し引いた期間を組織年齢として定義し，その分布を図 3-3
で示している． 
 組織年齢の最小値，すなわち公式組織として認められた年数が最も浅い BU は 0 年（1
年未満）であり，最大値は 100 年である．すなわち，組織として立ち上がって間もない BU
から，100 年の長い歴史を持つ BU までが分析対象に含まれていることになる．ただし，図

3-3 を見ても分かるように，多くの BU は設立後 20 年以内である．組織年齢の平均値は約

12 年であり，10 年以下の BU で全体の約 7 割を占めている． 
 
  

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

2005年度売上高
（百万円）

67 3,900 354,248 70,760 71,190

正規従業員数
（人）

73 9 3,252 559 660
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図 3-3：組織年齢（第 2 回調査） 

 

 
（4） 顧客に占める消費者の割合 
 最後に，調査対象 BU が産業材と消費財とどちらの財の製造を中心に事業活動を行なっ

ているのかを見ていこう．組織の〈重さ〉プロジェクトの質問票では．BU が産業材企業に

属するのか，それとも消費財企業に属するのかを直接尋ねる質問項目は存在しないが，戦

略質問票において，「売上高に占める最終消費者からの売り上げの割合」を尋ねているので，

この質問に対する回答結果から，産業材企業と消費財企業の分布を見ることにする． 
 図 3-4 は，売上高に占める消費者からの売り上げの割合について 0%と回答した BU を別

にして 20％幅でカテゴリー化したものを示している．表から明らかなように，多くの企業

は最終消費者からの売り上げが全くない産業財中心の企業であることが分かる．0%と回答

した企業の割合は約 7 割である．また，分析対象のうち，直接消費者への販売が 50％以上

を占める消費財の比重が大きい企業は全体の約 2 割である． 
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図 3-4：顧客に占める消費者の割合（第 2 回調査） 
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4．第 3 回質問票調査データのサンプルの特徴 

次に，第 3 回目調査について，第 6 章と第 7 章で分析の対象となる 139BU についてサン

プルの特徴を確認しておこう．より具体的には，（1）規模，（2）組織年齢，（3）顧客に占

める消費者の割合，という 3 つの観点から，サンプルの特徴を確認する． 
 
（1） 規模 

表 3-4 に示されているように，平均では売上高約 1380 億円，正規従業員約 470 人という

のがサンプルの姿である．より詳細に最小値と最大値を比較すると，BU の売上高に関して

は，最も少ない BU で年間総売上高は約 10 億円であり，最大の BU では約 2 兆 8 千億円で

ある．従業員数という観点から BU の規模を見ると，最小の BU では正規従業員人数が 8
人であるのに対して，最大の BU では 6281 人である．売上高 10 億円，あるいは従業員人

数が 8 人という小さな BU から，売上高 2 兆円以上，あるいは従業員数 6281 人という非常

に巨大な BU まで，多様な BU が分析対象となっているのである． 
前述した第 2 回調査のデータに基づいて分析対象となったサンプルの特徴と比べると，

いずれも規模に関して多様な組織が含まれているという点では共通しているものの，売上

高では最小値も最大値も第 3 回調査のデータに基づいて分析対象となったサンプルの方が

大きく，正規従業員数でも最大値は大きくなっている．したがって，第 3 回調査データを

利用した分析の方がより多様なサンプルが含まれていることになる．このように分散が大

きいのは，サンプル自体が大きく異なるというよりも， 分析のために一部のサンプルを除

外したためであると思われる． 
 

 表 3-4：組織規模（第 3 回調査） 

 

 
（2） 組織年齢 
 組織年齢の最小値，すなわち公式組織として認められた年数が最も浅い BU は 0 年（1
年未満）であり，最大値は 100 年である．すなわち，第 2 回調査のサンプルと同様に組織

として立ち上がって間もない BU から，100 年の長い歴史を持つ BU までが分析対象に含ま

れていることになる．図 3-5 を見ても分かるように，多くの BU は設立後 20 年以内である．

組織年齢の平均値は約 17 年であり，標準偏差は約 19 年である．10 年以下の BU で全体の

約 55%を占めている． 
 

 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

2007年度売上高
(百万円）

128 1,040 2,886,200 137,877 381,493

BU正規従業員数
（人）

139 8 6,281 471 916
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図 3-5：組織年齢（第 3 回調査） 

 
 

（3） 顧客に占める消費者の割合 
 図 3-6 は，売上高に占める消費者からの売り上げの割合について 0%と回答した BU を別

にして 20％幅でカテゴリー化したものを示している．表から明らかなように，第 3 回調査

についても，多くの企業は最終消費者からの売り上げが 0％の産業財企業であることが分か

る．これらの企業がサンプルの約 7 割を占めている．また，第 3 回調査でも分析対象のう

ち，消費者からの売り上げ割合が 50％以上の企業は全体の約 2 割である． 
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図 3-6：顧客に占める消費者の割合（第 3 回調査） 

 
 
5．データセットの利点と限界 

 最後に，以上で説明を行なってきた組織の〈重さ〉調査の質問票を用いて実証研究をお

こなうことの利点と限界について触れておくことにする．分析における課題や限界につい

ては各章末において記述しているので，ここではこのデータセットを使用すること自体が

持つ意義や問題点について述べる． 
 まず，利点については，2 点のことが指摘できる．第 1 に，日本企業の組織に関する大規

模な定量的調査を，隔年ごとに繰り返し行なってデータを蓄積している研究はそもそも大

変希少なものである．組織内の問題を扱う研究を行なう場合には，財務諸表等の公表デー

タに基づいたデータセットでは測定可能な変数にどうしても限界が存在している．質問票

調査を行なうことで，組織の実態について詳細かつ具体的な分析が可能となるのである． 
 第 2 に，1 つの BU につき複数の回答者から回答を得ていることで，分析の信頼性や多様

性を増すことができると考えられる．信頼性に関しては，BU ごとに回答者の回答を平均し

て変数化を行なうことで高めることができる．組織の〈重さ〉調査では，各質問項目につ

き，最小で BU 長 1 名，ミドル 3 名，ロワー3 名，合計 7 名からの回答を得ているために，

操作化を行なう際に，複数名の回答値を平均化することができる．このような操作により，
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企業を対象にした一般的な質問票調査でみられるように，回答者が各企業 1 名ずつであり，

誰が回答するかによって回答が大きく異なるという問題を回避することができる．さらに，

組織の〈重さ〉調査では，各 BU の中核的な人材という基準を設けたうえで，質問票調査

を行っているために，極端な回答が出る可能性は事前段階である程度排除することができ

る．このような方法を用いることによって，通常の質問票調査よりも，組織の状況を表す

回答の妥当性や比較可能性が増すと考えられるのである． 
 また，BU ごとに回答者の回答を平均値化するのではなく，標準偏差や差を取ることで，

BU 内でのばらつきを測定することも可能となる．このような処理により，本論文が主題と

している組織内の分化の問題について分析を行なう際には，実態を伴った変数化を行なう

ことができる．回答者にどの程度ばらついているのかを主観的に尋ねるのではなく，実際

のばらつきの程度が測定できるのである．また，多くの質問項目についてこのような操作

化が可能なので，多様な側面から組織の分化について分析することができる． 
 データセットの限界としては，サンプルバイアスの問題と，質問項目の変更の問題が存

在している．これまで見てきたように，本論文が分析対象とするサンプルは，組織規模や

業種分布においては多様性がある程度確保できていた．しかしながら，産業財と消費財と

いう区分に関してみると，産業財企業に大きく偏っていることが分かる．先行研究の知見

からは必ずしも産業財や消費財に限定した議論は見られないため，深刻な問題ではないか

もしれないが，本論文の議論の一般化において課題となる部分があるだろう． 
 また，組織の〈重さ〉調査では，質問票調査ごとに質問項目を一部修正して調査を行な

っている．この結果，組織の問題についてより多様な分析を行なうことができるという利

点がある一方で，同一の分析を複数のデータセットを用いて行なえない部分も存在してい

る． 
 このようなデータセットの持つ限界によって，分析と議論の一般化に対する制約は存在

するものの，組織の内部構造を検討することのできるデータセットの希少性や，行なうこ

とのできる分析の多様性から考えて，本論文で扱うデータセットは非常に意義のあるもの

である．また，本論文の問題意識にも適したデータセットであると考えることができるだ

ろう． 
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第 4 章：水平的調整メカニズムと時間志向性の分化 
 
1．はじめに 

本章の目的は，①組織に設けた水平的な調整メカニズムが組織内の調整活動にもたらす

効果と，②それに対して組織内の意識の分化が与える影響を検討することにある． 
水平的な調整メカニズムは，組織設計の基本的な調整手段の１つである。組織は分業と

調整の体系であり，分業したものを調整することができて初めて一つの活動が完了する．

こうした調整活動を行なうための手段としてまず挙げられるのが，ルール・手続きなどの

標準化やヒエラルキーによる調整である．しかし，組織活動の規模が拡大してくると，処

理しなければならない情報量が増加するため，関係者同士が直接的に調整を行なうための

手段が必要になる．このようなヨコのコミュニケーション・チャネルを開設する手段が水

平的調整メカニズムである(Galbraith, 1973; Mintzberg, 1983)． 
 伝統的な組織論では，こうした水平関係を統合する調整メカニズムの機能について，肯

定的な見方が存在している．Lawrence and Lorsch（1967）は，組織の分化と統合という

視点から水平的調整メカニズムの重要性について言及している．職能部門間が高度に分化

した組織では，公式の命令系統等の調整手段では不十分であり，統合担当部門や統合担当

者など，部門間を水平的に統合する組織的なメカニズムを設けることが必要であると指摘

しているのである．意識の異なる職能部門間の活動を統合するための手段として，調整メ

カニズムの機能が必要なのであり，Lawrence and Lorsch（1967）の議論では，組織の分

化と統合手段としての水平的調整メカニズムは，組織が環境に適応するために同時に必要

な 2 つの手段として考えられてきた． 
実際に，実務的にもこれまで多くの組織において、水平的な関係を生み出す様々な調整

メカニズムが採用されてきた．統合担当者（リエゾン・オフィサー）や統合担当部門，人

事異動などに加え，部門間を連結するような研究会やタスクフォース，更に権限を持たせ

たプロジェクトチーム，ブランドマネジャー制度，更にはマトリクス組織など，その具体

的な手段は多岐に渡るものである．これらはいずれも公式的なヒエラルキー構造を補助す

る役割として，相互依存関係にある各部門を統合する機能を果たすことを期待されて設け

られたものだと考えられる．組織構造全体を改革することに比べると，横のコミュニケー

ション・チャネルを設けることの経済的コストや時間的コストは比較的小さく，それゆえ

こうした調整メカニズムが設けられることは多い． 
しかしながら，組織の分化と水平的な調整メカニズムによる統合については，対立した

見方や理論的な課題が存在しているように思われる．第 1 に，こうした調整メカニズムは，

コストを伴うものであることが挙げられる．Galbraith(1973)は，水平的調整メカニズムの

コストとして，①現場の意思決定の質，②人材の時間，③対立の増加という３つを挙げて

いる．すなわち，上層部に比べて経験が少なく広い視野を持たない可能性があるため，そ

もそも適切な意思決定ができるとは限らず，また仮にできたとしても，水平的な調整機会
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が増加すると，そのコミュニケーションのための準備や根回しに費やす時間が増えるため，

かえって実質的に新製品開発の内容などをつめる時間を削る，あるいは開発期間が延長す

る元ともなりうるのである．また，考え方や利害の異なる部門間の調整機会が増加すると，

結局多くの時間が対立解消のためだけに費やされることになる可能性も考えられる．この

ような様々なコストを考えると，水平的な調整メカニズムを増やしていくことで，調整活

動の効率性が低下していく可能性が考えられる． 
 第 2 に，そもそも Lawrence and Lorsch(1967)が指摘したような分化と統合の議論が近

年においても通用するのかという点にも疑問が生じる．Lawrence and Lorsch(1967)では，

組織の分化と調整メカニズムは，不確実性の増大した環境に対応するための解決策として

指摘されてきた．しかし，第 2 章で指摘したように，それ以降の研究においては，必ずし

もこうした分化と統合の同時極大化という論点は継続されておらず，また実証的にも支持

されていない(Lorsch & Allen, 1973)． 
たとえば，マーケティング部門と R＆D 部門とのインターフェース問題を扱った研究で

は，志向性の類似性が統合の必要性を下げるものとして扱われており，必ずしも分化と統

合の同時極大化と言う関係は想定されてはいなかった(Gupta et al., 1986b)．また，戦略的

コンセンサス研究や市場志向性研究では，意識や志向性の分化という問題については，そ

もそも一致した志向性が望ましいという明示的あるいは暗黙的に想定されている．更に，

Galbraith（1973）の議論に基づくならば，部門間での接触機会を設けることによって，か

えってコンフリクトが表面化し，その解消に費やす時間が増加する可能性が存在している．

これらの研究の示唆に基づくならば，そもそも組織内の構成員の志向性の分化は解消すべ

き課題であり，また分化した組織を統合するための手段として調整メカニズムが機能しな

い可能性が存在していると考えられる． 
 第 3 に，組織の分化と統合の問題について，先行研究では，主に職能部門間の分化と水

平的調整メカニズムの機能という観点からの検討が行なわれてきた．これに対して，階層

部門間の分化との関係を検討したものはほとんど存在しない．しかしながら，部門間の分

化と同様に，上下関係においても，役割の相違に基づく意識の分化は生じうるものであり，

職能部門間の分化と同様に階層間の分化の影響も検討する必要があるだろう．とりわけ，

近年では，規模の経済性や職能部門の専門化の経済性を追求するような職能制組織ではな

く，市場に対応するために事業部制や SBU（ストラテジック・ビジネス・ユニット）を採

用しているような組織が多く存在している．これらの組織では，ミドル・マネジメントの

戦略に対する認識や役割についての注目が集められており，階層間の問題を扱うことの重

要性が示唆されているように思われる(Floyd & Wooldridge, 1994; Wooldridge & Floyd, 
1990)．  

以上の問題意識に基づいて，本章では以下の点について実証的に検証を行なう．すなわ

ち，①調整メカニズムの機能が組織の調整活動に与える影響，②職能間の志向性分化が与

えるモデレート効果，③階層間の志向性分化が与えるモデレート効果，について，Lawrence 
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and Lorsch（1967）の分化と統合の同時極大化が成立するのか，あるいは近年の諸研究が

示唆するような逆機能が見られるのかを検討していく． 
 
2．仮説の導出 

以下では，本章で検証する仮説を提示する．前述したように，先行研究では水平的な調

整メカニズムの機能や組織内の分化のモデレート効果について，異なる 2 つの視点が存在

している．それぞれの視点から導かれる仮説について，説明をしていこう． 
そもそも，水平的な調整メカニズムの設置は，組織の情報処理能力を高める目的で採用

されることが多い．Galbraith(1973)は，横断的プロセスの利点として，多様な意思決定を、

より高度に、かつより迅速に進めることができる点を挙げている．水平関係によって直接

的に調整活動を行なうことで，トップ・マネジメントが調整活動から開放され，より重要

な意思決定に取り組むことが可能となる．また，上層部の判断に寄らない現場での対応が

可能になることで，現場の情報を持つ担当者が迅速かつ正確な意思決定をできる可能性も

あると指摘しているのである．このような結果として，組織として変化に対応する適応力

が増すと考えられているのである． 
組織のコンティンジェンシー理論においても，同じように組織の調整メカニズムとして水

平的な調整メカニズムの重要性が指摘されている．Lawrence and Lorsch（1967）は，統

合担当者や統合担当部門のような水平的な調整メカニズムは，ヒエラルキーやルールに基

づく調整に比べて「より精巧な組織メカニズム」であるという主張を行なっている．すな

わち，ルールや手続きなどの標準化やヒエラルキーによる調整に加えて，水平的な調整手

段を設けていくことで，組織の調整能力は増加していくことが想定されている．このよう

な視点に基づくならば，以下の仮説が示唆される． 
 
仮説 1a ：組織内の水平的調整メカニズムの増加は，調整活動に対して正の影響を与える． 
 
しかし，こうした調整メカニズムは，コストを伴うものである．前述した Galbraith(1973)

で指摘されている水平的調整メカニズムのコストの中でも，人材の時間の消費や対立の増

加といったコストは，水平的な調整がそもそもどの程度可能であるのかに関して，疑問を

提示しているように思われる．つまり，水平的なコミュニケーション・チャネルによって

接触機会が増加することで組織内の対立が増加するのであれば，調整活動に費やす時間が

より増加する可能性がある．こうした調整時間の増加は，それぞれの組織構成員の時間を

消費するものである．その結果として，こうした調整メカニズムが存在しない，あるいは

少ない場合に比べ，かえって組織の効率性が低下することが生じうるのである．したがっ

て，次の仮説が示唆される． 
 
仮説 1b：組織内の水平的調整メカニズムの増加は，調整活動に対して負の影響をもたらす． 
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 組織のコンティンジェンシー理論に基づくならば，組織内での構成員の志向性が分化し

た組織では，水平的な調整メカニズムの機能をより効果的に活用することができる

(Lawrence & Lorsch, 1967)．不確実性の高い環境に適応する組織は，一方で環境の不確実

性に対応するために組織を分化し，他方で様々な調整メカニズムを設置することで分化し

た組織を統合するのである．すなわち，分化の程度を高めながら，調整メカニズムを通じ

て調整されることで，組織は効率的に運営されるのである． 
また，職能部門間の分化と同様に，上下関係においても，役割の相違に基づく意識の分

化は生じうるものである．このような垂直的な分業の結果発達する階層間の分化に関して

も，少なくとも部分的には水平的な調整メカニズムを通じた調整が可能であるように思わ

れる．なぜなら，代表的な水平的な調整メカニズムである職能横断的な会議やマトリクス

組織などの調整メカニズムは複数の職能を対象とすると同時に複数の階層も対象にするこ

とが多いからである．すなわち，上下間での意識の分化した組織についても，これらの調

整メカニズムを通じて接触機会を増加させることで，効率的に統合することが可能である

と考えられるのである．以上から，次の仮説が導かれる． 
 
仮説 2a：職能間の志向性の分化が高い場合には，調整メカニズムの設置により，調整活動

の効率性が高まる 
仮説 3a：階層間の志向性の分化が高い場合には，調整メカニズムの設置により，調整活動

の効率性が高まる 
 
組織内の意識の問題を扱った近年の議論に基づくならば，調整メカニズムの機能に対す

る組織の分化のモデレート効果に関しては，コンティンジェンシー理論の示唆とは異なる

議論が展開できる可能性がある．すなわち，そもそも組織内の構成員の志向性の相違や分

化は低減すべきものであり，水平的な調整メカニズムを設けても志向性の相違が生み出す

コンフリクトは解消可能なものではないのである(Gupta et al., 1986b; Souder, 1988)． し
たがって，分化が生じている組織では，水平的な調整メカニズムによる調整はより困難と

なるだろう．以上から，次の仮説が導かれる． 
 
仮説 2b：職能間の志向性の分化が高い場合には，調整メカニズムの増加により調整活動の

効率性が低下する． 
仮説 3b：階層間の志向性の分化が高い場合には，調整メカニズムの増加により調整活動の

効率性が低下する． 
 
以上の仮説を図示したものが，図 4-1 である． 
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図 4-1 概念と仮説の関係 

 

 
3．方法 

(1)サンプル 
 本論文のサンプルは，第 2 回調査データに基づいている．集まった全てのデータは全部

で 127BU であるが，職能間と階層間の比較分析を行なうため，マーケティング部門と研究

開発部門の回答者を有している BU のみを分析の対象とした．この結果，54BU が分析から

除外され，分析対象は 73BU に絞られている．データ収集方法及びサンプルについての詳

細な説明は第 3 章に記述している． 
 
(2)測定尺度 
独立変数：水平的調整メカニズム 
 各 BU がどのような水平的な調整メカニズムを採用しているのかを調査するために，BU
長向けの質問票の中に，BU 内で採用している水平方向の調整手段に関する質問を盛り込ん

でいる．具体的には，①マトリクス組織，②調整担当者，③職能横断的な定期的会合，④

職能横断的な不定期会合，④職能横断的な人事異動，の 5 項目について，採用しているも

の全てに○印をつけてもらうという複数回答可能な形式で尋ねている．これによって，各

BU が採用している水平的な調整メカニズムの数と，その具体的な種類を特定することがで

きる． 
 表 4-1 では，集計結果を合計採用数と各調整メカニズムの採否の関係が分かりやすいよう

にクロス集計表で示している． 
 

組織内調整活動調整メカニズムの設置

職能間分化

階層間分化

H1

H2

H3
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表 4-1 水平的調整メカニズム クロス集計表 

 

 
表中の下側 2 段（調整メカニズム採用数の合計 BU 数と割合）に注目すると，調査対象

BU のうち，水平的な調整メカニズムを全く採用していないか，１つしか採用していない

BU は合計で全体の 11%程度であり，比較少数であることがわかる．また，質問票に盛り込

んだ 5 つの調整機構全てを採用している BU も全体の 10%以下であり，少数派である．多

くの BU は 2 つから 4 つ程度の調整メカニズムを併用しており，採用数が 2 つ，3 つ，4 つ

の BU はほぼ等しい． 
 水平的な調整メカニズムのうち，どの調整メカニズムがどの程度採用されているかは，

表中の右側に示されている．最も一般的に採用されているのは職能横断的な定期的会合で

あり，調査対象 BU の約 90%が採用している．これに次いで，マトリクス組織，職能横断

的な不定期的会合や人事異動はいずれも半数以上の BU が採用している．最も採用数が少

ないのは，調整担当者であり，全体の約 37%の BU が採用している． 
 各 BU がどの程度水平的な調整メカニズムを採用しているかを示すために，採用してい

る水平的な調整メカニズムの合計数を水平的調整機構数として変数化した． 
 
独立変数：時間志向性の分化尺度 
本論文では，組織内の分化を示す尺度として，時間志向性の分化に注目し，その操作化

を行なった．時間志向性は，組織内の分化状態を測定する代表的な尺度として扱われてい

る概念である(Gupta et al., 1986b; Lawrence & Lorsch, 1967, 1969)． 
質問票では，日常の仕事を遂行している際にどの程度未来のことを意識しているかを尋

ねることで，時間志向性を測定している．より具体的には，「あなたはどの程度未来のこと

を意識して仕事をしていますか」と尋ね，全思考時間を 100％として，5 つの時間枠（①5
年単位あるいはそれ以上，②2～3 年単位，③半年～1 年単位，④1～3 ヶ月単位，⑤１週間

単位またはそれ以下）に配分してもらった． 
表 4-2 は，マーケティング部門と R&D 部門のミドル及びロワーについて平均した数値を

計算し，その記述統計を示している． 
 

0 1 2 3 4 5 合計
採用BU
の割合

マトリクス組織 0 2 10 12 14 6 44 61.1%
調整担当者 0 0 2 7 10 6 25 34.7%
定例会議 0 3 18 18 20 6 65 90.3%
非定例会議 0 0 5 9 18 6 38 52.8%
人事異動 0 0 5 8 18 6 37 51.4%
BU数 3 5 20 18 20 6 72
割合 4.2% 6.9% 27.8% 25.0% 27.8% 8.3% 100%

水平的調整機構総数



 45

表 4-2 時間志向性の各項目 

 

 
表 4-2に示されているように，平均的に見ると，半年～1年単位と 3カ月単位が最も多く，

いずれも約 26％の時間が費やされている．すなわち，中期の課題に対して約半分の志向時

間が費やされているのである．ごく短期の 1 週間以下単位の項目については，約 21%の時

間が費やされており，長期の項目である 2～3 年単位は約 19%，5 年以上単位については最

も少ない，8～9%の時間が費やされている．  
この時間志向性に関する組織の分化の実態を操作化するために，本章では累積角度指数

（KI）を作成した12．まず，質問項目の各項目を 1 つの次元として時間志向性を全部で 5
次元からなる１つのベクトルとみなすことにした．すなわち，BU ごとの各職能および各階

層について 5 次元からなる時間志向性ベクトルをそれぞれ算出するのである．次に，職能

間及び階層間の時間志向性の相違を見るために，各職能・階層のベクトルの内積によって

ベクトル間のなす角度の大きさ（θ）を測定している．ベクトル間のなす角度が大きいほ

ど，2 つのベクトルは異なる方向を向いており，2 つの部門あるいは階層の時間志向性の分

化が高いと考えることができるのである． 
より具体的に職能間の分化については，マーケティング部門と R＆D 部門の 2 部門の分

化を測定するので，マーケティング部門の時間志向性ベクトルと，R&D 部門の時間志向性

ベクトルを求め，2 つのベクトルのなす角度θを次頁に示した式に基づいて算出した．この

結果得られた角度を職能間の時間志向性の分化の程度としている． 
同様に，階層間についても時間志向性の分化の程度を測定している．ただし，BU 長とミ

ドル，ロワーの 3 階層の分化を測定するので，BU 長の時間志向性ベクトルとミドルの時間

志向性ベクトルのなす角度θ1 と，BU 長の時間志向性ベクトルとロワーの時間志向性ベク

トルのなす角度θ2，ミドルの時間志向性ベクトルとロワーの時間志向性ベクトルのなす角

度θ3 を上記の式に基づいて算出し，その角度の合計（θ1＋θ2＋θ3）を階層間の時間志向

性の分化の程度とした．この累積角度が大きいほど，階層間で時間志向性の分化の程度が

高いとみなすことができるのである． 
                                                  
12 分化やコンセンサスを測定する尺度としては，各項目の回答値について回答者間の標準

偏差を計算し，その値を合計して算出することが一般的である．しかしながら，全体を 100
パーセントとして 5 つの時間項目に配分してもらう形式で尋ねるため，各項目の回答結果

は独立ではない．それゆえ，それぞれの項目を 1 つの次元として扱うことにしている． 
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従属変数：調整比率 
本章の目的は，調整メカニズムや組織の分化が組織内の調整メカニズムに与える影響を

検討することにある．そのため，従属変数については，組織内での調整活動が困難な程度

を測定する必要がある13． 
質問票では，タスク遂行に必要な時間に占める調整活動に必要な時間の割合を尋ねてい

る．具体的には，(a)主力商品・サービスのモデル・チェンジと(b)他事業部との協働が必要

な新規事業の立ち上げ，(c)既存事業の整理・撤退という 3 つのケースを想定して，タスク

遂行に必要な時間を，「内容を検討するのに必要な時間の割合（内容比率）」と「根回しや

説得などに必要な時間の割合（調整比率）」に配分してもらっている．必要時間全体をこの

2 つの比率に配分してもらっているため，調整比率の増加は，単に調整時間が増えるという

だけでなく，内容を十分に検討する時間を削ることを意味する．したがって，調整活動が

困難な程度を示していると考えることができるだろう．このような測定尺度によって，モ

デル・チェンジ調整比率と，新規事業調整比率，撤退調整比率の 3 つの調整比率を得るこ

とができる． 
 
コントロール変数：組織規模と産業 
その他，コントロール変数として，組織規模と産業についてのコントロールを行なった． 

組織規模については，BU の従業員数を対数化したものを変数とした．産業については，消

費財と産業財とで分化の程度が異なる可能性が存在している（川上，2005）．しかしながら，

調査対象となった BU には両方を扱っていて消費財と産業財の区分をつけることが難しい

BU も存在している．そのため，売上高に占める最終消費者からの売上の割合を尋ね，顧客

消費者比率としてその値を使用している．すなわち，この値が高ければより消費財中心に

事業を行なっている BU であり，低ければ産業財を中心に事業を行なっている BU である

と考えることができる． 
 
  
                                                  
13 組織論や戦略論の諸研究では，パフォーマンス尺度として，客観的な経営指標（ROA，

ROE など）を使用しているものだけではなく，開発効率や主観的な成果評価など，他の指

標を用いているものも存在しており，必ずしも直接的に収益性を測定しているものだけで

はない．とりわけ，本章のように調整活動への効果を検討する場合には，意識の分化や調

整メカニズムが組織内の調整活動を困難にさせ，その結果として，新製品開発の開発効率

が悪化する，あるいは市場ニーズを捉えた新製品ができなくなるといった間接的な関係を

想定する方が妥当であるように思われる． 
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4．分析結果 

以上の仮説を検証するために，階層的重回帰分析を用いて分析を行なった．分析では，

調整メカニズム数と階層間及び職能間の時間志向性の分化，コントロール変数（規模・顧

客消費者比率）のみを回帰式に投入したモデル（モデル１）に加えて，調整メカニズム数

と階層間・職能間分化の交互作用項を加えたモデル（モデル２）の検証を行なった．回帰

式に投入したすべての変数の平均値及び標準偏差と，相関マトリクスを示したものが，表 3
である14． 
                                                  
14 尚，交互作用項をモデルに含むために，重回帰分析を行なう際には，調整メカニズム数

と階層間及び職能間分化については，変数の中心化を行なっている． 
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表 4-3 相関マトリクス 

 

 平均値 標準偏差
水平的調整
機構数

時間志向性
分化_職能

時間志向性
分化_階層

組織規模
顧客消費者
比率

モデルチェ
ンジ調整比
率

新規事業調
整比率

撤退調整比
率

調整比率平
均

水平的調整機構数 2.90 1.25 1

時間志向性分化_職能 28.82 13.46 -.074 1

時間志向性分化_階層 105.50 36.71 -.104 .227 1

組織規模 2.53 0.55 .110 .101 .076 1

顧客消費者比率 21.54 38.33 .100 -.231 -.229 -.016 1

モデルチェンジ調整比率 33.85 9.02 .203 -.055 -.025 .281 .008 1

新規事業調整比率 42.70 8.37 .210 -.002 .039 .206 .081 .736 1

撤退調整比率 51.57 9.66 .333 -.076 -.139 .109 .113 .595 .612 1

調整比率平均 42.71 7.88 .288 -.053 -.052 .226 .078 .885 .885 .853 1

相関マトリクス
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表 4-4 では，モデル・チェンジ及び，新製品，撤退の 3 つの調整比率とこれら 3 変数を

平均値化した調整比率を従属変数とした階層的重回帰分析の結果を示している．前述した

ように，モデル 1 では，独立変数のすべてを投入し，モデル 2 では，更に調整メカニズム

数と職能間及び階層間の分化変数との交互作用項を投入している． 
表からは，次のことが読み取れる．まず，調整メカニズム数は，全ての調整比率に対し

て，統計的に有意な正の関係を示している．この関係は，モデル 1 とモデル 2 両方におい

て確認できる15．すなわち，調整メカニズム数が増えるほど，調整比率は増加するという関

係が示されているのである．以上から，仮説 1a は棄却され，仮説 1b は支持されたと考え

ることができる16． 
 

表 4-4 分析結果 

 

 
職能間及び階層間の時間志向性の分化と調整比率との関係については，いずれも統計的

に有意な関係は示されていない．しかし，モデル 2 に示されているように，調整メカニズ

                                                  
15 調整メカニズム数がゼロ，すなわち水平的な調整メカニズムを全く設けていないことと，

1 つでも設けることでは意味合いが異なる可能性がある．しかし，調整メカニズム数がゼロ

の BU を取り除いて分析を行なった場合でも，全く同様の傾向が確認されている． 
16 調整機構の影響に関しては，中間が最適値であるという逆 U 字型の関係も想定できる．

そのため，調整機構数から平均値を引いたものを二乗し，中間が最も低くなるように変数

化し，回帰式に投入して，非線形の関係を想定したモデルの検証を行なった．しかし，有

意な影響が確認されたのは 4 つの従属変数のうち撤退調整比率のみであり，このケースで

も係数の符号は負であった．逆 U 字型の関係は支持されていないと言うことができる． 

従属変数

調整機構数 .227 * .246 ** .235 * .249 ** .348 *** .356 *** .317 ** .333 ***

職能分化 -.024 .018 .079 .127 -.020 .013 .011 .057

階層分化 .062 -.056 .166 .030 -.022 -.114 .074 -.059

組織規模 .299 ** .273 ** .217 * .198 * .144 .133 .253 ** .231 *

顧客消費者
比率

.001 -.075 .126 .026 .142 .073 .105 .011

調整機構数
×職能分化

.383 *** .345 *** .216 * .361 ***

調整機構数
×階層分化

-.270 ** -.351 *** -.242 * -.330 ***

調整済み
R2乗

.077

F値 2.179 * 4.483 *** 2.033 * 4.630 *** 2.616 ** 3.075 *** 2.783 ** 5.553 ***

.340

注：　値は標準化係数．　*10%有意水準，**5%有意水準，　***1%有意水準

.087 .282 .291 .115 .190 .126

model2 model1 model2

新規事業調整比率 撤退調整比率 調整比率平均

model1 model2

モデルチェンジ調整比率

model1 model2 model1
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ム数と時間志向性の分化との交互作用項は，階層間・職能間ともにすべての調整比率に対

して統計的に有意な影響を示している．より具体的には，職能間の分化と調整メカニズム

数との交互作用項は調整比率に対して正の有意な影響を示しており，階層間の分化と調整

メカニズム数との交互作用項は，負の有意な影響を示しているのである． 
 この交互作用項の調整比率に対する影響をより具体的に確認するために，図 4-2 では推計

結果に基づいて交互作用効果のグラフ化を行なっている17．図中では左側が職能間の交互作

用項の影響を，右側が階層間の交互作用項の影響を示している．グラフの縦軸は調整比率

であり，横軸は調整メカニズム数を示している．それぞれ上及び右にいくほど増加してい

る．また，グラフ中の 3 本の直線は，職能間・階層間分化の程度を示している． 
図からわかるように，職能間と階層間では対照的な関係が示されている．職能間では時

間志向性の分化が低い場合，調整メカニズム数の増加に伴って若干ながら調整比率が下が

っている．逆に時間志向性の分化の高い場合は，調整メカニズム数の増加に伴って調整比

率が大幅に増加している．階層間では，時間志向性の分化の程度が低い場合，調整メカニ

ズム数の増加に伴って，大幅に調整比率が増加しているのに対して，分化が高い場合には，

調整メカニズム数の増加に伴って，調整比率が若干ながら低下している．以上から，仮説

2a は棄却され，仮説 2b が支持された．また，仮説 3a は支持され，仮説 3b は棄却された． 
 

図 4-2 調整メカニズムと分化の交互作用 
 

 
 
 調整機構の総数だけではなく，個々の調整機構の設置が調整比率にどのような影響を与

えるのかも検討する必要があるだろう．以下では，平均調整比率を従属変数として，マト

リクス組織・調整担当者・定例会議・非定例会議・人事異動の 5 つの個々の調整メカニズ

ムの影響を重回帰分析によって検証している．ベースとなるモデル 1 では，調整機構数と

職能・階層分化，コントロール変数のみを投入し，モデル 2～6 ではそれぞれの調整メカニ

                                                  
17 グラフ化は，Cohen and Cohen(1983)に基づいて作成した．より具体的には，推計結果

のβから調整機構数と職能間・階層間分化，交互作用項を含む回帰式を作成し，その回帰

式に調整機構数と職能間・階層間分化の－1σ，平均，＋1σの値を代入して作成している． 

調整機構少 調整機構多調
整

比
率

調整機構数×職能分化

分化LOW

分化MID

分化HIGH 調整機構少 調整機構多調
整

比
率

調整機構数×階層分化

分化LOW

分化MID

分化HIGH
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ズムと，調整メカニズムと階層間・職能間分化との交互作用項を投入している．表 4-5 は，

重回帰分析の結果をまとめたものである．  
表に示されているように，調整メカニズム総数をコントロール変数として投入すると，

５つの調整メカニズムすべてに関して調整比率との間に有意な関係は確認できない18．すな

わち，それぞれの調整メカニズムを組織内に置くことは，組織内の調整メカニズム数を増

加させるという点においては問題があるけれども，直接的な影響を持ってはいないと考え

られる． 
 しかし，それぞれの調整メカニズムと職能間・階層間の分化指数との交互作用項に関し

ては，調整比率に対して有意な影響が見られるものがある．職能間では，「マトリクス組織」，

「定例会議」，「非定例会議」，「人事異動」の 4 つの調整メカニズムについて，職能間分化

との交互作用項が正の影響を示している．いずれも調整メカニズム数についての分析結果

と符号は同じであり，職能間の分化が高い場合には，これらの調整メカニズムの採用によ

って，調整比率が増加する傾向が観察される．階層間では，「調整担当者」と「定例会議」，

「非定例会議」の 3 つの調整メカニズムについて，階層間分化との交互作用項が調整比率

に対して負の影響を示している．階層間分化の低い場合には，これらの調整メカニズムの

採用によって，調整比率が増加する傾向が見られるのである． 
 

                                                  
18 調整メカニズム数を除外した回帰分析では，「定例会議」及び，「非定例会議」，「人事異

動」の 3 つの調整メカニズムが平均調整比率に対して有意な負の影響を示していた．しか

し，調整メカニズムをコントロールした場合には，有意な影響が示されていないことから

考えると，これらの調整メカニズムの採用が，調整活動を困難にするというよりも，複数

の調整メカニズムを併用する場合にこれらの調整メカニズムが採用されやすいと考える方

が妥当であるように思われる． 
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表 4-5：個別調整メカニズム分析結果 

 

調整機構数 .317 ** .362 *** .363 ** .286 * .185 .261

職能分化 .011 -.023 .069 .059 .043 .000

階層分化 .074 .095 -.028 .008 .035 .047

組織規模 .253 ** .238 * .270 ** .158 .261 * .249 **

顧客消費者
比率

.105 .142 .010 .089 .048 .067

マトリクス
組織

-.052

マトリクス
組織×職能
分化

.225 *

マトリクス
組織×階層
分化

-.077

調整担当者 -.119

調整担当者
×職能分化

.154

調整担当者
×階層分化

-.320 **

定例会議 .057

定例会議×
職能分化

.246 **

定例会議×
階層分化

-.328 ***

非定例会議 .159

非定例会議
×職能分化

.245 **

非定例会議
×階層分化

-.305 **

人事異動 .092

人事異動×
職能分化

.305 **

人事異動×
階層分化

-.030

調整済み
R2乗

F値 2.783 ** 2.166 ** 2.764 ** 4.488 *** 3.245 *** 2.760 **

注：　従属変数：調整比率平均　値は標準化係数．　*10%有意水準，**5%有意水準，　***1%有意水準

.126 .185.225.310.185.131

model1 model2 model3 model4 model5 model6
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5．ディスカッション 

 本章の分析結果からは，調整メカニズムが必ずしも調整活動に有効な機能を提供してい

ない可能性が示唆されている．調整メカニズムの増加は，調整比率を増加させていた．ま

た，調整メカニズムと組織内の分化との交互作用項も統計的に有意な影響を示しており，

職能間・階層間の分化は，調整メカニズムの機能に対してそれぞれ異なる影響を与えてい

た．これらの結果は，より具体的に次の 3 点を示唆しているように思われる． 
第 1 に，水平的な調整メカニズムの設置は高いコストを伴うものであることがわかる．

調整メカニズム数の調整比率への正の影響は，調整メカニズムの増加が必ずしも部門間で

の新製品や新事業の開発・撤退などに関する内容の検討を行なう機会にはつながらず，調

整負担の増加につながることを示唆している．すなわち，調整機会を増加させることで，

部門間コンフリクトが顕在化し，かえって根回しや説得などに費やす時間が非常に多くな

る可能性が考えられるのである． 
「モデル・チェンジ」と「新規事業」，「撤退」の 3 つの調整比率への調整メカニズム数

の影響を比べると，撤退に関する調整比率に対する影響が最も強かった．このような結果

は，横にコミュニケーション・チャネルを開いている組織では，撤退に関する調整が非常

に困難になる可能性を示唆している．少なくとも，撤退の検討を行なう際には，水平的な

対話の機会を増やしても，有益な結論が出るわけではないと考えられる． 
第 2 に，職能間分化の交互作用の結果は，Lawrence and Lorsch(1967)が想定していたよ

うな分化と統合の同時極大化が必ずしも生じていないことを示唆している．職能間分化と

調整メカニズム数との交互作用項の結果は，調整比率に対して正の影響を示しており，職

能間の時間志向性の分化が高い組織においては調整メカニズムを増加させることで，調整

比率がより高まるという関係が示唆されていたのである．その一方で，職能間分化の低い

組織においては，調整メカニズムの増加は調整比率をやや低下させる効果を示していた． 
すなわち，職能間で時間意識が大きくかい離した，日々取り組んでいる戦略的課題の時

間幅が大きく異なるような状況下では，調整メカニズムを設けて接触機会を増やしたとし

ても，必ずしも十分に内容の調整に入れるとは限らない．むしろ，意識の相違によって発

生するコンフリクトを解消する必要性が高まり，そうしたことに費やす時間を増加させる

だけである可能性があるのである．これに対して，分化の少ない組織では，異なる職能部

門が同じ時間感覚で仕事に取り組んでいる，あるいはタスク自体が共有されているために，

調整機会の増加が有益な議論に結び付くのかもしれない． 
 個別の調整メカニズムに注目しても，同様の議論が展開される．「マトリクス組織」，「定

例会議」，「非定例会議」，「人事異動」の４つの調整メカニズムと職能間分化との交互作用

項は調整比率に対して正の影響を示していた．すなわち，分化の程度が高い組織における

これらの調整メカニズムの採用は，調整比率の増加を生み出しているのである．職能間の

定期的あるいは不定期的な会合は，企業組織おいて採用されることが多い組織的な施策で

あり，実際に今回の調査対象でも半数以上の BU において採用されていた．しかしながら，
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職能間に大きな分化が見られるような組織においては，その影響はマイナスである可能性

が高いので，注意が必要である． 
 このように先行研究と異なる知見が得られたのは，Lawrence and Lorsch(1967)と本論文

の調査対象が組織構造の面においても，企業戦略の面においても大きく異なることによる

ものである可能性がある．Lawrence and Lorsch(1967)では，分化が生じないほど小さな組

織と規模を拡大して職能制組織を採用した組織との比較を通じて実証研究が行なわれてい

た．当時の時代背景から考えると，この比較は妥当なものだったのだろう．これに対して，

現在の日本企業では，事業部制組織あるいは職能制と事業部制との中間形態など様々な組

織構造が混在している状況であり，これを反映して今回の調査対象 BU にも多様な組織形

態が存在している．さらに，今回の調査では，BU を分析単位にして質問票の配布を行なっ

ているため，サンプルの多くが少なくとも部分的には事業部制に近い動きをしていること

が想定される． 
また，戦略面で見ても，60 年代や 70 年代においては職能制組織を採用して専門性の便益

を享受しつつ効率的に低コストで生産するということは，非常に有効な戦略だったと考え

られる．しかしながら，現在では多くの産業が成熟期に入っており，成長率が当時と比べ

著しく低下している．このような状況下では，他社との差別化を図ることが重要になって

おり．多くの企業が顧客のブランド選好を確立しようと差別化戦略を追求している．すな

わち，追求する戦略についても相違が存在している可能性があるのである．このような戦

略の相違は，職能部門間で調整するべき課題の量や内容にも影響を与えるものであると考

えられる． 
つまり，職能制組織でコスト面での優位性を武器にする場合には，分化したまま水平的

な調整メカニズムで部門間の活動を調整することが可能であるけれども，BU のように比較

的小さな単位に事業をまとめ，市場への素早い対応を追求する，あるいは差別化戦略を追

求する場合には，分化と統合の同時極大化は負の影響をもたらすのである．職能部門間が

著しく分化した BU を水平的なコミュニケーション・チャネルを設けてうまく管理するの

は非常に困難な作業であり，むしろ BU 内の分化を抑制し，少ないヨコのコミュニケーシ

ョン・チャネルによって組織運営を行なうことが重要なのである． 
近年の研究では，コンセンサスを重視する研究が多く見られており，先行研究によって

もこのような傾向が確認される(Floyd & Wooldridge, 1992; Homburg et al., 1999)．また，

組織の分化の問題を扱った川上(2005)でも，職務やキャリアの冗長性を持たせる「緩やかな

分化」が新製品開発効率などの企業成果に正の影響を与えることが指摘されおり，分化の

程度を低減させ，同じ時間幅で課題に取り組むことの必要性が示唆されているように思わ

れる． 
 第 3 に，階層間の分化との交互作用に関しては，職能間とは異なり，調整比率に対して

負の影響を示していた．すなわち，階層間の分化が低い組織においては組織内の調整メカ

ニズムを増加させることで，調整比率がより高まるという関係が示唆されていたのである．
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その一方で，階層間分化の高い組織においては，調整メカニズムの増加は，調整比率をや

や低下させていた．階層間においては，Lawrence and Lorsch(1967)の議論に近い分化と統

合の関係が見られたのである． 
この結果は，組織内での階層間の垂直分業の重要性を示唆しているように思われる．階

層間で時間志向性に分化が生じていることは，BU 長とミドル・マネジメント，ロワー・マ

ネジメントが異なる課題を担当していることを意味している．たとえば，BU 長は長期的な

課題により多くの時間を割き，ミドル・ロワーとより現場に近づくほど，短期の課題中心

に取り組むといった状況である．このような場合，調整会議等が増えたとしても，(1)出席

する階層が限定されるので比較的少数の会議が中心になる，(2)職務が垂直的に分業されて

いるため，報告や指示が中心になる，といった理由から比較的円滑に調整が行なわれるよ

うに思われる．これに対して，時間志向性にあまり分化が見られない，すなわち異なる階

層の人材にタスクの重複が見られ，近い時間幅で職務を遂行する場合には，会議出席者の

増加や階層間でのコンフリクトが生じやすいのである． 
 
6．小括 

以上みてきたように，組織内の調整メカニズムは調整活動に対して負の影響を及ぼして

いることが確認された．また，Lawrence and Lorsch(1967)が想定していたような組織の分

化と統合の関係とは異なり，職能間の意識の分化が高い組織においては調整メカニズムの

負の影響がより強まることも示されていた． 
実務的にみても，水平的な調整機構の設置を検討する企業は多いように思われる．しか

しながら，水平的調整メカニズムに意味があるとしても，少なくとも多くの企業において，

過剰なほど多くの調整メカニズムを採用してしまう可能性がある．とりわけ，BU を事業展

開の中心的な組織単位としながらも，工場あるいは研究開発部門などを別に置いているよ

うな職能制に近い組織体制を残している組織では注意が必要である．なぜなら，こうした

組織では，物理的にも関係的にも部門間の距離が遠い関係者の行動を揃えるために水平的

な調整メカニズムを検討しがちであるけれども，それと同時に距離が離れているためにこ

うした組織ほど意識の相違は生じやすい傾向にあると考えられる．それゆえ，水平的なコ

ミュニケーション・チャネルを数多く持ったとしても，必ずしも期待したような成果が上

がらない可能性があるのである． 
 本論文の課題としては，以下の点が挙げられる．第 1 に，本章の分析では調整活動につ

いて，内容の検討を行なう時間の比率と，根回しや説得などの時間に費やす比率に分け，

後者の比率を成果変数にすることで，調整活動の効率性を検討してきた．しかしながら，

こうした操作化では，実際の調整プロセスにおいて何が問題となるのかについての具体的

な示唆を得ることが難しい．そのため，今後の方向性として，調整プロセスの中身に踏み

込んで検討を加える必要があるだろう． 
第 2 に，ディスカッションの部分でも指摘したように，組織の分化と統合の問題に対し
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ては，組織構造の相違や戦略の相違が影響を与える可能性がある．たとえば，職能制組織

と事業部制組織の影響や，コストを重視するのか，あるいは差別化を重視するのかといっ

た組織が追求する戦略の相違である．これらの点を考慮に入れることで，組織設計に対し

てより直接的に含意をもつような示唆が得られると考えられる． 
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第 5 章：戦略志向性の分化と市場環境の変化 
 
１．はじめに 

本章では，以下の 2 点を検証する．第 1 に，戦略的な志向性に関する階層間・職能間で

の分化が，企業の成果に対してどのような影響を与えるのか，第 2 に，市場環境の変化の

程度が，組織の分化と組織成果との関係にどのような影響をもたらすのか，である． 
 組織内での組織メンバー間の意識や認識の中でも，組織が追求している戦略に関する構

成員間の意識は，企業成果に影響を与える重要な変数の 1 つである．戦略論の領域におい

て，企業が適切に戦略を実行する際に，組織メンバー間の意識を揃える必要があることが，

しばしば指摘されている（Bourgeois，1980；Dess，1987；Dess and Origer，1987）．組

織メンバーが組織の置かれている環境について認識を共有し，組織の追求するべき戦略に

ついて合意することは，「戦略的コンセンサス（Strategic Consensus）」と呼ばれ，多くの

先行研究において戦略的コンセンサスと組織のパフォーマンスの間に正の関係が想定され

てきた．また，企業の戦略を組織メンバーで十分に共有し，同じ意識で業務に取り組むこ

とが重要であるという意見は，実務的にも比較的よく聞かれる意見の一つであるように思

われる． 
しかしながら，戦略志向性の分化あるいはコンセンサスの問題を扱う上では，２つの問

題が存在している． 第１に，こうした戦略的コンセンサスの影響は，常に一定であるとは

限らない．すなわち，企業の選択した戦略や直面する外部環境に応じて異なる影響が見ら

れる可能性が考えられるのである(Floyd & Wooldridge, 1992; Homburg et al., 1999; 
Kellermanns et al., 2005)．たとえば，Hombrug et al.(1999)は，差別化戦略と低コスト戦

略という Porter が指摘した 2 つの一般戦略に関する組織内でのコンセンサスと組織パフォ

ーマンスとの関係について，実証的に検討を行なっている．彼らの実証結果では，差別化

戦略についてはコンセンサスが重要であるが，低コスト戦略については，戦略的コンセン

サスとパフォーマンスとの関係が見られないことが示されている．すなわち，組織が追求

している戦略次第で，戦略的コンセンサスが有効な場合と，そうでない場合が存在するの

である． 
第 2 点目として分析単位の問題を挙げることができる．戦略的コンセンサスに関する議

論は，これまでトップ・マネジメント・チーム内での問題を中心に扱われてきた(Bourgeois 
III, 1980; Dess, 1987; Dess & Origer, 1987)．すなわち CEO や取締役などの経営陣の間で

の戦略的な意識に一致が見られることが，企業成果に正の影響を与えるということを先行

研究の実証結果は示唆しているのである．したがって，Lawrence and Lorsch（1967）の

ような組織の分化と統合の議論と同様に，組織内での構成員の意識や認識の問題を扱って

いるにもかかわらず，その問題意識や実証結果の対象はやや異なるものになっているので

ある． 
近年では，ミドル・マネジメントなど現場に近い人材も含めて，戦略に関するコンセン
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サスが重要であるとする指摘もなされてきている(Floyd & Wooldridge, 1992)．すなわち，

戦略の実行を担う現場まで戦略が浸透していなければ，実行過程において問題が生じると

考えられるため，トップ・マネジメント以外の階層も含めて戦略的コンセンサスが求めら

れると指摘されているのである．しかしながら，組織全体を対象とした戦略的コンセンサ

スに関しては，このように検証作業の必要性が示唆されながらも，これまで必ずしも十分

に研究がおこなわれてきたわけではない． 
第 2 章で示したように，組織論の領域では，組織全体の問題については伝統的に分化を

肯定する見方が存在している． Lawrence and Lorsch（1967）では，職能部門間での分化

が重要視されてきたのである．こうした知見との比較検討を行なうためには，現場も含め

た組織全体での職能間・階層間の戦略的コンセンサスの影響を検証する必要があるだろう． 
  以上の点に基づいて，本章では「差別化戦略」と「低コスト戦略」という異なる２つの

戦略について，職能間及び階層間の戦略志向性の分化の影響を検討していく．また，これ

らの戦略志向性の分化の問題に対して，外部環境の影響が見られるのかについても，分析

を行なっていく．  
 

2．仮説の導出 

本節では，Homburg(1999)に基づいて，「差別化戦略」と「低コスト戦略」という 2 つの

戦略についての職能間・階層間の意識差が組織成果に与える影響について検討を行なう．

さらに，市場環境の変化の程度のモデレート効果を検証する．以下では，それぞれの仮説

について，説明を行なうことにしよう． 
 
(1)差別化戦略 
 差別化戦略（Differentiation Strategy）は，企業が他社とは異なる独自の製品展開を目

指す戦略である(Porter, 1980)．高い技術力あるいは際立ったデザイン，他社とは異なる製

品機能など，競合製品とは異なる特徴を顧客に訴求し，独自の価値を顧客に認めてもらう

ことで，固定客から高い価格を支払ってもらい利潤を確保するというのが，この戦略の基

本的な意図である． 
差別化戦略を遂行する場合には，組織メンバー間での戦略に対する志向性は，一致させ

ることが望ましいと考えられる．差別化した製品を開発し，顧客にその価値を認めてもら

うためには，高い品質や高い信頼性を持った製品の開発・生産・販売が必要であり，その

ためには組織内の諸活動を高度に統合させる必要があるからである(Gupta et al., 1986b)．
たとえば，研究開発部門は差別化戦略を重要だとみなしているが，マーケティング部門は

重要視していない，といったように，職能部門間で差別化戦略に対する志向性に差が存在

する場合には，たとえ技術的に差別化した製品が開発されたとしても，顧客に独自の価値

を認めてもらうマーケティング施策の実施が行なわれずに，顧客に対して十分に訴求でき

ない可能性が考えられる．また，差別化した製品の製品開発活動自体が，部門間での製品
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コンセプトやイメージの共有を必要とすることも考えられるだろう．したがって，差別化

戦略に関する戦略志向性の分化は，利益率に対して負の影響をもたらすと考えられるので

ある． 
先行研究では主として職能間の分化を中心に考えられてきたけれども，階層間での戦略

志向性の分化に関しても同様のことを指摘することができる．差別化戦略を追求する場合，

組織のトップだけがその重要性を認識しているだけでは，実現は困難である．戦略を実行

するミドル・マネジメントやロワー・マネジメントも，同じような認識をしていなければ，

新製品の開発や顧客対応などの業務活動において顧客に差別的な価値を訴求するような活

動が十分に行なわれない可能性があるのである(Floyd & Wooldridge, 1992)．また，現場に

近い階層では差別化戦略が重視されているけれども，トップ・マネジメントが差別化戦略

の重要性をあまり強く認識していない場合にも，新製品開発活動が許可されない，あるい

は必要な経営資源やサポートが得られないなど諸活動に対する障害が生まれると考えられ

るだろう．以上から，差別化戦略に関して，下記の 2 つの仮説を立てることができる． 
 
仮説 1－a：差別化戦略についての職能間の志向性に分化が見られるほど，組織成果に負の

影響がある． 
仮説 1－b：差別化戦略についての階層間の志向性に分化が見られるほど，組織成果には負

の影響がある． 
 
(2)低コスト戦略 
 低コスト戦略とは，低コストでの製品の生産を重要視し，競合他社とのコスト優位に基

づいて，利益の拡大を志向する戦略である．Porter（1980）は，競合他社よりも低い費用

を追求し，競争優位を得る戦略をコスト・リーダーシップ戦略（Cost Leadership Strategy）
と呼び，差別化戦略とは明確に異なる戦略として区別をしている． 
こうした低コスト追求の重要性に対する意識はコスト・リーダーシップ戦略を追求する

場合でも，職能間で大きく異なる可能性がある．低コスト戦略を追求する場合，製品の開

発・生産を担う研究開発部門や製造部門はコスト低減を実現する必要があるため，低コス

ト戦略を強く意識することが求められるだろう．しかしながら，マーケティング部門の活

動については，必ずしも低コストでの業務活動の遂行が求められるとは限らない．なぜな

ら，コスト・リーダーシップ戦略は，売り上げの拡大や高い市場シェアの確保を伴うこと

が多く，そのためにはある程度の規模以上のマーケティング費用を必要とするからである

（Porter, 1980）．このように，低コスト戦略を追求する場合でもマーケティング施策には

コストがかかるため，マーケティング部門に強くコスト意識を持たせると，有効なマーケ

ティング計画が立案できない可能性があると考えられる．また，組織的な統合の観点から

考えても，低コスト戦略では，部門間で異なる認識を持ったままでも，活動を統合するこ

とは可能である．すなわち，差別化戦略の実現には，職能部門間での高度な統合が必要に
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なるけれども，職能部門の専門性の経済を追求する低コスト戦略では，部門間の相互依存

性はそれほど高くはないからである．このような状況下で，コンセンサスを得ようとする

と，事業活動の効率性が低下する可能性があるだろう．したがって，低コスト戦略につい

ての職能間の戦略志向性の分化は企業成果に対して正の影響があると考えられる． 
階層間についても，低コスト戦略についての戦略志向性の分化には，正の影響があると

考えられる．すなわち，利益責任を担う BU 長はコストの重要性を意識する必要があるけ

れども，ミドル・マネジメントやロワー・マネジメントが同じ程度にその認識を共有する

必要性は必ずしもない．むしろ現場が高いコスト意識を持つことは，業務活動を行なう上

で障害となる可能性がある．製品自体は標準的なものを低コストで生産し，業務プロセス

においても効率性を追求したとしても，顧客対応を行なう上ではある程度のコストを必要

とするからである．一方でトップがコスト・コントロールを行ない，他方で現場は顧客へ

の対応策を模索するという垂直的な分業が望ましい状態であると考えられる．以上から次

の仮説を導くことができる． 
 
仮説 2－a：低コスト戦略についての職能間の志向性に分化が見られるほど，組織成果に正

の影響がある． 
仮説 2－b：低コスト戦略についての階層間の志向性に分化が見られるほど，組織成果に正

の影響がある． 
 
(3)市場環境の変化 
外部環境のモデレート効果については，環境の変化が激しいほど，企業は素早い対応が

求められるために，戦略志向性の分化が企業の収益性に与える影響がより大きくなると考

えられる．より具体的には，顧客のニーズが激しく変化するような環境変化の程度が高い

場合，差別化戦略の実現には，そうした顧客ニーズの変化に素早く対応して差別化した商

品を作ることが求められるため，職能間・階層間ともに差別化戦略についてのコンセンサ

スの重要性がより高まる．したがって，戦略志向性の分化が企業の収益性に対して与える

負の影響は強まると考えられるのである． 
同様に，低コスト戦略の場合にも，環境変化が激しいほど職能間・階層間の分化がより

強く求められる．効率性を追求するためにコスト意識を強く持つべき職能・階層と，そう

ではない職能・階層との区別がより明確になるからである．すなわち，職能間では開発部

門や生産部門はより高いコスト意識を持つことが求められ，階層間では BU 長がより強い

コスト意識を持つことが必要となるのである．これとは対照的に，マーケティング部門に

は顧客のニーズの変化に対応するためのマーケティング施策の立案が求められるため，開

発・生産部門に比べ相対的に低いコスト意識であり，BU 長に対してミドル・マネジメント

やロワー・マネジメントも現場での対応を行なうために，相対的にコスト意識の程度は低

く保たれたままであるべきだと考えられるのである．以上から次の仮説が導かれる． 



62 
 

 
仮説 3：戦略志向性の分化が企業成果に対して与える影響は，環境変化が激しいほど高まる 
 
以上の仮説を図示したものが，図 5-1 である． 

 
図 5-1：概念と仮説の関係 

 

 
3．方法 

本章のサンプルは，第 3 章と同じく，第 2 回質問票調査で得られたデータに基づいている．

集まった全てのデータは全部で127BUであるが，職能間と階層間の比較分析を行なうため，

マーケティング部門と研究開発部門の回答者を有している BU のみを分析の対象とした．

この結果，54BU が分析から除外され，分析対象は 73BU に絞られている．データの収集

方法やサンプルについての詳細な説明は第 3 章に記述している． 
 

独立変数：戦略志向性の分化 
 本章では，BU 内での戦略志向性の分化が組織成果に与える影響についての検討を行なう．

戦略志向性については，Porter（1980）の提示した一般戦略（Generic Strategy）のうち，

差別化戦略と低コスト戦略のそれぞれに対する意識がどの程度高いかを尋ねている．この 2
つの戦略は，企業戦略の基本的な類型として，戦略論だけでなく，組織論やマーケティン

グ論など多くの実証研究において採用されているものである． 
より具体的には，BU の経営戦略に関する基本的な考え方として，以下の質問が BU の実

態とそれぞれどの程度合致しているかを尋ね，7 点尺度で回答してもらっている．この質問

への回答の値が高いほど，その BU において，低コスト戦略あるいは差別化戦略が重要視

され，その追求が課題となっていると考えられる． 
 

戦略志向性の分化

低コスト戦略

差別化戦略

市場環境の変化

企業成果

H1

H2 H3
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低コスト戦略：「競合他社よりも圧倒的に低コストで製品・サービスを提供できるか否かが

決定的に重要である．」 
差別化戦略：「競合他社にはない技術・能力に基づく製品・サービスの差別化が有効な競争

手段である．」 
 
質問票では，1つのBU内で同じ質問項目について複数の回答してもらっているため，個々

の回答者の戦略志向性の値が BU 内でどの程度異なるかを測定することで，組織内での戦

略志向性の意識分散を示す尺度を得ることができる．すなわち，職能間の戦略志向性の分

化に関しては，「差別化戦略」と「低コスト戦略」の項目に対するマーケティング部門の回

答の平均値と R&D 部門の回答の平均値をそれぞれ算出し，両部門の平均値の標準偏差を差

別化戦略あるいは低コスト戦略に関する職能間の戦略志向性の分化の程度としている．ま

た，階層間の戦略志向性の分化の程度については，同様に BU 長の回答及び，ミドル 2 人

の回答の平均，ロワー2 人の回答の平均によってそれぞれの階層の平均値を算出し，この 3
階層の平均値の標準偏差を階層間の意識差の程度とした19．以上の手続きによって，「低コ

スト戦略」と「差別化戦略」に関する，職能間及び階層間の意識分散の程度を操作化して

いる． 
 
独立変数：市場環境の変動 
 環境要因を示す変数の中で，市場の変動（Market Dynamism）は主要な変数の 1 つであ

る．市場環境の変化の程度を測定する尺度として，質問票では顧客の嗜好・要求の変化ス

ピードを測定している．より具体的には，「あなたがこの事業から離れた場合，どのくらい

の期間が経過すると，現在お持ちの顧客に関する知識が使い物にならなくなるか」を尋ね，

期間を対数化した 10 点尺度（①1 日以内，②2~3 日，③1 週間程度，④１ヶ月程度，⑤2~3
カ月，⑥数か月，⑦１年程度，⑧２~３年，⑨数年，⑩10 年以上）で回答してもらっている

20．ただし，この質問では顧客の嗜好変化が早いほど回答値が低くなるようになっているた

め，逆転尺度にする処理を行なっている．すなわち，回答値が高いほど環境変化が早く，

回答値が低いほど環境変化が遅いとみなすことができる． 
 
 
                                                  
19 組織内の意識差及びその逆数であるコンセンサスの程度を示す尺度としては，標準偏差

や分散を取る方法の他にも，差の絶対値を取る方法や中心となる回答者からの他の回答者

の回答の距離を測定する方法などがある（Homburg et al., 1999, Kellermans et al, 2005）．
本章では，もっとも一般的な方法として，回答者の回答の標準偏差を取ることによって，

戦略意識の分化を示す尺度とした． 
20 顧客の嗜好の変化速度自体を回答者に答えてもらうことは，次の点から困難であると考

えられるため．①BU 全体のことであり，複数の製品群に渡っている場合も想定されるため

に，単一の時間幅で回答してもらうのが困難である，②できるだけ回答者自身の主観で答

えやすい形式にするため． 
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従属変数：売上高営業利益率（２００５年度） 
組織のパフォーマンスを測る変数として，売上高営業利益率（ROS）を使用している．

売上高営業利益率は，2005 年度の売上高と営業利益額に基づいて算出した．戦略的コンセ

ンサス研究の多くが，収益性を成果変数にした定量分析を行なっている．この点から，他

の成果尺度よりも，比較検討が行ないやすいと考えられる． 
  

コントロール変数 
 コントロール変数として，①組織規模，②顧客消費者比率，③BU 長の「低コスト戦略」

及び「差別化戦略」に対する志向性，④製品開発力，⑤規模の経済性の程度を設定した． 
組織規模については，従業員数を対数変換したものを用いている．また，産業の相違を

コントロールするために，BU が消費財を扱う事業を行なっているのか，あるいは産業財を

扱う事業を行なっているのかを区別する必要がある．しかし，調査対象となった BU には

両方を扱っていて消費財と産業財の区分をつけることが難しい BU も存在している．その

ため，売上高に占める最終消費者からの売上の割合（％）を尋ね，顧客消費者比率として

その値を使用している．すなわち，この値が高ければより消費財中心に事業を行なってい

る BU であり，低ければ産業財を中心に事業を行なっている BU であると考えることがで

きる．  
産業や規模だけでなく，BU 自体がどのような戦略をそもそも追求しているのか，またど

の程度競争上優位性の源泉を有しているのかについてもコントロールする必要があるよう

に思われる．そこで，BU が追求する戦略に関しては，前述した「低コスト戦略」及び「差

別化戦略」の戦略志向性についての質問項目に対して，BU 長がどのような回答を行なって

いるのかに基づいて判断することにした．すなわち，BU 長が「低コスト戦略」あるいは「差

別化戦略」の項目に高い値をつけているほど，その戦略を追求している程度が高いと考え

ることができる． 
また，BU が低コスト戦略と差別化戦略の優位性の源泉を有しているか否かについては，

それぞれ「規模の経済性」と「製品開発力」の程度を尺度としている．競争優位性の源泉

として規模の経済性が高いほど，低コスト戦略の追求は容易であり，高い製品開発力を有

しているほど，差別化戦略の追求は容易であると考えられるのである．具体的には，BU の

主たる事業の収益性や市場地位の説明として，それぞれの項目がどの程度あてはまるかを 7
点尺度で尋ねている．これらの項目の値が高いほど BU として戦略的な優位性の源泉を有

していると考えられる． 
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4. 分析結果 

分析方法は，重回帰分析を用いている．モデル１では，コントロール変数のみを回帰式

に投入した．モデル 2 及びモデル 3 は，戦略志向性の分化と，顧客嗜好変化速度，その交

互作用項を回帰式に加えて回帰分析を行なったものである．モデル 2 が職能間の志向性の

分化を扱ったモデルであり，モデル 3 が階層間の戦略志向性の分化を扱ったものになって

いる．尚，交互作用項をモデルに含むため，重回帰分析を行なう際には，戦略についての

意識差と，市場環境変化速度については，中心化を行なっている．回帰式に投入したすべ

ての変数の平均値及び標準偏差と，相関マトリクスを示したものが，表 5-1 である．  
表 5-2 では，重回帰分析の結果が示されている．仮説 1-a 及び仮説 2-a に関する結果が示

されているのがモデル 2 である．職能間の戦略志向性の分化の影響を見ると，差別化戦略

についての職能間での分化は利益率に対して有意な負の影響を示している．これに対して，

低コスト戦略についての職能間での分化は，利益率に対して正の有意な影響を示している．

すなわち，差別化戦略については，職能間での戦略志向性の分化が拡大するほど，利益率

は低下するという関係がみられるのに対して，低コスト戦略については，職能間での戦略

志向性の分化が拡大するほど，利益率は高まるという関係が見られているのである．以上

から，仮説 1-a 及び仮説 2-a は支持された．  
仮説 1-b 及び仮説 2-b に関する結果が示されているのがモデル 3 である．階層間について

も低コスト戦略に関する分化は，利益率に対して有意な正の影響を示している．これに対

して，差別化戦略についての階層間分化は利益率に対して有意な負の影響を示している．

職能間の分化と同様に，階層間においても，差別化戦略に関する分化が拡大するほど BU
の利益率は低下し，低コスト戦略に関する分化が拡大するほど，利益率は上昇するという

傾向が見られるのである．以上から階層間の戦略志向性の分化と企業成果との関係に関す

る仮説 1-b および仮説 2-b は支持された．
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表 5-1：相関マトリクス 
 

 

 
 

 平均値 標準偏差
顧客嗜好変
化速度

規模経済性 製品開発力
顧客消費者
比率

組織規模
BU長低コス
ト戦略追求

BU長差別化
戦略追求

低コスト戦
略分化_職
能

差別化戦略
分化_職能

低コスト戦
略分化_階
層

差別化戦略
分化_階層

利益率
_2005

顧客嗜好変化
速度

3.488 0.727 1

規模経済性
5.000 1.474 .098 1

製品開発力
4.708 1.467 .303 .000 1

顧客消費者比
率

21.542 38.325 .056 -.034 .025 1

組織規模
2.529 0.553 .015 .235 -.118 -.016 1

BU長低コスト
戦略追求

4.708 1.665 .110 .315 .011 -.101 .062 1

BU長差別化戦
略追求

6.292 0.895 .248 -.153 .194 .113 .131 .171 1

低コスト戦略
分化_職能

0.883 0.682 .085 .064 .104 -.069 -.350 .054 -.022 1

差別化戦略分
化_職能

0.651 0.655 .007 .046 .044 -.082 -.113 .190 -.032 .236 1

低コスト戦略
分化_階層

1.078 0.584 -.139 -.249 .016 .148 .003 -.010 .124 -.017 .122 1

差別化戦略分
化_階層

0.746 0.502 -.060 .056 -.021 -.167 -.120 .118 -.330 .139 .388 .048 1

利益率_2005
0.077 0.084 .144 .137 .134 -.054 -.172 -.123 .002 .232 -.215 .001 -.120 1
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表 5-2：重回帰分析の検証結果 

 

 
 

規模経済性 .263 * .198 .310 **

製品開発力 .053 .040 .112

顧客消費者比率 -.036 -.036 -.103

BU長低コスト戦略
追求

-.291 ** -.253 * -.312 **

BU長差別化戦略追
求

-.003 .015 .051

組織規模 -.200 -.136 -.144

顧客嗜好変化速度 .025 .121

低コスト戦略分化_
職能

.319 **

差別化戦略分化_職
能

-.236 *

低コスト戦略分化_
職能X顧客嗜好変化

-.044

差別化戦略分化_職
能X顧客志向変化

.073

低コスト戦略分化_
階層

.244 *

差別化戦略分化_階
層

-.323 **

低コスト戦略分化_
階層X顧客嗜好変化

.357 ***

差別化戦略分化_階
層X顧客志向変化

-.299 *

調整済み R2乗

F値
1.193 1.476 2.071

**

注：　値は標準化係数．　*10%有意水準，**5%有意水準，　***1%有意水準

従属変数：ROS（2005年）

model1 model2 model3

.023 .083 .169
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それぞれの戦略についての意識差と顧客の嗜好変化の速度との交互作用項についてみて

みると，職能間では，戦略志向性の分化と顧客嗜好変化速度との交互作用項については，

低コスト戦略・差別化戦略共に利益率に対する有意な影響は見られなかった．すなわち，

仮説 3 については，支持されなかった． 
階層間では，戦略志向性の分化と環境変化の交互作用項は利益率に対して有意な影響を

示している．より具体的には，差別化戦略についての戦略志向性の分化と顧客嗜好変化速

度との交互作用項は有意であり，係数の符号は負である．低コスト戦略についての戦略志

向性の分化と顧客嗜好変化速度との交互作用項も有意であり，係数の符号は正である．こ

の関係をグラフ化して図示したものが，図 5-2 である．図は重回帰分析から得られた非標準

化係数に基づいて作成したものである(Cohen & Cohen, 1983) 21．グラフの縦軸は売上高営

業利益率であり，横軸は戦略志向性分化の程度を示している．それぞれ上及び右にいくほ

ど増加している．また，グラフ中の 3 本の直線は，顧客嗜好変化速度の程度を示している． 
 

図 5-2：顧客嗜好変化速度のモデレート効果 

 

 
図中左側は，低コスト戦略に関する階層間の戦略志向性の分化について，顧客の嗜好変

化速度のモデレート効果の影響を示している．顧客嗜好変化速度が高い場合には，低コス

ト戦略に関する戦略志向性の分化は，利益率に対して正の影響をもっているが，顧客嗜好

変化速度が低い場合には，負の関係になっていることが分かる． 
図中右側では，差別化戦略における顧客嗜好変化速度のモデレート効果の影響を示して

いる．顧客嗜好変化速度が高い場合には，差別化戦略についての階層間での戦略志向性の

分化は利益率に対して負の影響を示しているが，嗜好変化速度が低下するにつれて，この

関係が弱まっていることが分かるだろう．すなわち，低コスト戦略についての階層間での

戦略志向性の分化が企業のパフォーマンスに与える正の影響も，差別化戦略についての階

層間での戦略志向性の分化が与える負の影響も，顧客の嗜好変化速度が激しい場合により

                                                  
21 グラフ化は，Cohen and Cohen(1983)に基づいて作成した．より具体的には，推計結果

のβから調整機構数と職能間・階層間分化，交互作用項を含む回帰式を作成し，その回帰

式に調整機構数と職能間・階層間分化の－1σ，平均，＋1σの値を代入して作成している． 

低分化 高分化

RO
S（

20
05

）

低コスト戦略分化X顧客志向変化速度（階層）

変化速度LOW

変化速度MID

変化速度HIGH
低分化 高分化

RO
S(
20

05
)

差別化戦略分化X顧客志向変化速度（階層）

変化速度LOW

変化速度MID

変化速度HIGH
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高まるという関係が確認されるのである．以上から，市場環境の変化のモデレート効果に

関する仮説 3 は階層間の戦略志向性の分化については支持された． 
分析結果をまとめると，差別化戦略についての仮説（仮説 1a 及び仮説 1b）はいずれも支

持された．低コスト戦略についての仮説（仮説 2a 及び仮説 2b）もいずれも支持された．市

場環境の変動によるモデレート効果に関する仮説については，一部支持された．すなわち，

階層間の分化に対する影響については支持されたけれども，職能間に関しては支持されな

かったのである． 
最後に，戦略志向性の分化の大小で，実際にそれぞれの戦略に対する志向性がどのよう

に異なるかを確認しよう．表 5-3 は，低コスト戦略及び差別化戦略に対する各職能部門（マ

ーケティング部門と R&D 部門）と各階層（BU 長及びミドル・マネジメント，ロワー・マ

ネジメント）の平均値について，それぞれの戦略志向性の分化の程度が低い BU と高い BU
とを比較したものである．平均値の算出にあたっては，①まず階層（あるいは職能）分化

の尺度の値に基づいて，サンプル全体を 3 群（低分化・中分化・高分化）に分割し，②分

化の程度が低い BU 群と分化の程度が高い BU 群に関して平均値を算出した22．このような

作業を低コスト戦略と差別化戦略の両方について求めたものをまとめたのが表 5-3 である． 
 

表 5-3 戦略志向性の平均値の比較 

 

 
 職能間の低コスト戦略に関する戦略志向性の分化では，分化の程度が高い BU ではマー

ケティング部門の値が R&D 部門に比べて高い．平均値の t 検定を行なうと，10%水準で有

意であり，2 つの部門間で統計的に有意な差が見られるのである．これに対して，分化の程

                                                  
22 分化の程度が低い BU 群と高い BU 群の BU 数は，以下の通りである．まず職能間につ

いては，低コスト戦略に関する戦略志向性の分化では，24BU（低分化）及び 19BU（高分

化）であり，差別化戦略に関する戦略志向性の分化では，36BU（低分化）及び 19BU（高

分化）である．階層間については，低コスト戦略に関する戦略志向性の分化では，18BU（低

分化）及び 24BU（高分化）であり，差別化戦略に関する戦略志向性の分化では，24BU（低

分化）及び 19BU（高分化）である．このように BU 数に差があるのは同点が存在するため

である． 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
MKTG 4.84 1.14 3.93 1.38

R&D 4.68 1.11 5.11 1.57

BU長 4.59 1.33 4.75 1.96

ミドル 4.42 1.30 4.75 1.22

ロワー 4.39 1.33 3.79 1.73
MKTG 6.16 0.59 5.59 1.12

R&D 6.11 0.58 5.67 1.53

BU長 6.43 0.63 6.10 1.14

ミドル 6.29 0.34 5.97 0.81

ロワー 6.25 0.50 5.34 1.32

分化大

差別化
戦略

低コスト
戦略

分化小
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度が低い BU では，マーケティング部門の平均値の方がやや高く，R&D 部門の方がやや低

く，この差も 5%水準で有意である．ただし，平均値を比較すると両部門ともに平均値は分

化の程度が高い BU の両部門の範囲内にとどまっており，分化の程度が高い BU の方が著

しい差であるように思われる．一方，差別化戦略については，分化の程度が低い BU 群で

も高い BU 群でも部門間にあまり大きな差は見られない．分化の程度が高い BU 群では若

干ながら R&D 部門の方が上回っている．2 つの群ともに，平均値について統計的に有意な

差は見られなかった． 
 階層間に注目すると，低コスト戦略・差別化戦略ともに，BU 長とミドル・マネジメント

に比べ，ロワー・マネジメントの平均値が低いことが特徴である．分化の程度が低い BU
では，いずれの階層間にも統計的に有意な差は見られなかったのに対して，分化の程度が

高い BU では，BU 長とミドル・マネジメントの間，ミドルとロワー・マネジメントの平均

値の差は統計的に有意である．より具体的には，低コスト戦略の BU 長とロワー・マネジ

メントの平均値の差は 10%水準で有意であり，ミドル・マネジメントとロワー・マネジメ

ントの平均値の差は 5%水準で有意である．これに対して，差別化戦略では，BU 長とロワ

ー・マネジメントの平均値の差とミドル・マネジメントとロワー・マネジメントの平均値

の左はそれぞれ 5%水準と 10%水準で有意である． 
 平均値の比較を行なうと，このように階層間と職能間の平均値に以上のような差が見ら

れることがわかる．ただし，それぞれの標準偏差を見ると，全般に分化の程度が高い組織

の方が値は大きいために，分化の程度が高い BU では，階層間・職能間の分化に関して様々

なパターンが存在している可能性も残されている． 
 
5．ディスカッション 

 以上の分析の結果から，BU の追求する戦略によって，戦略志向性の分化が利益率に対し

て与える影響が異なることが確認された．より具体的には，差別化戦略を追求する場合に

は，組織内の戦略志向性の分化は負の影響をもたらすことが示された．このような結果は，

職能間の戦略志向性の分化に関しても，階層間の戦略志向性の分化に関しても同様に見ら

れている．これに対して，低コスト戦略の場合には，組織内の戦略志向性の分化は正の影

響を与えていた．低コスト戦略の戦略志向性の分化についても，階層間・職能間ともに企

業成果への正の影響が見られている．  
 差別化戦略を追求する場合に，階層間・職能間の戦略志向性の分化が企業成果に対して

負の影響をもたらすという結果は，言い換えると職能間・階層間で差別化に関する戦略的

なコンセンサスが求められるということを意味している．これは Hombrug et al.（1999）
において示されている結果とも整合的なものである．彼らは，マーケティング部門と R&D
部門の間の戦略的コンセンサスを分析対象にしており，実証結果では差別化戦略の戦略的

コンセンサスが企業の収益性に正の影響を与えることが示されている．彼らの研究では階

層間の戦略的なコンセンサスの影響を測定していないけれども，少なくとも職能間の戦略
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的コンセンサスについては，本章の分析結果においても同様の傾向が確認できるのである． 
 こうした結果は，実態としても比較的容易に理解できるように思われる．すなわち，差

別化戦略では，高品質な製品・サービスを創造し，その価値を顧客に認めてもらうことで，

高い利益を確保することができる．これを実現するために，製品開発プロセスにおいては

マーケティング部門や開発部門が問題意識や製品コンセプトを共有し，統合的に製品開発

とマーケティング施策の立案を行なう必要がある．このような部門間の協働に際しては，

両部門ともに差別化戦略を追求する必要性を強く認識することが求められると考えられる

からである． 
階層間においても同様に，BU 長だけが差別化を強く志向していたとしても，ミドル・マ

ネジメントやロワー・マネジメントに至るまで深くその意識が浸透していなければ，差別

化戦略の実現は困難であると考えられる．近年，Wooldridge and Floyd（1990）など戦略

の実行や実現のプロセスに注目し，ミドル・マネジメントの役割の重要性を強調する研究

が行なわれてきた背景にも，同じような問題があると考えられる．すなわち，多くの産業

において成熟化が生じ，差別化戦略の重要性が増大したことで，ミドル・マネジメントが

企業の戦略に対してどのような意識を持っているかが企業の収益性に大きな影響を及ぼす

ようになっていったのである． 
 表 5-3 に示されている差別化戦略についての平均値を確認すると，差別化戦略に関する戦

略志向性に分化が見られる組織において，どのような分化の状態が生じているかについて

平均的な傾向をより明確に確認することができる．まず，職能部門間の戦略志向性の分化

に関して，差別化戦略についての戦略志向性の分化が大きい BU 群のマーケティング部門

と R&D 部門の平均値を比べると，差はほとんど見られない．また，標準偏差が比較的大き

いことを考えると，マーケティング部門の差別化戦略に対する戦略志向性が強く，R&D 部

門が弱い場合と，R&D 部門の戦略志向性が強く，マーケティング部門が弱い場合のいずれ

もが存在している可能性がある． 
 階層間の戦略志向性の分化に関しては，分化の程度が高い BU 群では，BU 長とロワー・

マネジメント，ミドル・マネジメントとロワー・マネジメントとの間にはいずれも差別化

戦略についての戦略志向性に関して統計的に有意な平均値の差が見られている．これに対

して，分化の程度が小さい BU 群では，3 階層の間に差はほとんど見られていない．このこ

とから考えると，差別化戦略に対しての階層間の戦略志向性の分化は，差別化戦略につい

てのロワー・マネジメントの戦略志向性が弱いことによって生じている場合が多いように

思われる．すなわち，BU 長が差別化戦略を重視していたとしても，ロワー・マネジメント

まで浸透しておらず，そのことが差別化戦略の実現を困難にさせているのである． 
差別化戦略についての戦略志向性の分化とは対照的に，低コスト戦略に関しては，階層

間・職能間の戦略志向性の分化は利益率に対して，正の影響を示していた．すなわち，低

コスト戦略を追求する場合には，階層間・職能間での戦略志向性の分化がある方が好まし

いという結果が示されているのである．このような結果が見られる理由としては，以下の
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可能性が考えられるだろう． 
まず，低コスト戦略を追求する場合には，Lawrence and Lorsch(1967)が想定していたよ

うな組織の分化を維持したままの調整が可能であるという可能性がある．新製品開発やモ

デル・チェンジなどを行なう際に，職能間での高度な統合を必要とする差別化戦略に比べ，

低コスト戦略は，様々なコントロールメカニズムに頼ることができる．すなわち，直接的

に職能間で議論を行なわなくとも，標準化やヒエラルキーなど他の組織的な調整手段によ

って解決可能な部分が大きいと考えられるのである(Homburg et al., 1999)． 
表 5-3 に示されている職能部門間の低コスト戦略についての平均値を比較すると，分化の

程度が高い BU 群では，R&D 部門のコスト意識に比べ，マーケティング部門のコスト意識

が著しく小さい．すなわち，R&D 部門は比較的高い低コスト意識を持っているけれども，

マーケティング部門の人員は必ずしもそうした意識を共有していないのである．広告やプ

ロモーションなどのマーケティング施策は基本的にかなりのコストを必要とするため，低

コスト戦略を追求する強い志向性を持っていると，かえって有効なマーケティング施策を

立案することが難しくなるのかもしれない． 
また，階層間を見ても，同じように分化が見られる組織ほど，利益率が高いという傾向

が示されている．再び表 3 の階層間の平均値を比較すると，分化が大きい組織では，ロワ

ー・マネジメントの平均値が BU 長やミドル・マネジメントに比べて著しく低いという結

果が示されている．低コスト戦略を追求するためには，BU 長やミドル・マネジメントはそ

うした志向性を持つ必要があるけれども，必ずしも現場に近い階層までもがそうした意識

を持つ必要はないということを示唆しているように思われる． 
ただし，表 5-2 に示されているように，低コスト戦略の追求自体，利益率に対して負の影

響を示している．このことから，別の解釈も可能であるように思われる．すなわち，低コ

スト戦略の実現は非常に困難であり，必ずしも多くの企業にとって追求するべき戦略では

ない可能性がある23．このような状況下では，組織内の全員が揃って低コストを追求しよう

と，収益性を下げる道を推し進めることになり，それよりも，マーケティング部門や現場

に近いロワーがあまりそうした意識を共有せずに別の可能性を探る方が，新たな戦略の創

発につながるのかもしれないのである． 
環境変化のモデレート効果を検証した仮説では，職能間の戦略志向性の分化に対する環

境変化のモデレート効果は支持されなかったが，階層間の戦略志向性の分化に対するモデ

レート効果は差別化戦略と低コスト戦略ともに支持された．より具体的には，差別化戦略

では，顧客の嗜好変化速度が速い環境であるほど，差別化戦略に関する階層間の戦略志向

性の分化が利益率に与える負の影響は強まっていた．すなわち，環境変化の激しい状況で

は，差別化戦略についての階層間でのコンセンサスがより強く求められているのである．

                                                  
23 低コストを重視する戦略では，低価格での販売を伴うことが多いため，差別化戦略に比

べそもそも利益率が低い傾向にある．利益率に対する負の影響は，このことを示している

可能性もあり，その方が妥当な解釈であるかもしれない． 
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顧客の嗜好が激しく変化する状況下で顧客の知覚品質を高めるためには，顧客ニーズの変

化を迅速かつ的確に察知し，素早く新製品を導入することが求められる．そのためには，

BU 長だけでなく，ミドル・マネジメントやロワー・マネジメントに至る組織内全体の意識

を差別化戦略に向かわせないと，適切に対処することが難しくなるのだと考えられるだろ

う． 
これに対して，低コスト戦略では，顧客の嗜好変化速度が速い環境であるほど，差別化

戦略についての階層間の戦略志向性の分化が利益率に与える正の影響は強まっていた．環

境変化が激しい状況であるほど，低コスト戦略については階層間での戦略志向性の分化が

求められているのである．低コスト戦略の階層間分化の程度が大きい BU ではロワーの低

コスト戦略に対する意識が低いという事実を考えると，こうした結果は，BU 長など組織の

上層部とロワー・マネジメントのような現場に近い階層との間で異なる役割が求められて

いることを反映しているのではないかと考えられる．すなわち，組織の上層部では，コス

ト・コントロールを実行すべく製品開発に対する判断や生産効率の追求を行なうけれども，

現場では変化する顧客ニーズに対応するように行動する必要があるのである． 
以上のように，差別化戦略と低コスト戦略のいずれに関しても，環境変化のモデレート

効果が見られたことは，変化の早い環境に適切に対応するために，組織内の分化あるいは

コンセンサスを的確にマネジメントする必要があることを示唆しているように思われる． 
 
6．小括 

本章では，組織内の戦略志向性に関する職能間及び階層間の戦略志向性の分化が，企業

成果に対してどのような影響を与えるかを検討してきた．これまでの戦略的コンセンサス

研究の多くが，トップ・マネジメント・チーム内の戦略的コンセンサスを測定し，その影

響についての検証を行なってきた．先行研究では，職能間や階層間の戦略的コンセンサス

についても考察する必要があると指摘されてきたけれども，必ずしも実証的に考察されて

きたわけではない(Floyd & Wooldridge, 1992; Kellermanns et al., 2005)．しかしながら，

本章の分析結果からは，職能間・階層間の戦略に対する意識の相違も，企業の収益性に影

響を与えることが明らかとなった．立案した戦略を実現するためには，トップ・マネジメ

ント・チームという比較的小さな集団内だけでなく，組織レベルでも組織メンバーの戦略

的な意識の問題に注意を向ける必要があるのである． 
また，戦略によっても，組織内の分化が望ましいのか，あるいはコンセンサスが望まし

いのかが異なる可能性も示唆されている．すなわち，差別化戦略を追求する場合には，組

織内での戦略的なコンセンサスを得る必要があるけれども，低コスト戦略を追求する場合

には，むしろ分化している方が好ましい可能性があるのである．このような知見は，分化

と統合の問題を体系的に理解する手掛かりになると考えられる． 
 最後に，本章の分析及び考察に対する課題として，以下の点を指摘する必要があるだろ

う．まず，実証分析に関わる問題である．本章で行なった実証分析の実証結果は，統計的



74 
 

にあまり強いものではない．この原因としては，単一の質問項目を使用した尺度化を行な

っていることと，サンプルの数の問題が考えられる．本章の分析で行なったように，質問

項目への回答者の回答結果の差から組織内での分化やコンセンサスの尺度化を行なう場合

には，回答者個人の回答傾向の影響が出やすい．この点から考えると，今後さらに検討を

行なう上では尺度の信頼性を高める必要があるように思われる． 
第 2 に，本章では，ポーターの戦略類型に基づいて，低コスト戦略と差別化戦略につい

て，組織内での分化の影響を検討してきた．しかしながら，先行研究では戦略の多様な次

元が存在することが指摘されている(Venkatraman, 1989)．こうした多様な戦略次元を検討

することで，どのような場合に組織内での意識の相違が問題になるかについて，より体系

的な理解を得ることができるだろう， 
第 3 に，戦略の実行プロセスという観点から考えると，立案した戦略の有効性に影響を

与える要因は，当然ながら組織内の戦略志向性の分化だけではない．たとえば，組織内の

パワーの問題やミドル・マネジメントやロワー・マネジメントの戦略に対するコミットメ

ントの問題が挙げられる(Floyd & Wooldridge, 1992)．これらの相互関係を検討することで，

戦略の実行プロセスにおけるマネジメント上の課題を明らかにすることができると考えら

れる． 
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第 6 章 組織における多様な分化―環境認識，戦略志向性，コミットメント― 
 
1．はじめに 

 本章の目的は，①環境認識の分化と戦略志向性の分化，コミットメントの分化という組

織内での 3 つの分化の関係と，②それぞれが企業の成果に与える影響について検討するこ

とにある． 
組織内での組織メンバーの意識の一致が望ましいとする戦略的コンセンサス（Strategic 

Consensus）研究では，これまで多様な側面からの戦略的コンセンサスについて指摘されて

きた．たとえば，初期の戦略的コンセンサス研究では，環境認識に関するトップ・マネジ

メント・チーム内のコンセンサスが与える影響についての検討が行なわれている(Bourgeois 
et al., 1983; Dess & Keats, 1987)．また，企業の目標や目標を実現するための手段として

の戦略についてのコンセンサスの影響についても検討が行なわれてきている(Bourgeois III, 
1980; Bourgeois et al., 1983)．すなわち，どのような戦略を追求するべきか，あるいはど

のような戦略が重要かといった戦略志向性に関する組織内でのコンセンサスが企業成果に

対して与える影響について検討されているのである．これらの研究では，いずれも組織内

にコンセンサスが存在することで，協業や協調が生じやすくなり，戦略の実行をより円滑

に行なうことができるという想定がなされている． 
更に，Floyd and Wooldridge（1992）では，戦略に対する理解のコンセンサスとコミッ

トメントのコンセンサスの 2 次元で検討することの必要性が示唆されている．すなわち，

先行研究で指摘されてきたような戦略や環境に対する理解の程度に加えて，感情的にどの

程度組織にコミットしているかのコンセンサスもまた，組織構成員間の協業や協調行動な

ど戦略の実行を生み出す上で重要な影響を与えることを指摘しているのである．  
 このような多様なコンセンサスあるいは分化の存在は，現実に組織において様々な分化

が生じているという実態を示唆するものであるだろう．すなわち，組織メンバーの意識や

認識は，多様な側面において異なり，そこのことが企業の事業展開や組織内の調整活動に

影響を与える可能性があるのである．しかしながら，先行研究においては，このように個

別に特定の認識や意識の問題についてその影響が指摘されてきたけれども，必ずしも体系

的な議論や検討が行なわれているわけではない．また，一つの意識の相違が他の認識に対

して与える影響についても言及されてはこなかった．こうした問題の一つの帰結として，

戦略的コンセンサス研究の実証結果が一貫していないという問題点が提起されている

(Kellermanns et al., 2005)．  
 このように考えるならば，組織内の多様な分化の影響について体系的に検証を行ない，

それぞれの分化の間の関係についても整理する必要があるだろう．そこで，本章では，先

行研究において重要性が指摘されてきた①環境認識，②戦略志向性，③コミットメントと

いう 3 つの側面に関する組織内の分化を考察対象として，それぞれの概念間の関係と，企

業の成果に対して与える影響について検討を行なっていく． 
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2．仮説の導出 

組織メンバーの外部環境に対する認識は，彼らの戦略志向性に対して影響を与えるもの

である．企業の戦略は，直面している環境の状況に応じて決まるため，環境の状態をどの

ように認識するかによって，企業が追求するべきだと考えられる戦略は異なるからである． 
したがって，環境認識が異なる組織メンバー間では，戦略についての志向性も異なること

になるだろう． 
また，戦略情報を伝達する際にも，環境認識の分化によって，組織メンバー間で理解の

程度に差が生じる可能性がある．組織メンバーに同じ情報を与えたとしても，前提知識が

異なれば解釈が異なる場合があるからである．すなわち，伝えられた戦略が自分の認識す

る環境と適合的である組織メンバーは，その戦略を容易に理解することができる．これに

対して，自分の認識する環境と適合的でない場合には，なぜそのような戦略が必要なのか

を理解することができず，十分に納得しないあるいは判断を保留するといったことが生じ

うるからである．以上から，次の仮説を指摘することができる． 
 
仮説１：組織内で環境認識の分化が生じるほど，戦略志向性の分化は高まる 
 

 外部環境に対する認識は，個人の組織に対するコミットメントについても影響を与える

ものであると考えられる．なぜなら，環境に対する認識が個人の期待を形成し，それによ

ってモチベーションやコミットメントが変化するからである．たとえば，ポジティブな環

境であるほど，期待値が高まるために組織に対してコミットしようという意識は高まりや

すい．これに対して，ネガティブな環境であると，期待値が下がるため，モチベーション

は低下しやすいと考えられる．このように，外部環境に対するとらえ方でコミットメント

が変化するのであれば，環境認識の相違は，組織内にコミットメントの相違を生み出すだ

ろう．外部環境を自社にとってポジティブととらえている場合とネガティブにとらえてい

る場合とでコミットメントの程度は異なると考えられるのである．以上から，次の仮説が

指摘できる． 
 
仮説 2：組織内で環境認識の分化が生じるほど，コミットメントの分化は高まる 

 
戦略的コンセンサス研究において，組織内でのコンセンサスは企業成果に正の影響を与

えると想定されてきた(Bourgeois III, 1980; Floyd & Wooldridge, 1992)．こうした考えに

基づくならば，戦略志向性の分化やコミットメントの分化については，こうした企業成果

に対する負の影響が存在すると考えられる．なぜなら，組織内の諸活動の多くは相互依存

的であり，戦略志向性やコミットメントが異なることで，こうした協業を必要とするよう

な職務の遂行が困難になるからである．たとえば，戦略志向性の分化が高まるほど，組織
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メンバーの諸活動は一貫したものとはならず，高い品質や素早い納期・あるいは製品開発

などは困難になっていくだろう．また，戦略に関する合意の欠如は，調整を困難にさせる

可能性もある．同じように組織メンバー間で組織に対するコミットメントに分化が生じる

ことでも，他人と相互依存的な職務の遂行は困難になる．組織に対するコミットメントが

異なることで，必要な協力が得られない可能性があるからである．このように，戦略志向

性やコミットメントの相違は，組織メンバー間での協業や活動の一貫性を減少させるため，

戦略の実行を阻害すると考えられるのである．以上から，次の仮説が指摘できる． 
 
仮説 3：戦略志向性の分化が高まるほど，企業成果に負の影響がある 
仮説 4：コミットメントの分化が高まるほど，企業成果に負の影響がある 
 
 環境認識についても，組織メンバー間の環境認識の相違が企業成果に対して負の影響を

与えることが想定されてきた．(Dess & Keats, 1987)．しかしながら，異なる環境認識を有

していることは，それぞれが異なる職務を遂行している結果であり，適度な分業をしてい

ること自体は，組織活動に対して正の影響をもたらす可能性がある(Lawrence & Lorsch, 
1967)． 

このような，やや異なる視点を統合する一つの可能性として，次のような可能性が考え

られる．すなわち，前述したように環境認識の相違は，組織内に戦略志向性やコミットメ

ントの分化を生み出し，そのことが組織活動を困難にさせる．しかしながら，こうした他

の分化を生み出すという経路を考えないのであれば，適度な分業の結果として生じた環境

認識の相違自体は，企業成果に対して正の影響を与えるという可能性である．それぞれの

組織メンバーが異なる環境認識をしていたとしても，戦略認識やコミットメントについて

のコンセンサスが見られている状況では，企業活動は効率的に遂行することが可能なので

ある．以上から，次の仮説が指摘できる． 
 
仮説 5：環境認識の分化が高まるほど，企業成果に正の影響がある 
 
これまで指摘してきた仮説と概念との関係を図示したものが図 6-1 である． 
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図 6-1 概念と仮説の関係 

 

コミットメントの分化

環境認識の分化

戦略志向性の分化

企業成果

H1

H2

H5

H4

H3
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3．方法とデータ 

(1)サンプル 
本章のサンプルは，第 3 回質問票調査で得られたデータに基づいている．集まったデー

タは全部で 139BU ある．第 4 章及び 5 章とは異なり，本章では階層間や職能間での分化の

問題を扱うのではなく，１つの BU を 1 集団ととらえ，その中での意識の分散の程度に基

づいて分化の測定を行なう．このため，139BU すべてが分析の対象となっている．データ

の収集方法やサンプルの特徴については第 3 章に記述されている． 
 
(2)測定尺度 
環境認識の分化 
 BU が直面する外部環境を多様な側面から測定するために，変化の程度や複雑性，豊穣性，

BU に対する制約の程度など，外部環境について複数の次元を尋ねている．こうした外部環

境の測定は，外部環境についての認識を扱っている戦略的コンセンサス研究での操作化と

一致するものであり，また外部環境そのものが企業の事業活動にもたらす影響を検討する

研究とも合致している(Dess & Beard, 1984; Dess & Keats, 1987; Rasheed & Prescott, 
1987)． 

より具体的には，BU の主たる事業が直面する経営環境について，表 6-1 に示した 18 項

目の各質問文がどの程度合致しているかを尋ね，7 点尺度で回答してもらっている．回答値

が低いほど，回答者は質問文を BU の直面する環境とは全く異なると考え，回答値が高い

ほど BU の直面する環境と合致していると考えていることになる． 
 質問票では，1 つの BU 内で同じ質問項目について BU 長を含む 7 人の回答者に回答をし

てもらっている．そのため，BU ごとに環境認識に対する回答の標準偏差を算出することで，

各 BU の環境認識の分化の程度を測定することができる．回収されたデータをもとに，ま

ず 18 項目のそれぞれについて標準偏差を算出し，信頼性分析を行なった．この結果，4 項

目（表 6-1 に示されている⑤及び⑪，⑯，⑰，⑱）が除外された．除外した後のクロンバッ

クのαは 0.632 であった．18 項目からこの 4 項目を除外し，残された 14 項目の BU ごと

の標準偏差を合計することで，各 BU における環境認識の分化の程度とした． 
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表 6-1： 環境認識の質問項目と記述統計 

平均値 標準偏差

① 顧客に応じて開発・生産活動を個別対応する必要性が高い 4.98 1.07

② どんな顧客に対しても，同一の標準的な価格戦略・マーケティング戦略が適用可能である 2.98 0.77

③ 顧客の需要や嗜好は安定しており，予測できない変動は少ない 3.29 0.78

④ 競争ポジションを維持するためには，製品やサービスの生産・供給方法を頻繁に変更しなければならない 4.00 0.87

⑤ この2～3年の間に主たる事業の中核技術や業務構造は変化していない 4.67 0.99

⑥ 製品・サービスの需要は，これまでも今後も拡大していく見込みである 4.42 1.18

⑦ 現在も将来も市場開拓する余地が大きく残されている 4.90 0.94

⑧ BUの直面している外部環境は複雑で，理解することは難しい 3.84 0.68

⑨ 製品やサービスを供給する上で，非常に多くの外部組織・集団・個人と調整する必要がある 4.73 0.81

⑩ BUの経営課題の解決には，多様な職能やBU外の専門知識が必要になることが多い 4.78 0.62

⑪ 経営環境はこのBUに追い風で好都合である 3.04 0.92

⑫ 主要な競合企業は挑戦的・敵対的な行動に出ることが多い 4.72 0.78

⑬ 競合企業の行動が，自社の様々な事業活動に影響を及ぼすことが多い 5.30 0.67

⑭ 主要な競合企業・供給業者・顧客の行動は，多くの場合予測可能である 4.20 0.47

⑮ 経営環境や課題を把握する上で，経験や勘に頼らざるを得ないことが多い 3.70 0.57

⑯ 自社の行動を通じて，市場環境や競争条件に影響を与え変化させることができる 4.82 0.70

⑰ 自社の行動は，原材料供給業者・部品業者によって制約されている 4.07 0.79

⑱ 自社の行動は，流通業者・大口顧客によって制約されている 4.15 0.83

環境認識

質問文
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戦略志向性の分化 
 企業の戦略志向性を測定する方法は大きく分けて 2 つ存在している．1 つは，戦略自体を

類型化し，どの程度その戦略を追求しているのかを測定するものである(Miles, Snow, 
Meyer, & Coleman Jr, 1978; Porter, 1980)．もう 1 つは，企業の戦略自体が複数の次元か

らなるものであると考え，複数の次元から多面的に測定方法である(Venkatraman, 1989)． 
組織内での戦略的コンセンサスを扱う研究でも，この両方の立場が存在している

(Kellermanns et al., 2005)．第 4 章では，Porter(1980)の戦略類型に基づいて，差別化戦略

とコスト・リーダーシップ戦略という 2 つの戦略志向性に関する組織内の分化の問題を扱

った．しかしながら，特定の戦略についてのコンセンサスや分化の問題とは別に，戦略の

多面的な側面についても戦略認識に対する分化は生じうるものである．また，実際に戦略

を実行する上では，差別化戦略やコスト・リーダーシップ戦略など類型化された体系的な

部分での合意ではなく，BU の追求している戦略に関してより詳細に理解をしている必要が

あるかもしれない．そこで，環境認識についての測定と同様に，BU の戦略についても複数

の質問項目で尋ね，総合的にどの程度組織内で戦略志向性に関する分化が生じているのか

を測定した． 
 より具体的には，表 6-2 に示した 11 項目の経営戦略に関する基本的な考え方が，それぞ

れ自分の所属する BU の実態とどの程度合致しているかを尋ね，7 点尺度で回答してもらっ

ている．回答値が低いほど，回答者は質問文を BU の戦略とは全く異なると考え，回答値

が高いほど BU の戦略と合致していると考えていることになる． 
 環境認識についての質問と同様に，戦略志向性についても BU ごとに BU の戦略志向性

に関する回答の標準偏差を算出することで，各 BU における戦略志向性の分化の程度を測

定することができる．回収されたデータをもとに，まず 11 項目のそれぞれについて標準偏

差を算出し，信頼性分析を行なった．この結果，2 項目（表 6-2 に示されている⑤及び⑥）

が除外された．除外した後のクロンバックのαは 0.581 であった24．11 項目からこの 2 項

目を除外し，残された 11 項目の BU ごとの標準偏差を合計することで，各 BU における戦

略志向性の分化の程度とした． 
 
コミットメントの分化 
 組織内で戦略に対してどの程度異なる認識がなされているかという戦略志向性の分化の

問題とは別に，実際にそれぞれの個人が組織に対してどの程度コミットメントを行なう用

                                                  
24 クロンバックのαが十分に高くないのは，様々な側面から戦略志向性を測定しており，

項目によってコンセンサスが容易なものと困難なものが含まれているためであると思われ

る．ただし，ある程度の高さはあり，類似した傾向は見られるため，分析と解釈は可能で

あると考えられる． 
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意があるのかという感情的な要素についても，分化やコンセンサスが戦略の実行に対して

影響を与えうるものである(Floyd & Wooldridge, 1992)．そこで，回答者個人の組織に対す

るコミットメントを尋ねることで，こうした感情的な部分についての測定を行なった． 
より具体的には，あなたとあなたの組織との関係を説明した表 6-3 に示した 5 項目の各

質問文が，あなたにどの程度あてはまるかを尋ね，7 点尺度で回答してもらっている．回答

値が低いほど，回答者は質問文を自分と組織との関係とは全く異なると考え，回答値が高

いほど自分と組織との関係と合致していると考えていることになる． 
 上述した 2 つの分化の程度と同様に，コミットメントに関する質問項目についても，各

質問項目への回答値の BU 内での標準偏差を取ることで，組織内のコミットメントの分化

の程度を算出した．コミットメントに関する 5 項目の標準偏差のクロンバックのαは 0.608
であり，5 つの標準偏差を合計して，コミットメントの分化の程度とした． 
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表 6-2： 戦略志向性の質問項目と記述統計 

 
 

表 6-3：コミットメントの質問項目と記述統計 

 

平均値 標準偏差

① 外部の経営環境で重要な変化が生じた後で，初めて行動を起こすことが多い 4.10 0.69

② 未知の市場に対しても，広範な情報収集活動を展開し，将来起こりうる外部環境の変化を常に検討している 4.28 0.72

③ 競合企業と同一市場で正面から対決する 5.05 0.89

④ 競争相手と同等あるいはそれ以上に製品・サービスの品揃えを幅広く用意することが重視される 4.77 0.97

⑤ 収益性が確実に見込まれるプロジェクトが承認される傾向にある 5.22 0.64

⑥ 競争相手よりも圧倒的な低コストで製品・サービスを提供しようとしている 3.40 0.88

⑦ たとえ短期的な利益を犠牲にしても，シェアを高めることを追求する 3.56 0.84

⑧ 常に新製品・新市場開発のリスクを積極的に負い，業界内でイノベーションを先導している 3.84 0.96

⑨ 競争相手よりも，高付加価値・高品質を追求する 5.33 0.82

⑩ 念頭に置くセグメントは，有力な競合企業と比較して非常に狭い 3.73 0.80

⑪ 操業度を上げたり，固定費をまかなうために，売価を下げてでも売上を上げることが重視される 3.34 0.85

戦略志向性

質問文

平均値 標準偏差

① 私は，この組織の一員であることを他人に話すことを誇りに思う 5.19 0.55

② 私は，この組織がうまく行くためには，通常期待される以上の努力投入を進んで行う 5.69 0.37

③ 私は，この組織で働くために，どのような種類の職務も引き受ける用意がある 4.84 0.65

④ 私は，この組織の将来を本気で考えている 5.77 0.38

⑤ 私は，他の組織と比較して，今の組織にいることを非常に嬉しく思う 5.45 0.57

コミットメント

質問文
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企業成果 
 企業の成果を示す変数として，本章では（1）主観的な成果と（2）市場志向性の 2 つを

測定している．主観的な事業成果に加えて，市場志向性を成果変数としたのは，市場志向

性が単に企業の志向性の１つというだけでなく，市場適応活動の成否を示すものとして先

行研究で扱われているからである(Kohli & Jaworski, 1990; Narver & Slater, 1990)．すな

わち，市場志向性は，市場志向というマーケティング活動のあるべき姿を操作化したもの

であり，企業がどの程度顧客や市場に向けた活動をできているかあるいは意識を持ててい

るかを測定しているのである．それぞれについて，以下で説明を行なうことにしよう． 
 主観成果については，主要な競合他社（上位 3 社程度）と比較した場合に，①製品・サ

ービスの品質，②製品・サービスのコスト，③製品・サービスの納期，④BU の売上高成長

率，⑤BU の収益性の各項目がそれぞれどの程度であると評価できるかを尋ね，7 点尺度（1
＝主要な競合他社より際立って劣っている 7＝主要な競合他社より際立って優れている）で

回答してもらった．5 項目のそれぞれについて，まず BU 内の回答者の平均値をとり BU ご

との主観成果についての 5 項目の変数を作成した．この 5 項目について信頼性分析を行な

った結果，クロンバックのαは 0.807 であった．その後，5 項目の平均値をとり主観成果と

した． 
 市場志向性については，Kohli and Jaworski（1990）に基づいて，表 6-4 に示した 12 項

目の質問文によって測定している．質問票では，それぞれの質問文が所属する BU にどの

程度あてはまるかを尋ね，7 点尺度（1＝まったく違う，7＝まったくその通り）で回答して

もらっている．市場志向性についても，12 項目のそれぞれについてまず BU 内の回答者の

平均値をとり，BU ごとに市場志向性に関する 12 項目の変数を作成した．この 12 項目に

ついて，信頼性分析を行なった結果，クロンバックのαは 0.858 であった．その後，12 項

目の平均値をとり，市場志向性とした． 
 また，第 2 章で述べたように，Kohli and Jaworski(1990)では，市場志向性は「情報生成

（ Intelligence generation ）」，「情報普及（ Intelligence Dissemination ）」，「反応

（Responsiveness）」の 3 つの下位次元に分けられている．質問票でもこの 3 次元の全てに

ついて尋ねており，12 項目のうちそれぞれ 4 項目，3 項目，5 項目の質問が各次元に対応

している．各次元に分けて信頼性分析を行ない，クロンバックのαを算出した結果，それ

ぞれ 0.765（情報生成）, 0.631（情報普及）,  0.809（反応）という結果が得られている．

各次元について，それぞれ平均値をとり，情報生成，情報普及，反応という市場志向の 3
つの下位次元の変数を作成した． 
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表 6-4：市場志向性の質問項目と記述統計 

 
 
 
 

平均値 標準偏差 下位次元

① 製品やサービスについて将来のニーズを把握するために，定期的に顧客と接触している 5.05 0.78 情報生成

② BU内で市場や顧客についての独自調査を数多く実施している 4.12 0.81 情報生成

③
製品やサービスの質を評価してもらうため，少なくとも年に1回は実際に自社製品を購買した顧客への調査
を行っている

4.23 1.10
情報生成

④
顧客の購買に影響を与える人々（小売業者や流通業者など）を対象に直接対話やアンケート調査を頻繁に
行っている

3.58 0.91
情報生成

⑤ インフォーマルの場でも競合他社の戦略や戦術に関する会話が頻繁になされている 4.70 0.66 情報普及

⑥
マーケティング部門の人は，顧客の将来のニーズについて，他の職能の同僚と議論するのに多くの時間を
割いている

3.82 0.57
情報普及

⑦
ある職能部門が，競合他社に関する重要な情報を入手したとき，他の部門に対してその情報を伝えるのが
遅い（R)

4.33 0.69
情報普及

⑧ 競合他社の価格変更への対策を決定するのに限りなく時間がかかる（R) 4.34 0.84 反応

⑨ マーケット・セグメンテーションの原理・原則に基づいて新製品開発が進められる 4.10 0.73 反応

⑩ 様々な理由で，顧客の製品やサービスに関するニーズが無視されがちだ（R) 4.86 0.62 反応

⑪ BUの製品ラインは現実の市場ニーズよりも内向きの事情に影響されることが多い（R) 4.32 0.79 反応

⑫ 顧客からの苦情の声はどこかに埋もれてしまうことが多い（R) 5.06 0.70 反応

注：　（R)と記述されている質問項目は逆転尺度であり，逆転処理（8を回答値から引く）を行った後の平均値と記述統計を示している．

質問文

市場志向性
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4．分析結果 

 仮説の検証を行なうために，本章ではパス解析を用いて分析を行なっている．パス解析

を行なうことで，組織内の異なる分化間の関係と，それぞれが企業の成果に与える影響を

同時に分析することが可能となる． 
図 6-2 は，企業の主観成果の平均を成果変数としたパス解析の結果を示している．図では，

分析モデルとモデルの適合度を示す諸指標，主要な係数及びその有意水準が示されている．

分析モデル（χ2=1.054, d.f.=1, p=.305, CFI=.998, GFI=.996, AGFI=.962, RMSEA=.020）
とデータは十分に適合していると思われる． 
 環境認識の分化が戦略志向性の分化とコミットメントの分化に与える影響は，それぞれ

0.24 と 0.19 であり，いずれも統計的に有意な係数を示している．また，環境認識の分化及

び戦略志向性の分化，コミットメントの分化が企業成果に与える影響も，それぞれ，0.14，
－0.27, －0.24 であり，いずれも統計的に有意な係数を示している．ただし，環境認識の分

化と企業成果とのパスについては 10%水準の有意であった． 
 

図 6-2： 主観成果と組織内の分化 

 
 
成果変数を市場志向性に変えたモデルの分析結果を示しているのが図 6-3 である．このモ

デルに関しても，分析モデル（χ2=1.054, d.f.=1, p=.305, CFI=.998, GFI=.996, AGFI=.962, 
RMSEA=.020）とデータは十分に適合していると思われる． 

注：値はすべて標準化係数である．***は0.1％水準，**は1￥％水準，*は5%水準，†は10%水準で有意であることを示している．

環境認識の分化

χ2=1.054,d.f.=1, p=.305
CFI =.998
GFI=.996
AGFI=.962
RMSEA=.020

.19*

.24**

.14†

‐.24**

‐.27***

コミットメントの分化

e1

主観成果

e3

戦略志向性の分化

e2



87 
 

 それぞれのパスの影響についても，ほぼ同様の傾向が確認できる．市場志向性を成果変

数にした場合の環境認識の分化が戦略志向性の分化とコミットメントの分化に与える影響

は，それぞれ 0.27 と 0.19 であり，いずれも統計的に有意な係数を示している．また，環境

認識の分化及び戦略志向性の分化，コミットメントの分化が企業成果に与える影響も，そ

れぞれ，0.21，－0.21, －0.27 であり，いずれも統計的に有意な係数を示している． 
  

図 6-3:市場志向性と組織内の分化 

 
 
以上の分析結果は，全ての仮説について支持を示している．すなわち，環境認識の分化

は，組織内での戦略志向性の分化とコミットメントの分化に正の影響を与えていた（仮説 1
及び仮説 2）．企業の成果とそれぞれの意識の分散との関係については，戦略志向性の分化

とコミットメントの分化は企業成果に対して負の影響を与え（仮説 3 及び仮説 4），環境認

識の分化は企業成果に正の影響を示していたのである（仮説 5）．このような結果は，企業

成果を主観的成果にした場合でも，市場志向性にした場合でも，同様に見られていた． 
 市場志向性を 3 つの下位次元（「情報生成」・「情報普及」・「反応」）に分けて，それぞれ

に対する組織内の分化の影響を見ることで，組織内で構成員の意識が分化することによっ

て，企業の市場対応がどのような影響を受けるのかについてより深く理解することができ

る．そのため，これまで分析したモデルを修正し，成果変数に因果関係を想定したモデル

を作成した．より具体的には，市場志向性を情報生成，情報普及，反応という 3 段階の市

場情報処理プロセスに分割し，反応が主観的成果に影響を与えるという因果モデルを作成

注：値はすべて標準化係数である．***は0.1％水準，**は1￥％水準，*は5%水準，†は10%水準で有意であることを示している．
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し，分析を行なった． 
モデルの分析結果を示しているのが図 6-4 である．図では，有意な影響を示すパスのみを

残したモデルの推計結果を示している．このモデルに関しても，分析モデル（χ2=8.535, 
d.f.=8, p=.481, CFI=1.000, GFI=.983, AGFI=.947, RMSEA=.000）とデータは十分に適合

していると思われる25． 
  

図 6-4 市場志向性因果モデル 

 

 
 まず市場志向性の各次元と主観的成果との関係をみると，情報生成から情報普及への影

響は 0.50 であり，情報普及から反応への影響は 0.43，反応から主観的成果への影響は 0.53
である．いずれも比較的強い影響を示しており，市場志向性を市場情報に関する情報処理

プロセスとして捉えることができることがわかる． 
 組織内の意識の分散が市場志向性の 3 つの下位次元と主観的成果へ与える影響について

見ると，それぞれ異なる影響を示していることが分かる．戦略志向性の分化は，情報生成

に対して負の影響を与えており，その標準化係数は－0.15 である．また主観的成果へも直

接的に－0.21 の影響を与えている．コミットメントの分化から主観的成果への直接的な影

響については，統計的に有意な影響は見られなかったが，市場志向性の各次元に対しては，

いずれも負の影響を与えていた．このコミットメントの分化から情報生成及び情報普及，

反応への影響の標準化係数は，それぞれ－0.16, －0.15, －0.18 である．環境認識の分化か

ら直接影響が示されているのは，反応のみであり，0.22 の影響が示されている． 
このように，組織の分化が企業の成果に与える影響には，企業の市場適応的な活動を阻

                                                  
25 適合度を上げるために，誤差項間の共分散を許容している． 

注：値はすべて標準化係数である．***は0.1％水準，**は1￥％水準，*は5%水準，†は10%水準で有意であることを示している．
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害あるいは促進することで，企業の成果に影響を与えるという経路と，直接的に成果に影

響を与える経路の 2 つのものが存在することが分かる． 
本章では，パス解析を利用して，組織内の意識の分化と企業成果との関係についての検

証を行なった．分析結果をまとめると，次のように指摘することができる．企業成果に主

観成果と市場志向性を用いてパス解析の推計結果をまとめたものが，それぞれ図 6-2 と図

6-3 である．いずれに関しても，組織内の分化と企業成果との間に統計的に有意な関係が確

認できる．すなわち，環境認識の分化は，戦略志向性の分化とコミットメントの分化に対

して正の影響を与え，戦略志向性の分化とコミットメントの分化は，企業成果に対して負

の影響を与えていた．こうした企業成果に対する負の影響を持つ経路の影響を除くと，環

境認識の分化と企業成果との間には，正の影響関係があることが確認された．このような

結果は，いずれも本章の仮説を支持するものであった．また，市場志向性を下位次元に分

けて，組織内の分化によって，企業の市場志向がどのような影響を受けるのかについてよ

り詳しく検討を行なった結果（図 6-4），環境認識の分化及び，戦略理解の分化，コミット

メントの分化という 3 つの分化が企業成果に与える影響はやや異なることも示されていた．  
  
5．ディスカッション 

以上の分析結果から，組織内の意識の分化と企業成果との関係について，以下の 3 点の

知見を指摘することができる． 
まず第 1 に，環境認識の分化は，組織内に戦略理解の分化とコミットメントの分化とい

う 2 つの分化に正の影響を与えていた．組織内で直面する環境についての見解に相違が生

じることは，単に外部に対する認識が異なるということだけでなく，更に 2 つの意味で認

識の相違を生み出すのである．１つは自社の追求する戦略についての合意形成についての

困難さであり，もう 1 つは組織メンバー間での組織に対するコミットメント意識の相違で

ある． 
環境認識の相違が戦略志向性に関する組織内の相違を生み出す理由の１つとして，環境

認識が異なることで，戦略についてのコミュニケーションが困難になる可能性が挙げられ

る．なぜなら，仮に量的には十分なコミュニケーションが行なわれていたとしても，環境

認識が異なる場合には，実際にその戦略に対して合意が得られるとは限らないからである．

たとえば，BU 長が戦略を決定し，それをミドル・マネジメントやロワー・マネジメントな

ど BU 内の各構成員に伝達するような単純な構造を想定してみよう．BU 長と等しい認識を

有している部下は伝達された戦略について容易に理解することができ，BU として目指すべ

き戦略として合意をするだろう．しかし，BU 長とは異なる環境認識を有している部下は，

なぜそのような戦略が必要なのかを理解することが困難であり，同じ情報を与えられたと

しても，十分に合意をしないままであるかもしれないのである． 
組織メンバーが理解するべき組織の戦略が比較的抽象度の高い，大筋に関するものだけ

であるならば，戦略志向性を一致させるというのは環境認識が異なる場合でも可能かもし
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れない．しかし，本章で測定したように，戦略の多様な次元に関しての共通理解を生み出

すためには，環境認識が異なることが障害となる可能性が考えられるだろう．また，現実

にも，戦略は単に一つのフレーズで済むものではなく，多様な側面についての理解が要求

されると考えられる．このように考えると，組織メンバーの戦略に対する理解を高める 1
つの方法として，まず環境認識についての合意が得られるように，現在自分たちが直面し

ている事業環境について議論を行なうことが考えられるだろう． 
こうした環境認識の分化と戦略意識の分化との関係は，先行研究の結果とも整合的であ

る．たとえば，Knight et al（1999）では，トップ・マネジメント・チームの構成員が専門

とする職能の多様性がトップ・マネジメント・チーム内での戦略的コンセンサスに負の影

響を与えることを示している．異なる専門性をもつ人々が集まるほど，戦略に対するコン

センサスは得られにくくなるのである．専門性の多様性は，それぞれの組織メンバーが違

った下位環境に直面してきたことを意味している(Lawrence & Lorsch, 1967)．こうした下

位環境の相違は，各メンバーに異なる環境認識を与えるものだと考えられる． 
環境認識の分化は，組織内に戦略認識の分化だけでなく，コミットメントの分化も高め

る効果を示していた．すなわち，組織に対して帰属意識を感じ，組織のためにエネルギー

を投じることに喜びを覚える人材がいる一方で，そうした意識の低い人材も混ざるという

事態を生じさせるのである．環境認識の相違によって，コミットメントに差が生じる理由

として，たとえば，現在の外部環境を BU にとっての成長機会と考えている組織メンバー

は組織に対してコミットメント意識を高める一方で，環境を BU にとっての脅威と考えて

いる組織メンバーはコミットメントを低下させる可能性が考えられる．外部環境について

の認識が個々人の期待を変化させ，それによってモチベーションや帰属意識が増減するの

である． 
このように，環境認識の相違は，単に外部に対して違った見方が存在するというだけな

く，BU の戦略に対する認識にも差異が生みだし，またそれぞれの個人のコミットメントに

も BU 内での分化を生じさせる原因ともなるのである．このことは，BU として事業展開を

進めていく上で，障害となる可能性があるだろう． 
実際，分析結果では，戦略志向性の分化とコミットメントの分化が企業の成果に対して

負の影響を与えていた．これが第 2 の点である．BU 内の組織メンバーの従事する活動の多

くは相互依存的であるために，戦略に対する理解や意識が相違やメンバーのコミットメン

トに差があることで，円滑な事業活動を行なうことが難しくなるのだろう．こうした結果

は，戦略的コンセンサスの先行研究の結果とも整合的なものである(Homburg et al., 1999; 
Kellermanns et al., 2005)． 

ただし，戦略志向性の分化とコミットメントの分化とでは，企業の成果に対して与える

影響が異なることも示唆されていた．このことは，市場志向性の下位次元と主観的成果の

両方を加えたモデルの分析結果から判断できる．すなわち，戦略志向性の分化は，市場志

向性については情報生成のみに影響を与え，これに加えて主観的成果に直接的に影響を与



91 
 

えていた．これに対してコミットメントの分化は，市場志向性の 3 つの下位次元（情報生

成・情報普及・反応）のいずれに対してもほぼ等しく影響を与え，主観的成果に対しては

統計的に有意な影響は見られなかったのである． 
 戦略志向性の分化が市場情報の収集活動に影響を与えることは，組織内に戦略に対する

理解について分散が生じていると，必要な市場情報が入手できないことを意味している可

能性がある．必要な市場情報は戦略によって異なるため，戦略志向性に分化が生じている

状況では，情報収集活動に関して，情報収集を行なう側は行動として実行していると思っ

ていたとしても，それ以外の人間は必要な情報を適切に収集していないと評価するだろう．

その結果として，適切な収集活動を行なうことが難しくなるのである．先行研究において

も，マーケティング部門と R&D 部門のマネジャーを対象とした部門間協業に関する調査結

果から，マーケティング部門の収集した情報に対して，R&D 部門はそれが役に立つと評価

していないことが多いことが示されている(Gupta et al., 1986a)．こうした発見事実は，そ

もそも部門間で環境認識が異なることによって発生しているのかもしれない． 
 また，戦略志向性の分化は，主観成果に対する直接的な負の影響が大きいことも示され

ていた．すなわち，組織内の戦略志向性の分化には，企業の市場適応活動が阻害されると

いう影響だけでなく，コストや品質，収益性に対して直接低下させる影響が存在している

のである． 
これに対して，コミットメントの分化は，収益性などの主観成果よりも市場志向性に対

して強い影響を示している．Kohli and Jaworski（1990）の市場志向性は，情報を収集し

て，その情報を組織内に伝達して，それに基づいて顧客ニーズに対応するという一連の市

場情報の処理プロセスに注目したものである．組織メンバーのコミットメントの程度が異

なると，こうした部門横断的な活動を円滑に行なうことが困難になるのだろう． 
第 3 に，しかしながら，こうした影響を除外すると，環境認識の分化自体は成果に対し

て直接的には正の影響を示していた．分析結果のいずれにおいても，環境認識の分化と市

場志向性あるいは主観成果との間には，有意な正の影響が見られていたのである．しかし

ながら，標準化総合効果をみると，主観成果に対しては 0.013，市場志向性に対しては 0.023
とほとんど影響を示していない．前述したように，環境認識の分化は，戦略志向性の分化

とコミットメントの分化に対していずれも正の影響を与え，この 2 つの分化が企業成果に

対してマイナスの影響を示しているからである．  
この結果は，環境認識に関する組織内での分化と，戦略志向性やコミットメントの分化

とはそもそも異なる性質のものである可能性を示唆しているように思われる．環境認識に

ついての相違は，自身の担当する職務の相違とその結果として生じる直面する環境の相違

によって生じるものである(Lawrence & Lorsch, 1967)．したがって，組織内で違った環境

認識を有していることは，分業が発達していることを意味している．これに対して，戦略

認識の分化やコミットメントの分化は，一方で環境認識の分化によって発生するけれども，

他方でコミュニケーションの問題や組織プロセスの問題によっても生じるものだろう．す
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なわち，Lawrence and Lorsch（1967）ら組織の分化と統合の問題を扱った研究者の想定

していた組織内での構成員の認識の分化の問題と，戦略的コンセンサスの問題を扱った研

究者の想定していた分化とでは，その影響も改善措置も異なる可能性が考えられるのであ

る．ただし，両者の間には影響関係が見られるため，環境認識の相違によって生み出され

る戦略志向性の分化やコミットメントの分化を自然のまま放置すると，市場適応活動や戦

略の実行などにおいて問題が生じるのである． 
このように考えると，環境認識の分化を維持したまま戦略志向性やコミットメントの分

化のみ抑制するということも可能なのかもしれない．もし戦略認識とコミットメントの分

化を抑制するような他の手段があるとしたら，環境認識において分化が生じていること自

体はかえって成果に対してプラスの影響を与える可能性がある．本章の分析結果からは，

特に市場に対する反応活動を高める可能性示唆されていた．市場志向性を下位次元に分け

て，企業成果に対する影響をより詳しく分析したパス解析の結果では，環境認識の分化は

反応に対してのみ統計的に有意な正の影響を与えていたからである．  
 

6．小括 

本章では，環境認識の分化と戦略志向性の分化，コミットメントの分化という組織内の

異なる 3 つの分化が，企業のパフォーマンスに与える影響を検討してきた．本章の発見事

実は，以下の含意を持つと考えられる． 
まず，理論的には，本章で扱った 3 つの分化について先行研究でも言及されてきた(Floyd 

& Wooldridge, 1992; Kellermanns et al., 2005)．しかしながら，先行研究では，必ずしも

これらの相互関係や企業成果への影響について同時に比較分析を行なってきたわけではな

い．本章の分析結果によれば，3 つの分化はそれぞれに異なる影響関係を示していた．とり

わけ，環境認識の分化が戦略志向性の分化及びコミットメントの分化とは異なり，企業成

果に対する直接的な影響としては正の影響を与えているという点は，コンティンジェンシ

ー理論と戦略的コンセンサス研究を体系的に理解する上で，重要な示唆であるように思わ

れる． 
また，実務的にも，組織メンバー間での意識の相違について留意するべき点が幾つか示

唆されていた．まず，環境認識が異なることによって生じる問題は，戦略志向性やコミッ

トメントに分化が生じる点であることである．すなわち，こうした分化を抑制することが

できれば，外部環境に対する認識は異なっていても，組織的に市場適応を行なうことは可

能であり，むしろより有効である可能性も存在しているのである．また逆に，組織内に比

較的著しい戦略志向性の分化やコミットメントの分化が生じている場合には，まず BU 内

で外部環境について議論し，組織メンバー間での見解を揃えることによって，これらの相

違を軽減可能であると考えられる．したがって，BU 内がどのような分化の状態であるのか

を一度検討する必要があるだろう． 
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 本章の課題としては以下が考えられる．まず第 1 に，本章の分析では，一つの BU 内で

複数の回答者に同一の質問項目に回答してもらい，この回答結果の分散の程度によって組

織の分化の程度を測定している．このような方法は，組織内での多様な分化の実態を測定

可能であるという利点がある一方で，間接的に分化の存在を想定しているという限界が存

在しているように思われる．先行研究においてもこのような分化の測定方法が用いられて

いるけれども，より直接的に認識の相違を測定する別の方法を検討する必要があるかもし

れない． 
第 2 に，本章では組織内の多様な分化と企業成果との関係について検討してきたけれど

も，このような組織内での分化がどのような構造的あるいは個人的要因によって生じるの

か，あるいはどのような組織的プロセスによって対処可能なのかといった点については検

討してこなかった．これらの点について検討を加えることは，理論的にも実務的にもより

示唆を得ることができるものだと思われる． 
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第 7 章：戦略志向性の分化と組織プロセスの影響 
 
1．はじめに 

本章では，組織内の戦略志向性の分化に影響を与える組織的要因について検討を行なっ

ていく．より具体的には，①リーダーシップ，②公式的なルールや規則，③水平的関係の 3
つに焦点を当てて，組織の分化に対する影響を検討していく． 
これまでの章で指摘してきたように，戦略的コンセンサス研究と組織の分化研究の 1 つ

の相違は，その影響要因の検討についてである．組織メンバー間の環境認識や戦略的な志

向性に関する認識の一致に注目した戦略的コンセンサス研究では，主としてトップ・マネ

ジメント・チームを対象とした研究が中心に行なわれてきた(Bourgeois et al., 1983; Dess 
& Origer, 1987)．そのため，その影響要因についても，主として集団内のプロセスに焦点

が当てられてきた(Knight et al., 1999; Priem & Price, 1991)．たとえば，Knight et al（1999）
では，集団内の人間関係的なコンフリクトと合意追求の姿勢の 2 つの集団プロセスがコン

センサスに対して与える影響が検討されている．トップ・マネジメント・チームは組織内

の特定の一部の集団であるため，社会心理学の対象となるような集団内の合意形成プロセ

スに影響を与える要因に注目が集められてきたのである． 
これに対して，組織の分化と統合の問題を扱う諸研究や市場志向性（Market Orientation）

研究のように，組織内の特定の集団ではなく，組織内全体を対象として組織メンバーの意

識や認識の問題を扱う研究では，組織的な要因を中心に検討が行なわれている．すなわち，

集権化や公式化といった組織的特徴や部門間の構造，トップ・マネジメントの姿勢，構造

化の程度などである(Gupta et al., 1986b; Jaworski & Kohli, 1993)． 
近年，戦略的コンセンサス研究では，ミドル・マネジメントなどトップ・マネジメント・

チーム以外の組織メンバーを含むより広い組織における戦略的コンセンサスの重要性が示

唆されてきた(Floyd & Wooldridge, 1992; Kellermanns et al., 2005)．トップ・マネジメン

ト・チームのような小集団とは異なり，組織全体を対象とした問題設定を行なう上では，

先行要因として組織プロセスの影響についての検討が必要だと考えられる．また，同じよ

うに組織における組織メンバー間の意識や認識の問題を扱っているのにもかかわらず，組

織的プロセスとの関係についての検討は大きく異なるために，諸研究を比較して体系的に

検討することも困難になっているように思われる．したがって，以降では，先行研究にお

いても指摘されてきた組織的要因が戦略志向性の分化に与える影響を検討していくのであ

る． 
組織の分化と統合の問題を扱う研究や市場志向性（Market Orientation）研究において

指摘されてきた組織的要因を大別すると，①リーダーシップ，②公式的なルールや規則，

③水平的関係の 3 つに分けられる．これらは，組織メンバーの活動を統合するための基本

的な組織的メカニズムでもある(Mintzberg, 1983)．  
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① リーダーシップ 
リーダーシップが組織の分化に与える影響については，リーダーシップの「強さ」と「ス

タイル」の 2 つのものが存在している．リーダーシップの強さについては，意思決定の際

に，組織のトップがどの程度強い影響力を持つかどうかが，組織内の戦略志向性の分化に

影響を与える可能性が考えられる．先行研究でも，組織の集権化は，R＆D 部門とマーケテ

ィング部門との統合を困難にさせる要因や組織の市場志向性を低下させる要因の１つとし

て指摘されてきた(Gupta et al., 1986b; Jaworski & Kohli, 1993)．すなわち，組織が集権的

であり，リーダーが多くの意思決定を集中的に行なっている場合には，部下に与えられる

役割は命令を遂行することが中心となるために，組織内で意識を合わせるという活動が行

なわれにくくなるのである．組織メンバー間の戦略認識についても，組織のトップが意思

決定に対して強い影響力を持つほど，集団間での相違が生じやすいと考えられるだろう． 
また，リーダーシップのスタイルがどのようなものであるかも，従業員の志向性に影響

を与える可能性がある．先行研究では，トップ・マネジメントがどの程度積極的かつ支持

的に職能部門間の統合活動や市場志向性に関与するのかという問題として指摘されてきた．

しかしながら，こうしたリーダーシップのスタイルについては，実際には 2 つの要素が含

まれていると考えられる．すなわち，部門間の統合活動や市場志向型の活動について，リ

ーダー自身がどの程度具体的にその重要性を主張し，指示を出すのかという問題と，その

際に部下に対してどの程度部下の士気を高めるような人間関係的な配慮をしているのかと

いう問題である． 
この 2 つの問題は，リーダーシップ研究の基本的な枠組みとも整合的なものである．リ

ーダーシップに関する諸研究では，典型的なリーダーシップ・スタイルとして，タスク志

向と人間関係志向の 2 次元が主要な次元として指摘されてきた(Likert, 1961; 三隅，1978; 
Stogdill & Coons, 1957)．タスク志向とは，組織の仕事と目標に焦点を当てて，目標を達成

するために，従業員に対して具体的な指示や作業状況のモニターを行なうリーダーシッ

プ・スタイルである．人間関係志向とは，組織内の人間関係に焦点を当てて，従業員の満

足度やチームワークを高めるために，従業員に対する支持や奨励などを行なうリーダーシ

ップ・スタイルである．トップ・マネジメントによる積極的かつ支持的な姿勢には，何を

すべきかについての具体的な指示を示すという側面と，部下の行動についての奨励や支持

の側面が存在しているのである．こうした研究の枠組みに基づくならば，組織の分化に影

響を与える要因としてもこの 2 次元のリーダーシップ・スタイルが存在している可能性が

示唆されるだろう． 
このような 2 つのリーダーシップ・スタイルと戦略志向性の分化との関係については，

必ずしも先行研究で示唆されてこなかったけれども，たとえば，仕事について指示を出す

タスク志向のリーダーシップ・スタイルでは，組織メンバーに対して戦略や目標に基づく

指示が与えられるため，各組織メンバーの戦略に対する理解や意識を高めることにつなが

るだろう．これに対して，部下の人間関係に配慮するような行動は，現状肯定的なもので
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ある．この結果，部下のモチベーションを高めるということにはつながるかもしれないけ

れども，直面する戦略的な課題について真剣に考えたり，議論をしたりする機会を減少さ

せる可能性が考えられる． 
 
② ルールや規則 
第 2 の組織的要因は，組織内のルールやシステムの存在である．先行研究でも，公式化

や共同報酬システムなど組織内の公式的な仕組みの影響が検討されている(Gupta et al., 
1986b; Jaworski & Kohli, 1993)．たとえば，マーケティング部門と R&D 部門のインター

フェースの問題を扱う研究では，公式化の程度が高まるほど，部門間の接触がルールとし

て定められるために，統合の程度が高まるという関係が想定されている．また，共同報酬

システムが存在することや部門間のオペレーションが調和的であることによっても，部門

間の協働が達成されるという仮説が立てられている． 
先行研究におけるこうした想定の背後には，組織内のルールや規則によって組織メンバ

ーの活動をコントロールし，目的に対して整合的なものとすることができるという考えが

存在している．すなわち，ルールや規則が組織メンバーの活動規定している側面があるた

めに，彼らの行動同じ方向に向くようなルールや規則などの組織的仕組みを導入すること

で，組織メンバー間の意識を揃えることが可能となるのである．したがって，組織の追求

する戦略を意識するようにルールや規則によるコントロールが厳密に行なわれることによ

っても，組織メンバー間の戦略志向性の分化を低減させることが可能となるだろう． 
 
③ 水平的関係 
第 3 の組織的要因は，水平的関係である．水平的な関係を構築し，組織メンバーが直接

的に相互作用を行なうことによって，組織内の意識や認識の相違を解消できる可能性が考

えられるのである．こうした水平関係を創出することの重要性は，市場志向性研究におい

ても見られる(Jaworski & Kohli, 1993)．すなわち，部門間での公式あるいは非公式の直接

的な接触は，部門間で相互の情報交換や情報利用を促進するために，組織の市場志向性を

高める先行要因として指摘されているのである．水平的な関係の創出によって，組織メン

バー間で戦略についてのコミュニケーションを行なうことで，組織の追求する戦略につい

ても相互理解が高まると考えられるだろう． 
 
以上のように，先行研究では主にこれら 3 つの組織的要因の影響が指摘されてきた．以

下では，これら 3 つの要因と戦略志向性の分化との関係を検証していくことにしよう． 
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2．方法とデータ 

(1)サンプル 
本章の分析で使用したサンプルは，第 6 章と同じく第 3 回質問票調査で得られたデータ

に基づいている．集まったデータは全部で 139BU ある．データの収集方法やサンプルの特

徴については第 3 章に記述されている． 
 
(2)測定尺度 
独立変数：リーダーシップ 

BU 長の影響力の程度を操作化するために，本章では①意思決定における影響力の強さと

②問題解決におけるトップ・ダウンでの解決の頻度の 2 つの側面から測定を行なっている． 
意志決定における影響力の強さに関しては，「BU の主力商品・サービスのモデル・チェ

ンジを行なう際に，基本コンセプトを決める意思決定に関して BU 長がどの程度影響力を

持っているか」を尋ね，7 点尺度（1＝まったく影響力を持たない，7＝極めて強い影響力を

持つ）で回答してもらっている． 
 問題解決におけるトップ・ダウンでの解決の頻度については，BU 内での対立解消の方法

に関する次の質問に基づいている．主力商品・サービスのモデル・チェンジに際して基本

コンセプトについて意見対立があった場合に，その解消法として以下の 4 つの方法をどの

程度の頻度で使うかを，100 パーセントを配分してもらう形式で尋ねているのである． 
 

① 徹底的に議論して議論で白黒つける 
② 議論を尽くす前に対立意見を足して 2 で割る妥協案にまとめる 
③ BU 長を含む上司が自分の考え方に基づいて妥協せずに，トップ・ダウンで意思決定

を行なう 
④ 対立がないかのように皆がふるまい，決定を先延ばしにしたり，決定を回避する 
 

このうち，③のトップ・ダウンでの意思決定に配分された値によって，問題解決における

トップ・ダウンでの解決の頻度を測定した． 
 また，BU 長のリーダーシップ・スタイルに関しては，仕事・業績志向と人間関係志向に

関する以下の質問文ついて，所属する BU の BU 長にどの程度あてはまるかを尋ね，7 点尺

度（1＝まったく違う，7＝まったくその通り）で回答してもらった．  
 
仕事・業績志向：「BU 長は競争相手に勝つために今何をすべきか，という具体的な策に

ついては発信が不足している」（R） 
人間関係志向：「BU 長は部下の心にきめ細かい配慮をしてくれる」 

 
質問への回答値が高いほど，それぞれのリーダーシップ・スタイルが強いと考えることが
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できる．尚，仕事・業績志向については逆転尺度で尋ねているので，変数化の際には，8 か

ら回答値を引くという逆転処理を行なっている． 
 
独立変数：規則やルールの厳密さ 
 組織内で規則やルールがどの程度厳密であるかを測定するために，以下の質問文につい

て，自分の担当職務ではどの程度あてはまるのかを尋ね，7 点尺度（1＝まったく違う，7
＝まったくその通り）で回答してもらっている． 
 
「予算や計画が厳密に作成されており，売上や利益目標，スペックや納期，コスト等の

具体的な目標が各人に明確にブレイク・ダウンされている．」 
「予算からずれたり，各自に与えられた業績目標を達成しなかったとしても昇給・昇進

に差は出ない」（R） 
 
この質問についても，質問への回答値が高いほど，BU 内で規則やルールが厳密に決まり，

それに基づいて業務遂行や業績評価が行なわれていると考えることができる．尚，後者の

質問については逆転尺度で尋ねているので，変数化の際には，8 から回答値を引くという逆

転処理を行なっている． 
 
独立変数：水平的関係 
 BU 内に水平的な関係がどの程度存在するのかを見るために，本章では以下の 3 つの側面

から測定を行なっている． 
 
① 水平的調整機構 
第 1 に，水平的な関係を生み出す組織的な仕組みがどの程度存在するのかを見るために，

BU 内に設けられた水平的な調整機構の存在の有無を尋ねている．より具体的には，各 BU
がどのような水平的な調整メカニズムを採用しているのかを調査するために，BU 長向けの

質問票の中に，BU 内で採用している水平方向の調整手段に関する質問を盛り込んでいる．

具体的には，①マトリクス組織，②調整担当者，③職能横断的な定期的会合，④職能横断

的な不定期会合，④職能横断的な人事異動，の 5 項目について，採用しているもの全てに

○印をつけてもらうという複数回答可能な形式で尋ねている．この回答から各 BU が採用

している水平的な調整メカニズムの合計数を算出して，水平的調整機構数としている．こ

の数が多いほど，BU 内で水平的な関係が創出されやすいと考えられる． 
 
② 職能間の情報流 

第 2 に，実際にどの程度水平方向で情報が流れているのかを見るために，職能間の情報

流の量を測定している．より具体的には，BU に関連する職能部門間で流れる情報を念頭
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に置いてもらい，以下の質問文について，それぞれどの程度の量であるかを 10%間隔の

10 点尺度で回答してもらった．すなわち，回答値が高いほど，職能間で流れる情報の量

が多いと考えられる．尚，変数化を行なう際に，回答値をパーセンテージに修正している． 
 
(1)職能間情報流： 
「他の職能分野に関する情報のうち，自分が仕事をする上で必要なものを全体でパーセ

ントとすると，そのうちの何パーセントを実際にあなたはしっていると思いますか．」 
(2)非公式の情報流： 
「自分が実際に知っている他の職能分野に関する情報全体を 100 パーセントとすると，

そのうちの何パーセントをフォーマルな会議や調整担当者を通じてではなく，他のイン

フォーマルなルートを通じて入手していると思いますか．」 
 
③ 問題解決における議論の頻度 
第 3 に，対立や問題が生じた際に，実際に組織内でどの程度問題解決に向けた議論を行

なっているかを測定している．具体的には，前述した対立解消の方法に関する質問項目へ

の回答のうち，「徹底的に議論して議論で白黒つける」に配分された値によって，問題解決

における議論の頻度を測定している． 
 
従属変数：戦略志向性の分化 
第 6 章で行なった操作化と同じように，本章でも BU の戦略について複数の質問項目で

尋ねた戦略志向性への回答結果から，どの程度 BU 内で戦略志向性に関する分化が生じて

いるのかを測定している． 
より具体的には，表 7-1 に示した 11 項目の経営戦略に関する基本的な考え方が，それぞ

れ自分の所属する BU の実態とどの程度合致しているかを尋ね，7 点尺度で回答してもらっ

ている．回答値が低いほど，回答者は質問文を BU の戦略とは全く異なると考え，回答値

が高いほど BU の戦略と合致していると考えていることになる． 
これらの質問項目に関して BU ごとに回答の標準偏差を算出することで，各 BU におけ

る戦略志向性の分化の程度を測定することができる．回収されたデータをもとに，まず 11
項目のそれぞれについて標準偏差を算出し，信頼性分析を行なった．この結果，2 項目（表

6-2 に示されている⑤及び⑥）が除外された．除外した後のクロンバックのαは 0.581 であ

った26．11 項目からこの 2 項目を除外し，残された 11 項目の BU ごとの標準偏差を合計す

ることで，各 BU における戦略志向性の分化の程度とした． 

                                                  
26 クロンバックのαが十分に高くないのは，様々な側面から戦略志向性を測定しており，

項目によってコンセンサスが容易なものと困難なものが含まれているためであると思われ

る．ただし，ある程度の高さはあり，類似した傾向は見られるため，分析と解釈は可能で

あると考えられる． 
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その他：コントロール変数 
その他，組織内の分化の程度とコントロール変数として，組織規模と産業についてのコ

ントロールを行なった．組織規模が大きくなるほど，組織内の分化は生じやすくなると考

えられる．組織規模については，各 BU の 2007 年度の売上高を対数化している． 
また，産業についても，先行研究から消費財と産業財とで分化の程度が異なる可能性が

示唆されている（川上，2002）．しかしながら，調査対象となった BU には両方を扱ってい

て消費財と産業財の区分をつけることが難しい BU も存在している．そのため，売上高に

占める最終消費者からの売上の割合を尋ね，顧客消費者比率としてその値を使用している．

すなわち，この値が高ければより消費財中心に事業を行なっている BU であり，低ければ

産業財を中心に事業を行なっている BU であると考えることができる． 
 
3. 分析結果 
 分析方法は，重回帰分析を用いている．モデル１では，コントロール変数のみを回帰式

に投入した．モデル 2 では，リーダーシップを回帰式に加え，更にモデル 3 では．規則や

ルールの厳密さを追加している．最後に，モデル 4 では水平関係に関する変数を投入して

いる．回帰式に投入したすべての変数平均値及び標準偏差と，相関マトリクスを示したも

のが，表 7-2 である． 
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表 7-1：戦略志向性の質問項目と記述統計 

 

 

平均値 標準偏差

① 外部の経営環境で重要な変化が生じた後で，初めて行動を起こすことが多い 4.10 0.69

② 未知の市場に対しても，広範な情報収集活動を展開し，将来起こりうる外部環境の変化を常に検討している 4.28 0.72

③ 競合企業と同一市場で正面から対決する 5.05 0.89

④ 競争相手と同等あるいはそれ以上に製品・サービスの品揃えを幅広く用意することが重視される 4.77 0.97

⑤ 収益性が確実に見込まれるプロジェクトが承認される傾向にある 5.22 0.64

⑥ 競争相手よりも圧倒的な低コストで製品・サービスを提供しようとしている 3.40 0.88

⑦ たとえ短期的な利益を犠牲にしても，シェアを高めることを追求する 3.56 0.84

⑧ 常に新製品・新市場開発のリスクを積極的に負い，業界内でイノベーションを先導している 3.84 0.96

⑨ 競争相手よりも，高付加価値・高品質を追求する 5.33 0.82

⑩ 念頭に置くセグメントは，有力な競合企業と比較して非常に狭い 3.73 0.80

⑪ 操業度を上げたり，固定費をまかなうために，売価を下げてでも売上を上げることが重視される 3.34 0.85

戦略志向性

質問文
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表 7-2：相関マトリクス 

 

 平均値 標準偏差 BU長影響力
強権による
解決

BU長具体策
発信（R）

BU長きめ細
かい配慮

計画ブレイ
クダウン

計画達成と
業績とのリ
ンク（R)

水平調整機
構数

直接対決
職能情報把
握度

職能情報非
公式把握度

顧客消費者
比率

In売上高
2007

戦略志向性
分化

BU長影響力
6.11 0.51 1

強権による解決
31.63 9.55 .174 1

BU長具体策発信（R）
4.79 0.87 .320 .060 1

BU長きめ細かい配慮
4.79 0.64 -.003 -.314 .464 1

計画ブレイクダウン
4.43 0.77 .054 -.004 .137 .091 1

計画達成と業績とのリ
ンク（R)

4.43 0.66 .137 -.015 .171 .035 .331 1

水平調整機構数
3.09 1.24 .089 -.010 .114 -.052 -.079 .032 1

直接対決
37.83 11.59 .110 -.460 .389 .405 .302 .328 .093 1

職能情報把握度
60.62 7.86 .195 -.061 .140 .092 .102 .113 .020 .269 1

職能情報非公式把握度
38.35 9.67 .080 -.029 .071 -.129 -.146 -.154 -.047 -.165 -.177 1

顧客消費者比率
21.26 37.50 .105 .123 .057 -.065 .087 .191 -.052 .067 .163 -.107 1

In売上高2007
4.62 0.63 .133 .028 .244 .066 -.072 .070 .077 .070 .015 .009 .126 1

戦略志向性分化 11.77 1.62 .120 .037 -.117 .043 -.251 -.265 .042 -.134 -.039 .146 -.158 .059 1
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表 7-3 では，重回帰分析の結果が示されている．表中に示されているように，リーダーシ

ップについては，まず BU 長の影響力が戦略志向性の分化に対して 10%水準で統計的に有

意な正の影響を示している．強権による解決に関しては，分化に対する有意な影響は見ら

れなかった．すなわち，BU 長が基本コンセプトの決定などの意思決定に強い影響力を示す

ほど，BU 内の戦略志向性の分化は高まるという傾向が示されているのである． 
 

表 7-3：分析結果 

 

 
  

In売上高2007 .097 .131 .116 .116

顧客消費者比率 -.186 ** -.175 ** -.119 -.108

BU長影響力 .182 * .220 ** .202 **

強権による解決 .084 .067 .125

BU長具体策発信
（R）

-.334 *** -.277 *** -.339 ***

BU長きめ細かい
配慮

.186 * .173 * .215 *

計画ブレイクダ
ウン

-.165 * -.160 *

計画達成と業績
とのリンク（R)

-.258 *** -.248 ***

水平調整機構数 .073

直接対決 .070

職能情報把握度 -.018

職能情報非公式
把握度

.136

調整済み R2乗 .023 .075 .183 .177

F値 2.460 * 2.657 ** 4.415 *** 3.194 ***

注：　値は標準化係数．　*10%有意水準，**5%有意水準，　***1%有意水準

従属変数：戦略志向性分化

model1 model2 model3 model4
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 BU 長のリーダーシップ・スタイルについても戦略志向性の分化への影響が見られている．

BU 長の「具体策発信」は 1%水準で統計的に有意な負の影響を示しており，BU 長が部下

に対して競争相手に勝つための戦略について具体的な指示を出しているほど，BU 内の戦略

志向性は低下するという傾向が見られている．これに対して，「きめ細かい配慮」は 10%水

準で正の有意な影響を示している．すなわち，仕事・業績志向とは異なり，人間関係的な

配慮行動については，戦略志向性の分化を高める影響が見られるのである． 
BU 内のルールや規則の厳密さの影響をみると，「計画ブレイク・ダウン」と「計画達成

と業績とのリンク」はいずれも負で有意な影響を示している（それぞれ10%水準，1%水準）．

すなわち，BU 全体の予算や計画に基づいて個々人の職務の具体的な目標が明確に定められ

ているほど，また組織メンバー間で戦略についての認識の差異は低減する．また，個々人

に与えられた目標の達成と業績評価や昇進とが連動している場合にも，戦略志向性の分化

は減少する傾向にあるのである．すなわち，組織内のルールや規則によって個々の組織メ

ンバーの職務が明確に定められていることが，BU の追求している戦略に対しての理解を高

めることにつながっているのである． 
リーダーシップやルール・規則の厳密さとは異なり，水平的関係に関する変数（「水平的

調整機構数」，「直接対決」，「職能情報把握度」，「職能情報非公式把握度」）は，いずれも戦

略志向性の分化に対して有意な影響を示していなかった．水平的な関係が構築されること

によって，組織メンバー間の戦略についての認識の差異が低減するという傾向は今回の分

析結果では示唆されなかったのである． 
 
3．ディスカッション 

 以上の分析結果から，組織内の戦略志向性の分化に影響を与える組織プロセスについて，

以下の 3 点のことを指摘することができる． 
 第 1 に，戦略志向性の分化は，BU 長のリーダーシップのあり方に影響を受けていた．新

製品開発の基本コンセプトの決定における BU 長の影響力の強さは，戦略志向性の分化に

対して正の影響を与えていた．すなわち，強いリーダーシップのもとでは，組織メンバー

間の戦略についての認識に分化が生じる可能性があるのである．BU 長が自分で多くの事柄

について意思決定を下すような状況下では，個々の組織メンバーが戦略について真剣に考

える必要が低下するため，個々人の意識は分化するのである． 
 また，BU 長のきめ細かい配慮も，戦略志向性の分化に正の影響を示していた．部下に対

して人間関係的な配慮を行なうことによっても，戦略認識に差異が生じやすくなるのであ

る． このような結果が生じる一つの理由として，人間関係的な配慮が持つ現状肯定的な側

面があるように思われる．すなわち，BU 長が部下に対して人間関係的な配慮を行なうこと

で，組織メンバーは現在の状況を肯定的なものであると捉える可能性がある．その結果と

して，戦略についての認識に差があることを問題視することも気づくことも生じにくくな

り，BU の戦略について真剣に考えたり，あるいは議論をしたりする機会を失わせるである． 
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 これに対して，BU 長の具体策発信は，戦略志向性の分化に負の影響を示しており，BU
長が今何をするべきかについて，具体的かつ明示的に指示を出すほど，組織メンバー間で

戦略に対する認識は一致する傾向にある．何をなすべきかについて日ごろから明示するこ

とによってはじめて戦略が伝わる可能性があるのだと考えられる． 
つまり，策定した戦略を組織メンバーに理解させる，あるいは組織内に十分に浸透させ

るというのは，それほど容易なことではない．単に言葉で伝達するというのでも不十分で

あり，リーダー自身が積極的に様々な意思決定に介入する，部下の行動に対して支持的に

なるといったリーダーシップを発揮することによってより分散する可能性も存在している．

リーダーが他の組織メンバーに対して日頃から常に具体的に指示をすることで，はじめて

適切な伝達が可能になるのである． 
第 2 に，組織内のルールや規則の存在によっても，組織内の分化を低減することが可能

である．回帰分析の結果では，「計画ブレイク・ダウン」と「計画達成と業績とのリンク」

はいずれも戦略志向性の分化に対して負の影響を示していた．目標や戦略に対して，職務

設計の段階から意識を向かわせるような仕組みを作ることでも戦略を理解することができ

るのである． 
第 3 に，水平的関係については，いずれの変数も戦略志向性の分化に対して有意な影響

が見られなかった．これ自体比較的興味深い結果であるように思われる．すなわち，組織

メンバー間の接触機会やコミュニケーションを増加させるだけで，自然と組織内の分化が

低減するということはない可能性があるのである． 
そもそも，個々の組織メンバーは異なる職務を担当しており，その結果として環境につ

いて異なる認識を持っていることが多い．第 6 章でみられたように，こうした環境認識の

分化は，戦略認識に対する分化を生み出すことにつながっていた．こうした状況下で単に

議論を重ねるだけでは，それぞれが違った環境認識を有しているために相手が何を言って

いるのかわからない，あるいは同じことを議論しているつもりでも，違った理解の仕方を

しているといった事態を生じさせると考えられるだろう．接触機会を設けることとは別に，

戦略についての共通理解を生み出すような別の組織的手段を検討する必要があるのである． 
 
4．小括 

 本章では，組織内の戦略志向性の分化に対して組織的プロセスが与える影響について検

討してきた．これまでの戦略的コンセンサス研究では，組織的要因との関係については主

に集団内のプロセスに焦点を当てて検討が行なわれてきた．しかし，本章の分析結果に示

されているように，BU 長のリーダーシップや組織のルールや規則によっても，影響を受け

るものである．より具体的には，BU 長が意思決定に強い影響力を持っているほど，あるい

は部下に対して人間関係的な配慮行動を行なうほど，組織内の戦略志向性の分化は高まる

のである．これに対して，BU 長が何をすべきかに関して具体的な指示を行なう，あるいは

ルールや規則によって組織メンバーの職務が明確に定められているほど，戦略志向性の分
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化は低減するという影響が確認された． 
 こうした結果は，実務的な観点から考えても重要であるように思われる．すなわち，戦

略についての認識を組織全体で共有するためには，単に接触機会を設ける，あるいはコミ

ュニケーションを行なうというだけでは不十分である可能性がある．BU 長が具体的な指示

を出したり，個々人の職務をルールや規則によって規定したりするといったように，組織

メンバーの行動を方向付けないと，戦略志向性の分化は解消しないのである． 
また，本章の課題として，次の 2 点を指摘しておく必要があるだろう．第 1 に，本章の

分析において扱った変数の多くは，単一の質問項目に対する回答結果に基づいている．こ

の方法を用いることによって，1 つの構成概念を複数の質問によって把握することができな

いために，回答の信頼性や妥当性の面での問題は残されていると考えられる． 
第 2 に，本章では，戦略志向性の分化に焦点を当てて，組織プロセスとの関係を検討し

てきた．しかし，第 6 章で検討してきたように，組織内では戦略に対する意識の相違以外

にも多様な意識や認識の分化が生じており，そのことが企業成果に対して影響を与えてい

る．こうした組織内の多様な分化について，今後より体系的に検討を行なうことが望まし

いだろう． 
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第 8 章：議論と結論 
 
1．はじめに 

本論文では，組織内の組織メンバー間の意識の問題について多様な観点からの検討を行

なってきた．BU（ビジネス・ユニット）を分析単位として，組織メンバーの意識の分化が

企業の成果に与える影響と，その先行要因についての検討を行なったのである．実証分析

からは，BU という組織単位についても，組織内の組織メンバー間の意識の相違が，企業活

動に対して影響を与えていることが確認された． 
以下では，はじめに本論文のこれまでの章についての要約を行ない，その上で先行研究

の検討と実証分析から得られた知見から，組織内の分化と統合についての理論的な考察を

行なっていく．最後に，本論文の含意と課題について指摘を行ない，本論文を締めくくる． 
 

2．本論文の要約 

 第 1 章では，本論文の目的と問題設定についての説明を行なった．本論文の目的は，組

織内の組織メンバー間の意識の問題について多様な観点からの検討を行なうことにあった．

より具体的には，BU（ビジネス・ユニット）を分析単位として，組織メンバーの意識の分

化が企業の成果に与える影響と，その先行要因についての検討を行なうことが本論文の主

たる目的であった．これまで多くの先行研究において組織内の組織メンバー間の意識の相

違についての問題提起が行なわれてきた．実務的にも．多くの人々が，組織内での意識の

相違に対処する必要性を感じる経験を少なからずしていると考えられる． 
しかしながら，先行研究の諸理論は，時間的にも分析単位についても異なるコンテクス

トのもとで検討されており，その理論的な示唆も異なっている．それゆえ，理論的な比較

検討を行なうことも，また実務的な含意を得ることに対しても少なからず障害が存在して

おり，組織の分化の問題について，改めて体系的な分析を行なうことの意義が存在してい

た．こうした問題意識に基づいて，本論文では実証分析について，以下の問題設定を行な

った． 
 
①BU（ビジネス・ユニット）を分析単位とする 
②職能間・階層間の分化について検討を行なう 
③多様な分化について検討を行なう 
④組織的な調整手段の検討を行なう． 

 
したがって，本論文では特定の概念について詳細に分析を行なうというよりも，BU という

組織単位を分析の対象として，先行研究において指摘されてきた論点について，広く実証

的な検討を行なうことを目的としているのである．この結果，それぞれの実証分析間の関

連性はやや薄まるものの，近年の組織において組織内の分化やコンセンサスがどのような
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影響を持つのかについてのより体系的な検討が可能となると考えられる． 
第 2 章では，先行研究の整理を行ない，本論文で検討すべき論点についてより具体的に

提示を行なった．より具体的には，組織内の組織メンバー間の意識の相違を扱った研究と

して，4 つの研究群についてその概要とこれまでの研究の流れについての整理を行なった．

4 つの研究群とは，①コンティンジェンシー理論，②マーケティング－R&D インターフェ

ース研究，③戦略的コンセンサス研究，④市場志向性研究である．それぞれの研究は，い

ずれも組織内の組織メンバーの意識の問題について扱っているけれども，研究が行なわれ

た時期や分析対象となった組織単位，理論的示唆において相違が確認される．こうした諸

研究の相違点についての整理を行なった上で，組織内の組織メンバー間の意識の相違の問

題について体系的に理解するために必要な，実証的な分析を行う上での課題が提示された． 
第 3 章では，4 章から 7 章の実証分析において使用するデータの概要についての説明を行

なった．本論文の実証分析は，一橋大学において，21 世紀 COE プログラム（「知識・企業・

イノベーションのダイナミクス」）及びグローバル COE プログラム（「日本企業のイノベー

ション：実証的経営学の教育研究拠点」）の一環として行なわれた組織の〈重さ〉プロジェ

クトの質問票調査から得られたデータに基づいて行なった．組織の〈重さ〉プロジェクト

では，隔年ごとに質問票調査を行なっており，これまでに合計 3 回の質問票調査が実施さ

れている．この第 2 回と第 3 回調査から得られたデータが本論文の実証分析において使用

されている． 
それぞれの調査では，プロジェクトへの参加と協力を表明した 16~20 社の日本企業を対

象に合計で 100～130 前後の BU を対象に質問票が配布された．各 BU ごとに，その BU
に所属する BU 長 1 名とミドル 3 名とロワー3 名の，計 7 名に対してほぼ同一の質問票が

配布されていた．この質問票から得られたデータに基づいて分析を行なうために，組織メ

ンバー間の意識の相違を測定するための基本的なデータ処理方法についての説明を行なっ

た．すなわち，BU ごとに回答者の回答を各職能・階層に分け，それぞれの平均値を算出し，

その上で職能間と階層間の回答値の比較を行なうという方法である． 
こうして得られた実証分析のサンプルの特徴を業種や組織規模などの点から確認すると，

消費財を扱う企業に比べ産業財を扱う企業に比率が大きく偏っている点を除いては，多様

な産業に属する，組織年齢や規模が多様な BU が存在していることが確認された．また，

第 2 回調査のデータから得られたサンプルと第 3 回調査のデータから得られたサンプルに，

大きな差異は見られないことも確認された． 
第 4 章では，コンティンジェンシー理論の知見に基づいて，水平的な調整メカニズムと

組織内の時間志向性の分化が企業活動に対して与える影響について，実証的に分析を行な

った．コンティンジェンシー理論において，組織の分化と統合手段としての水平的調整メ

カニズムは，組織が環境に適応するために同時に必要な 2 つの手段として考えられてきた．

しかしながら，他の先行研究からは組織の分化と統合の問題に対して異なる見方も示唆さ

れていた．特に，組織内の意識の問題を扱った近年の議論では，そもそも組織内の構成員
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の志向性の相違や分化は低減すべきものであるとする指摘が見られている．こうした示唆

に基づくならば，水平的な調整メカニズムを設けても志向性の相違が生み出すコンフリク

トは解消可能なものではないと考えられる． 
分析結果からは，水平的な調整メカニズムが必ずしも組織内の調整活動に有効な機能を

提供していない可能性が示唆されていた．水平的な調整メカニズムの増加は，新製品開発

やモデル・チェンジ，撤退の検討を行なう際の組織内調整比率に対して統計的に有意な正

の影響を示していたのである．組織内に水平的なコミュニケーション・チャネルを増やし

たとしても，必ずしも部門間での新製品や新事業の開発・撤退などに関する内容の検討を

行なう機会にはつながらず，調整負担の増加につながっていた．調整機会を増加させるこ

とで，部門間コンフリクトが顕在化し，かえって根回しや説得などに費やす時間が非常に

多くなる可能性が考えられるのである． 
コンティンジェンシー理論の想定とは異なり，こうした傾向は職能部門間の時間志向性

の分化が高い組織においてより顕著なものであることも分析結果から示されていた．職能

間分化と調整メカニズム数との交互作用項の結果は，調整比率に対して正の影響を示して

おり，職能間の時間志向性の分化が高い組織においては調整メカニズムを増加させること

で，調整比率がより高まるという関係が示唆されていたのである． 
これに対して，階層間の時間志向性の分化と水平的調整メカニズム数との交互作用項は，

調整比率に対して負の影響を示していた．すなわち，階層間の分化が低い組織においては

調整メカニズムを増加させることで，調整比率がより高まるという関係が示唆されていた

のである．その一方で，階層間分化の高い組織においては，調整メカニズムの増加は，調

整比率をやや低下させていた．階層間においては，Lawrence and Lorsch の議論に近い分

化と統合の関係が見られており，BU 内での階層間の垂直分業の重要性が示唆された． 
第 5 章では，戦略的コンセンサス研究の知見に基づいて，BU 内の戦略志向性に関する職

能間及び階層間の戦略志向性の分化が，企業成果に対してどのような影響を与えるかを検

討してきた．より具体的には，「差別化戦略」と「コスト・リーダーシップ戦略」の 2 つの

戦略について，BU 内での階層間・職能間の意識の分化が与える影響についての分析を行な

った．  
分析結果からは，差別化戦略を追求する場合には，組織内の戦略志向性の分化は企業の

収益性に対して負の影響をもたらすことが確認された．このような結果は，職能間の戦略

志向性の分化に関しても，階層間の戦略志向性の分化に関しても同様に見られている．つ

まり，差別化戦略の実行には，マーケティング部門と R&D 部門がいずれも戦略を認識して

いる必要があり，また BU 長だけではなく，ミドルやロワーにまで浸透している必要があ

るのである．階層間の戦略志向性の分化に関しては，特にロワー・マネジメントに対して

差別化戦略を意識させることの重要性が示されていた．戦略志向性の分化の程度が高い BU
において階層間の戦略志向性を比較すると，BU 長とロワー・マネジメント，ミドル・マネ

ジメントとロワー・マネジメントとの間にはいずれも差別化戦略の戦略志向性に関して統
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計的に有意な平均値の差が見られていたのである．  
差別化戦略についての戦略志向性の分化とは対照的に，低コスト戦略に関しては，階層

間・職能間の戦略志向性の分化は企業の収益性に対して，正の影響を示していた．すなわ

ち，低コスト戦略を追求する場合には，階層間・職能間での戦略志向性の分化がある方が

好ましいという結果が示されているのである． 
また，市場環境の変化の程度が，このような組織の分化と組織成果との関係にどのよう

な影響をもたらすのかについても検証を行なった．分析結果からは，職能間の戦略志向性

の分化に対する環境変化のモデレート効果は示されなかったが，階層間の戦略志向性の分

化に対するモデレート効果は差別化戦略と低コスト戦略ともに確認された．差別化戦略で

は，顧客の嗜好変化速度が速い環境である場合に，差別化戦略に関する階層間の戦略志向

性の分化が利益率に与える負の影響は強まっていた．これに対して，低コスト戦略では，

顧客の嗜好変化速度が速い環境であるほど，差別化戦略についての階層間の戦略志向性の

分化が利益率に与える正の影響は強まっていた．いずれも環境変化が激しい状況であるほ

ど，階層間での戦略志向性の分化が収益性に与える影響が強まっていたのである． 
第 6 章では，先行研究において重要性が指摘されてきた①環境認識，②戦略志向性，③

コミットメントという組織内の 3 つの異なる分化を考察対象として，それぞれの概念間の

関係と，企業の成果に対して与える影響について検討を行なった． 
分析結果からは，環境認識の分化が戦略志向性の分化とコミットメントの分化という 2

つの分化に正の影響を与えていることが確認された．組織内で直面する環境についての見

解に相違が生じることは，単に外部に対する認識が異なるということだけでなく，組織メ

ンバー間に自社の追求する戦略に関する認識の差異や組織に対するコミットメント意識の

差異を生み出していたのである． 
この戦略志向性の分化とコミットメントの分化は，いずれも企業の成果に対して負の影

響を与えていた．BU 内の組織メンバーの従事する活動の多くは相互依存的であるために，

戦略に関する組織メンバーの理解や認識やメンバー間のコミットメントの程度に差がある

ことで，円滑な事業活動を行なうことが難しくなるのである．つまり，環境認識が異なる

ことにより，組織内で戦略認識やコミットメントに差が生じ，その結果として円滑な事業

活動の遂行が阻害されるという一連の因果関係が確認されたのである． 
しかし，こうした影響を除外するならば，環境認識の分化自体は企業成果に対して直接

的には正の影響を示していた．この結果は，環境認識に関する組織内での分化と，戦略志

向性やコミットメントの分化とはそもそも異なる性質のものである可能性を示唆していた．

ただし，両者の間には影響関係が見られるために，環境認識の相違によって生み出される

戦略志向性の分化やコミットメントの分化をそのままにすると，市場適応活動や戦略の実

行などにおいて問題が生じるのである． 
第 7 章では，組織内の戦略志向性の分化に影響を与える組織的要因について検討を行な

った．より具体的には，①リーダーシップ，②公式的なルールや規則，③水平的関係の 3



111 
 

つに焦点を当てて，組織の分化に対する影響を検討した．これらは，いずれも組織メンバ

ーの活動を統合するための基本的な組織的メカニズムでもある（Mintzberg, 1983）． 
分析結果からは，以下の 3 点の知見が示されていた．まず第 1 に，戦略志向性の分化は，

BU 長のリーダーシップのあり方に影響を受けていた．より具体的には，BU 長のリーダー

シップには，組織内の戦略志向性の分化を高めるものと，低下させるものの 2 つが確認さ

れた．組織内の戦略志向性の分化を高めるリーダーシップとしては，新製品開発の基本コ

ンセプトの決定における BU 長の影響力の強さと BU 長が部下に対してきめ細かい配慮を

行なうような人間関係志向のリーダーシップが該当している．これに対して，BU 長が何を

すべきかに関して具体的な施策を常に発信していることは，戦略志向性の分化を下げる影

響を持っていた．つまり，リーダーが他の組織メンバーに対して日頃から常に具体的に指

示をすることで，はじめて戦略の適切な伝達が可能になると考えられるのである． 
第 2 に，組織内のルールや規則の存在によっても，組織内の分化を低減することが可能

であるという結果が確認された．計画が各人の目標にブレイク・ダウンされている程度や

目標未達成の場合の昇給・昇進への影響の程度が高まることで，組織内の戦略志向性の分

化は下がるという影響が示されていたのである．目標や戦略に対して，職務設計の段階か

ら意識を向かわせるような仕組みを作ることでも戦略の理解を一致させることができるの

である． 
第 3 に，水平的関係については，戦略志向性の分化に対して有意な影響が見られなかっ

た．組織メンバー間の接触機会やコミュニケーションを増加させるだけでは，それぞれの

組織メンバーの間の認識の差異は修正されず，組織内の分化が低減しない可能性があるの

である． 
以上の結果からは，戦略についての認識を組織全体で共有するために，単に接触機会を

設ける，あるいはコミュニケーションを行なうというだけでは不十分である可能性がある

ことが示唆されていた．BU 長が具体的な指示を出すことや，個々人の職務をルールや規則

によって規定するといったように，組織メンバーの行動を方向付ける必要があることが示

されていたのである． 
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3．議論と結論 

本論文の実証分析を通じて，組織における分化とコンセンサスの問題に関する既存の議

論に対して次の 3 点を指摘することができるように思われる．すなわち，①組織の分化と

統合の問題についての再検討と，②階層間の分化影響，③組織プロセスによる対処につい

てである．それぞれについて順に指摘を行なっていく． 
 
①組織の分化と統合の問題の再検討 
 コンティンジェンシー理論において，Lawrence and Lorsch が組織の分化と統合の理論

を提示して以来，職能部門間に志向性の分化が存在することは比較的当然のものとして見

られることが多いように思われる．また，水平的な調整メカニズムを設けることによって，

分化した組織の活動を統合し，分化の問題に対処するという組織的施策も，多くの組織論

の教科書によって書かれてきたものである．つまり，マーケティング部門や R&D 部門，生

産部門が部門ごとにそれぞれ異なる認識や意識を有していたとしても，それは組織構造上

不可避なものであり，部門間の諸活動をつなぐような水平的な関係を設ければ，組織とし

て活動が統合できると考えられてきたのである． 
 しかしながら，彼らの議論を一般化する上では，そのコンテクストに注意を払う必要が

あるように思われる．彼らが理論的な考察対象とした職能制組織という組織構造の性格や

機能に基づいて，分化と統合の理論を理解する必要があるのである．職能制組織は，環境

の不確実性の増大に対する組織の適応手段であると考えられてきた．すなわち，不確実性

が増大し，処理すべき情報が増加したことに伴って，市場や技術など異なるそれぞれの環

境に対応できるように，組織は専門的な部門に内部構造を細分化するのである．環境変化

に対するこのような組織的対応の利点と問題点について彼らは論じていた． 
確かに職能制組織を統合するという点に関して Lawrence and Lorsch の行なった議論は

正しかったのかもしれない．職能制組織は，規模の経済を追求するために，少品種大量生

産を志向しており，新製品開発やモデル・チェンジの機会は必ずしも多くはない．それゆ

え，部門間の相互依存性は必ずしも高くはなく，水平的な関係を新たに創設したとしても，

当事者たちにとって大きな負担になることはなかったと考えられる．また，各職能が部門

としてそれぞれ独立しており，直接接する機会がないために，こうした組織的な施策を行

なわなければ，水平的な関係がほとんど存在しなくなる可能性もある．このような相互依

存性の低さと，相互接触機会のそもそもの少なさが存在していたために，職能制組織では

部門間で異なる目標を持ちながらでも，多少の調整機会を設けることで組織活動を統合す

ることが可能であったのである  
しかしながら，新製品開発プロセスを中心としたマーケティング－R&D インターフェー

ス研究において，部門間統合の問題が引き続き議論されてきたことは，全ての組織におい

て，分化と統合の同時極大化が成り立つとは言い難い状況を示していると考えられる．よ

り具体的には，新製品開発を遂行する際に，部門間の分化と統合の問題は組織にとってよ
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り大きな課題となっていたと考えられるのである． 
マーケティング－R&D インターフェース研究では，基本的には Lawrence and Lorsch

のモデルに依拠しながらも，組織内の分化の問題に対してやや異なる想定がなされていた． 
Lawrence and Lorsch では，組織における部門間の意識の相違は組織の環境適応活動の結

果として発生する自然発生的なものとして捉えられていたのに対して，マーケティング－

R&D インターフェース研究では，部門間の意識の相違は低減可能なものとして想定されて

いたのである．さらに，戦略的コンセンサス研究や市場志向性研究など，同時期あるいは

それより後に行なわれた諸研究で構築された分析枠組みや知見では，組織メンバー間の意

識についてより積極的に一致を求める指摘がなされている． 
1980 年代に入り，このように組織の分化と統合の問題を考察対象とする研究に再び注目

が集められ，またその理論的な主張に相違が見られる背景には次のような社会環境の変化

があると考えられる．すなわち，様々な産業において成長期から成熟期への移行が生じた

ことにより，製品差別化がより重要になっていったことと，こうした市場に適応すること

を重視して職能制から事業部制や SBU などが組織単位の中心になっていったことである．

Lawrence and Lorsch が実証研究を行なった当時とは，競争環境が異なり，環境変化に対

応するために多くの組織が戦略や構造を変化させていたのである．このような変化の結果

として，組織内の分化に対してより直接的に対処をする必要性が増したのである． 
実際に，BU を分析単位とした本論文の実証分析の結果からも，こうした可能性は支持さ

れていた．より具体的には，2 つの発見事実を指摘することができる．まず第 1 に，第 4
章において示されているように，BU においては，水平的な調整メカニズムの設置自体が調

整を困難にさせる一因となっていた．職能間の接触機会を設けるように，統合担当者や公

式あるいは非公式の会議を増やしていくことによって，調整活動自体の効率性が低下する

という結果が示されていたのである．また，こうした傾向は職能間の時間志向性の分化が

大きい場合組織においてより顕著になっていた．一つの BU において R&D 担当者は長期的

な課題の検討に多くの時間を費やし，マーケティング担当者は短期的な課題の検討を中心

にしているといったように職能間で違った時間幅で仕事を遂行していると，仮にコミュニ

ケーション機会を増やしたとしても，調整活動は円滑には行なわれず，かえって説得や根

回しなどに費やす時間が増え，組織活動の効率性が低下するだけである可能性があるので

ある． BU において調整活動を円滑に行ない，素早く市場に対応するためには，各職能が

同じ時間意識を持って職務を遂行する必要があると考えられる． 
 第 2 に，第 5 章の分析からは，差別化戦略の追求において，職能間の戦略についてのコ

ンセンサスが重要であることが示されていた．差別化戦略に関する職能間の戦略志向性の

分化は企業成果に対して負の影響をもたらすという結果が示されていたのである．また，

変化の激しい環境において，こうした傾向がより強まることも確認された．差別化戦略で

は，高品質な製品・サービスを創造し，その価値を顧客に認めてもらうことで，高い利益

を確保することができる戦略である．こうした戦略を実現するためには，製品開発プロセ
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スにおいてマーケティング部門や開発部門が問題意識や製品コンセプトを共有し，統合的

に製品開発とマーケティング施策の立案を行なう必要があり，このような部門間の協働に

際しては，両部門ともに差別化戦略を追求する必要性を強く認識することが求められるの

である． 
 ただし，組織内における組織メンバー間の意識の分化そのものが常に負の影響を持つと

は限らない点も示唆されている．この点についても 2 つの発見事実を指摘することができ

る． 
第 1 に，第 5 章の分析結果では，低コスト戦略に関する職能間の戦略志向性の分化は，

企業の収益性に対して正の影響を示していた．差別化戦略の場合と比較すると，戦略志向

性の分化と企業の収益性との関係について対照的な分析結果が示されていたのである．具

体的に職能間の戦略志向性の分化の程度が高い BU について部門間の低コスト戦略につい

ての意識の平均値を比較してみると，R&D 部門のコスト意識に比べ，マーケティング部門

のコスト意識が著しく小さいことが確認された．R&D 部門は比較的高い低コスト意識を持

っているけれども，マーケティング部門の人員は必ずしもそうした意識を共有していない

のである． 低コスト戦略の有効性を高めるために，製品を開発する R&D 担当者は低コス

トでの製造や開発を意識する必要があるのに対して，マーケティング担当者には必ずしも

低コストの活動が求められているわけではない．低価格でも収益を上げるためには高いシ

ェアを取る必要があり，そのためには広告宣伝などのプロモーションにおいてかなりの費

用を必要とするからである． 
このような職能間での役割の相違に基づく志向性の相違は，まさしく Lawrence and 

Lorsch の想定していた分化に近いものである．規模の経済性を追求することが可能となる

職能制組織では，差別化戦略より低コスト戦略の方が適合的であることを考えると，この

知見は，Lawrence and Lorsch の分化論が，当時の時代背景とは整合的であった可能性を

示唆するものである．近年において組織内での意識や認識の一致がより重要性を増したの

は，多くの企業にとって差別化戦略の重要性が増したことによるものであり，低コスト戦

略を追求する上では．異なる志向性を維持したままでも適切な事業展開が可能となる可能

性があるのである． 
 第 2 に，環境認識の分化が持つ正の側面が存在する点を指摘することができる．第 6 章

において示されているように，環境認識・戦略志向性・コミットメントという 3 つの分化

の関係について検討をすると，環境認識の分化は，戦略志向性とコミットメントの分化を

生み出すけれども，直接的には企業成果に対して正の影響を示していた．つまり，構造的

に分化し，それぞれが違った下位環境を認識することは，組織活動に対して 2 つの異なる

効果をもっていると考えられる．一つは，Lawrence and Lorsch が指摘したような，環境

適応による専門性の便益であり，もう一つは，戦略認識の分化やコミットメントの分化な

ど組織内で他の側面に関しても意識や認識の分化を発生させるという効果である．すなわ

ち，それぞれの職務が専門化することの便益は存在するけれども，このような他の分化が
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生じることによって，素早く市場に対応し，顧客に高い価値を認めてもらうような製品差

別化が難しくなるのである． 
 以上から，近年の多くの組織において組織メンバー間の意識や認識の差異を改善する組

織的施策の重要性が増していると考えることができる．先行研究を比較検討することでも，

このような主張の推移が観察され，また本論文の実証分析からも支持されるような実証的

な証拠が示されているのである．少なくとも多くの日本企業が直面している問題として，

BU が市場適応を行なうために，組織内で戦略やコミットメントの分化を低減させる必要が

あると考えられる． 
 
②階層間分化 
 本論文では，職能間の分化の問題についての検討を行なうと同時に，階層間の分化の問

題についても検討を行なってきた．先行研究では，階層間の分化やコンセンサスの問題に

ついての実証的な検討は少なくとも明示的には行なわれてこなかった．しかし，職能間の

分化と同様に，階層間の分化についても組織活動に対して影響を与えていることが本論文

の第 4 章と第 5 章の分析結果から示唆されていた． 
 第 4 章の分析結果からは，階層間の時間志向性の分化が高い組織では，水平的な調整メ

カニズムを増加させたとしても，組織内で調整に必要とされる時間はあまり変化せず，比

較的円滑な調整が可能なのに対して，階層間の時間志向性の分化が低い組織では，水平的

な調整メカニズムの増加によって，組織内の調整にかなりの時間を必要としていることが

示されていた． 
階層間での時間志向性の分化は，組織内での階層間の垂直分業が行なわれていることを

意味している．すなわち，BU 長とミドル・マネジメント，ロワー・マネジメントが異なる

課題を担当しているために，それぞれが異なる時間幅で職務を遂行しているのである．た

とえば，BU 長は長期的な課題により多くの時間を割き，ミドル・ロワーとより現場に近づ

くほど，短期の課題中心に取り組むといった状況である． 
このように，組織内で適切に垂直分業が行なわれている状況下では，調整機会を増やし

たとしても，比較的円滑に調整活動が可能である．これに対して，階層間の時間志向性の

分化が低い状況では，異なる階層の人材にタスクの重複が見られるために，調整機会の増

加によって，会議出席者の増加や階層間でのコンフリクトが生じやすいと考えられるので

ある． 
 これとは対照的に，戦略認識については階層間のコンセンサスの重要性が示唆されてい

た．第 5 章の分析結果からは，差別化戦略に関する階層間の分化は，職能間の分化と同様

に企業の収益性に対して負の影響を与えていることが示されていたのである．つまり，差

別化戦略を追求する際には，BU 長だけが製品差別化を強く志向していたとしても十分では

なく，ミドル・マネジメントやロワー・マネジメントに至るまで深くその意識が浸透して

いなければ，差別化戦略の実現は困難なのである． 
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 こうした発見事実からは，BU という組織単位によって市場対応に当たる上での，階層間

マネジメントの重要性と困難さが示唆される．すなわち，素早い事業活動を行なうために

は，一方で階層間の職務を適切に分業することが求められ，他方で戦略についての組織全

体の認識を一致させることが求められているのである．組織内の意識の相違に関する既存

の理論では，水平方向での分化にのみ注目が集められてきたけれども，BU においては，階

層間において生じる分化とその統合の問題がマネジメント上の重要な課題となっている可

能性が考えられるだろう． 
 
③組織プロセスによる対処 
 第 7 章では，組織内での組織メンバー間の意識の相違に対して，どのような組織的施策

によって対処することができるのかを検討するために，戦略志向性の分化と組織プロセス

との関係を検討した． 
分析結果を端的にまとめるならば，組織内での戦略志向性の分化を低減させるためには，

リーダーが具体的に何をすべきかに関して常に部下に発信を行なったり，組織内でのルー

ル・規則によって個人の達成すべき目標や役割を明確化したりする必要性が示唆されてい

た．これに対して，BU 長が意思決定に強い影響力を発揮する，あるいは部下に対して人間

関係的な配慮を行なうといった，既存研究で指摘されてきた他のリーダーシップ・スタイ

ルは，戦略志向性の分化を高める影響を示していた．また，水平的なコミュニケーション・

チャネルを設けるような水平関係に関する様々な組織的施策については，いずれも有意な

影響を示していなかった． 
このような発見事実は，意識が異なる人々をまとめることの難しさを示唆しているよう

に思われる．すなわち，意識や認識の異なる人々を集め，接触機会を設けたとしても，必

ずしも彼らの認識の差異が埋まるとは限らないのである．たとえば，同じ会議に出席して

も，考えが異なることをお互いに知っているために，十分なコミュニケーションが行なわ

れない，あるいは対話がすれ違いになるといった場合や，お互いにコミュニケーションを

しているつもりでも，それぞれが違った解釈をしている場合が考えられる．このような場

合，単にコミュニケーションを促進するだけでは組織メンバー間の認識の相違を解消する

手段として十分ではなく，組織メンバー間の緊密な協働を必要とするような状況下では，

組織活動が阻害されるのである． 
組織内に分化が存在することで，情報伝達・共有などのコミュニケーションは可能であ

っても，部門間や階層間での緊密な協働は実現しない可能性がある．たとえば，マーケテ

ィング－R&D インターフェース研究では，新製品開発プロセスにおける職能部門間の協働

に関して，単に情報の伝達・共有が十分に行なわれていないということだけでなく，情報

が伝達されたとしても，それが実際に活用されるとは限らないことが指摘されている．こ

うした知見は，いずれも単に協働の機会が設けられることと，その中で実際に協働が実現

することの間には大きな隔たりがあることを示唆している．したがって，協働の機会を設
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けることとは別に，意識の相違を解消するための組織的施策が必要になると考えられる． 
このように考えるのならば，組織メンバーの協働を実現するためには，異なる 2 つの組

織的施策が必要である可能性がある．すなわち，組織メンバー間の情報の伝達・共有プロ

セスに注目して，その流れを管理するという情報処理プロセスに対する施策と，組織メン

バー間の意識に注目して，その相違を解消するような施策である．コミュニケーションの

不足と，意識の相違とは，相互に関連しているかもしれないけれども，同一の問題ではな

い．そのため，それぞれに異なる対処が必要なのである．  
本論文の分析結果からは，こうした組織メンバー間の意識の相違に対する対応策として，

リーダーによる戦略に関する具体的な指示や，個々人の職務目標を具体的に規定するよう

な明確かつ細かいルールや規則が提示された．つまり，組織メンバーの日常的な行動を具

体的に方向付ける必要があると考えられるのである． 
 

4．本論文の含意と課題 

本論文の主たる貢献点として，次の 3 点を指摘することができる．まず第 1 に，組織内

の意識に関する先行研究について広範に検討を行ない，その類似点や相違点を明らかにし

てきた．それぞれの研究は，同じ問題意識を共有しながらも，理論モデルや知見の類似点・

相違点について十分な検討はされてこなかったように思われる．このような結果，組織メ

ンバー間の意識の相違関して異なる示唆が存在していた．本論文ではこうした諸理論につ

いての整理を行なうことで，組織内の組織メンバー間の意識の相違の問題についての体系

的な検討を行なうことができたと考えられる． 
第 2 に，実証分析において組織内に生じる様々な分化について広く検討してきたことが

挙げられる．実証分析によって，近年の日本企業を対象として先行研究の知見についての

検証を行なっただけでなく，このような理論間の相違が生じた背後にある戦略や組織の相

違についての理論的な検討が可能となった． 
 第 3 に，階層間の分化の問題についての実証的な分析を行なったことが挙げられる．先

行研究では，階層間の分化やコンセンサスの問題についての実証的な検討は少なくとも明

示的には行なわれてこなかった．しかし，BU という組織単位においては，職能間の分化と

同様に，階層間の分化についても組織活動に対して影響を与えていることが本論文の分析

結果から明らかとなった． 
こうした本論文の知見は，更に既存の組織論や戦略論における諸研究に対しても含意を

持つと考えられる．その一つが，組織設計論に対する理論的含意である．これまでコンテ

ィンジェンシー理論や情報処理パラダイムでは，水平的なコミュニケーションのチャネル

を非常に重視していたように思われる．また，集団を研究対象とする組織行動論では，問

題の当事者たちが問題を直視して，直接的に議論を行なうことの重要性が指摘されてきた．

先行研究におけるこうした示唆から導かれる組織設計では，いずれも製品開発などの問題

解決活動において，当事者となる各職能の担当者が直接的に議論を行なう機会を設けるこ
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とによって，効果的かつ効率的な解決が期待されている． 
しかしながら，本論文の知見からは，このような組織設計が必ずしもうまく機能しない

可能性が示唆されている．より具体的には，まず，第 4 章において示されていたように，

水平的なコミュニケーション・チャネルの増加は，必ずしも調整活動を円滑にしないとい

う点が挙げられる．とりわけ，職能間の分化が大きい組織においては，こうした水平的な

関係の増加が調整負担の増加に結び付く傾向が顕著であり，直接的なコミュニケーショ

ン・チャネルに頼った組織設計を行なうことの危険性が示唆されている． 
また，第 7 章では，組織内の組織メンバー間の戦略志向性の分化は，水平的な関係を設

けることによっては必ずしも解決しない可能性が示唆されていた．リーダーシップやルー

ル・規則によって戦略志向性の分化を低減させることは可能であったのに対して，水平的

な関係と戦略志向性の分化との間には影響関係が見られなかったのである．つまり，水平

的に直接議論を行なうような機会を設けたからといって，それぞれの組織メンバーの持つ

戦略認識の差異は修正されない可能性があるのである． 
既存の組織設計論では，情報処理の経路を拡充することで，効率的な組織活動を生み出

そうとしてきた．しかし，水平的なコミュニケーションによって意識の相違の問題を可決

することはできないために，こうした情報の伝達・共有プロセスの問題とは別に，組織内

での意識の相違を解消するための組織的な施策を検討する必要があるのである． 
また，近年の「ミドル・マネジメントを重視する戦略観（Middle Management 

Perspectives on Strategy）」や「創発戦略（Emergent Strategy）」に対しても含意を指摘

することができる．これらの研究では，戦略の策定・実行過程におけるミドル・マネジメ

ントの役割が重要視されており，組織内の組織メンバー間の意識の相違へ対処することが

より大きな課題となる可能性があるからである． 
より具体的に，本論文の分析からは，創発戦略を重視する場合でも，ミドル・マネジメ

ントにただ任せる，あるいは現場の戦略や情報を吸い上げることに注力していれば良いわ

けでないことが示唆されている．なぜなら，ミドル・マネジメント間の関係を考えるなら

ば，彼らの戦略認識やコミットメントは容易に分散してしまう可能性があるからである．

この結果として，有効な戦略を策定することも，あるいは実行することも困難となるだろ

う．それゆえ，リーダーの検討課題として，組織内の意識の相違に対処するためのリーダ

ーシップやミドル・マネジメントの行動を規定するようなルールや規則に注意を払う必要

があるのである． 
実務的な含意としては，以下の点を指摘することができるだろう．まず第 1 に，職務の

遂行において，調整に時間がかかる，あるいは戦略が適切に実行されないといった場合に

は，組織メンバー間の意識の問題に目を向ける必要がある．組織内で日常的な職務遂行に

おける時間意識や戦略認識，あるいはコミットメントに差があり，そのことが新製品開発

やモデル・チェンジなどにおける調整活動を困難にさせている可能性があるからである． 
それぞれの専門性や担っている職務が異なるために，職能が異なる人々の間で意識や認



119 
 

識が異なることは，ある意味当然のことのように思われる．製品開発の現場では，こうし

た異なる認識を持つ人々の間で熱心に対話や議論を行なうことで，問題解決を図ることが

必要であるとされてきた．しかしながら，BU という組織単位で素早く市場のニーズに対応

するためには，職能間でも意識を揃えることが効果的な解決策となりうるのである．特に，

製品差別化を志向する場合には，こうした問題に対して真剣に検討する必要があるだろう． 
第 2 に，こうした組織内の意識の分散を問題にして改善策を検討する場合には，リーダ

ー自身が担っている役割は非常に大きい．組織メンバー間で意識や認識が異なっている場

合に，彼らの間でのコミュニケーションがうまくいっていないことが原因であると考え，

直接的な対話を促すケースが多々あるように思われる．しかし，異なった認識を持つ人々

の間で単にコミュニケーションを行なうだけでは問題は解決しない可能性があるのである．

本論文では，少なくとも戦略認識の相違についてはこうした傾向が見られていた． 
このような場合，リーダー自身がなすべき役割として 2 つのものが存在している．すな

わち，具体的に何をすべきかに関して日常的に部下に対して発信をする．あるいはルール

や規則によって部下の役割や目標を明確に規定するという役割である．組織の目標を明示

し，かつそれに基づいてそれぞれの組織メンバーの行動に対して明確に方向付けを行なう

ことで，組織内の意識の相違を解消することが可能となるのである． 
最後に，本論文の課題として以下の点を指摘しておく必要があるだろう．まず第 1 に，

本稿では組織の構造的に分化と組織メンバー間の認識の分化との関係について明示的に検

証を行なってはこなかった．このことは，次の 2 つの点で理論的に課題を残すものである

と考えられる．一つは，構造的に分かれていることによって生じているのか，それとも意

識が分散していることによって生じているのかの相違が曖昧であるという点である．具体

的に例を挙げて説明するならば，環境認識の相違には，本来 2 つの要素が存在している．

すなわち，組織が構造的に分化し，異なる職能への専門分化が進んでいることと，分化が

進んだ結果としてそれぞれが違った認識を有していることである．本論文では明示的にこ

の区別を行なってはこなかったために，環境認識の分化が組織に他の分化を生み出すとい

う発見事実や企業活動に影響を与えているという発見事実が，構造的な分化の影響である

のか，それとも認識が異なることで発生しているものなのかという区別をつけることが困

難であるのである． 
また，もう一つの課題として，分化が生じる原因についての問題が残されている．コン

ティンジェンシー理論などの先行研究では，組織の構造的な分化によって組織メンバーの

意識や志向性レベルにも分化が生じることをある種不可分の現象として想定してきた．し

かしながら，組織内の意識の分化はこうした構造的に分かれたことによって生じる場合以

外にも可能性が存在していると考えられる，すなわち，コミュニケーションの問題や組織

の緩みによって生じる場合である．これらの点についても，今後明示的に区別して検討を

行なう必要があると考えられる． 
第 2 は，本論文の分析に信頼性に関するものである．第 4 章から第 7 章までの本論文の
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実証分析では，それぞれの分析は独立に行なわれており，使用したデータセットも，分析

において扱った変数も異なるものが存在している．それゆえ，本論文の実証分析の知見に

ついて厳密に比較検討を行なうことは難しく，分析の信頼性に関して課題が存在している

と考えられる．また，いくつかの測定尺度についても，複数の項目を用いた尺度化の必要

性など実証分析の信頼性をより高める方向での課題が存在しているように思われる． 
こうした課題が存在している理由としては，組織内の多様な要因について尋ねるために

質問項目の変更を行なっているという質問票の性格上の問題と，組織内の多様な分化につ

いて検討を行なうという本論文の目的によるところがある．しかしながら，今後の検討課

題として質問票の設計と分析方法の統一性について検討する必要があると考えられる．  
第 3 に，本論文では，質問票調査から得られたデータに基づいて，定量的な実証分析を

行ない，組織内の組織メンバー間の意識の相違が企業活動に与える影響について明らかに

してきた．しかし，意識が異なることによって実際にどのような問題が生じているのか，

あるいは組織としてどのように対処が可能なのかについて，定量的な分析に加えて，個別

企業の事例分析など定性的な分析を行なうことで，本論文から得られた知見についてより

詳細に検討することが可能となるだろう． 
定性的な分析を行なうことの利点として，組織構造や調整メカニズムなどと組織メンバ

ーの認識の問題についてより詳細に検討することが可能となることが挙げられる．質問票

調査では，調整メカニズムの有無等について尋ねることしかできないけれども，組織的施

策は，実際の活用のされかたによってその意味や効果が大きく異なる可能性が存在してい

る．定性的な分析を行なうことで，組織メンバーの行動や認識に対してどのような影響が

あったのかを具体的に検討し，本研究にとってより有益な示唆を得ることができると考え

られる． 
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